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※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  1/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

第一章 総則 

（適用範囲） 

第一条 この規則は、次に掲げる原子炉

及びその附属施設について適用する。 

一 試験研究の用に供する試験研究用

等原子炉（船舶に設置するものを除

く。） 

二 船舶に設置する軽水減速加圧軽水

冷却型原子炉（減速材及び冷却材と

して加圧軽水を使用する原子炉であ

って蒸気発生器が構造上原子炉圧

力容器の外部にあるものをいう。）であ

って研究開発段階にある試験研究用

等原子炉 

第１章 総則 

第 １条（適用範囲） 

１ 試験研究の用に供する原子炉等の位

置、構造及び設備の基準に関する規則

（平成２５年原子力規制委員会規則第２

１号。以下「試験炉設置許可基準規則」

という。）が適用される試験研究用等原

子炉及びその附属施設の設計及び材料

の選定に当たっては、設計及び工事の方

法の認可、使用前検査及び施設定期検

査等にも配慮して、原則として現行国内

法規に基づく規格及び基準によるものと

する。ただし、外国の規格及び基準によ

る場合又は規格及び基準で一般的でな

いものを適用する場合には、それらの規

格及び基準の適用の根拠、国内法規に

基づく規格及び基準との対比並びに適用

の妥当性を明らかにする必要がある。 

なお、「規格及び基準によるものとす

る」とは、対象となる構築物、系統及び機

器について設計、材料の選定、製作及び

検査に関して準拠する規格及び基準を

明らかにしておくことを意味する。 

 

 

原子炉施設及びその附属施設の設計及び材料の選

定に当たっては、設計及び工事の方法の認可、使用

前検査及び施設定期検査等にも配慮して、原則とし

て現行国内法規に基づく規格及び基準によるものとす

る。ただし、外国の規格及び基準による場合又は規格

及び基準で一般的でないものを適用する場合には、そ

れらの規格及び基準の適用の根拠、国内法規に基づ

く規格及び基準との対比並びに適用の妥当性を明ら

かにする。 

 

 

方針１. 準拠規格及び基準 

安全機能を有する構築物、系統及び機器は、設計、

材料の選定、製作及び検査について、それらが、果た

すべき安全機能の重要度を考慮して適切と認められ

る規格及び基準によるものであること。 

 

（定義） 

第二条 この規則において使用する用語

は、核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律において使用す

る用語の例による。 

 

２ この規則において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

一 「放射線」とは、試験研究の用に供

する原子炉等の設置、運転等に関

する規則 （昭和三十二年総理府令

第八十三号。以下「試験炉規則」と

いう。）第一条の二第二項第一号に

規定する放射線をいう。 

二 「管理区域」とは、試験炉規則第一

条の二第二項第四号 に規定する

管理区域をいう。 

三 「放射性廃棄物」とは、試験炉規則

第一条の二第二項第二号に規定す

第 ２条（定義） 

１ 本規程において使用する用語は、核原

料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律（昭和３２年法律第１６６

号。以下「原子炉等規制法」という。）及

び試験炉設置許可基準規則において使

用する用語の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本申請書において使用する用語の定義は、上記当

該各号及び以下に定めるところによる。 

 

(1) 「原子炉冷却材系」とは、原子炉の通常運転時

に原子炉を直接冷却する冷却材を内包する系統

をいい、具体的には、１次冷却設備及び補助ヘリウ

ム冷却系をいう。 

(2) 「原子炉冷却系」とは、原子炉の通常運転時及

び異常状態時において、原子炉から熱を除去する

系統をいい、具体的には、原子炉冷却材系、残留

熱を除去する系統、最終的な熱の逃し場へ熱を

輸送する系統等をいう。 

(3) 「異常状態」とは、通常運転を逸脱させるような、

何らかの外乱が原子炉施設に加えられた状態で

あって、運転時の異常な過渡変化及び設計基準

事故をいう。 

(4) 「減圧事故」とは、原子炉冷却材圧力バウンダリ

の破壊により、原子炉冷却材の圧力が急速に低下

する事故をいう。 

 

用語の定義 

「安全設計方針」に使用する用語の定義は、次のと

おりである。 

 

(1) 「安全機能」とは、原子炉施設の構築物、系統

又は機器の有する機能であって、次に挙げるもの

をいう。 

1) その喪失により、原子炉施設を異常状態に陥

れ、もって一般公衆ないし従事者に過度の放射

線被ばくを及ぼすおそれのあるもの。 

2) 原子炉施設の異常状態時において、この拡大を

防止し、あるいは速やかに収束せしめ、もって一

般公衆ないし従事者に及ぼすおそれのある過度

の放射線被ばくを防止し、あるいは緩和するもの。 

(2) 「安全機能を有する構築物、系統及び機器」と

は、その果たすべき機能の中に、安全機能を含む

構築物、系統及び機器をいう。 

(3) 「安全機能の重要度」とは、原子炉施設の安全

確保の見地からの安全機能の重要性の度合いを
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

る放射性廃棄物をいう。 

四 「周辺監視区域」とは、試験炉規則

第一条の二第二項第六号に規定す

る周辺監視区域をいう。 

五 「放射線業務従事者」とは、試験炉

規則第一条の二第二項第七号に規

定する放射線業務従事者をいう。 

六 「臨界実験装置」とは、炉心構造を

容易に変更することができる試験研

究用等原子炉であって、核燃料物

質の臨界量等当該試験研究用等原

子炉の核特性を測定する用に専ら

供するものをいう。 

七 「水冷却型研究炉」とは、一次冷却

材として水を使用する試験研究の用

に供する試験研究用等原子炉（船

舶に設置するものを除く。）をいう。 

八 「中出力炉」とは、熱出力五百キロ

ワット以上、十メガワット未満の水冷

却型研究炉をいう。 

九 「高出力炉」とは、熱出力十メガワ

ット以上、五十メガワット以下の水冷

却型研究炉をいう。 

十 「ガス冷却型原子炉」とは、気体状

の一次冷却材を用いる試験研究の

用に供する試験研究用等原子炉

（船舶に設置するものを除く。）であっ

て熱交換器を有するものをいう。 

十一 「ナトリウム冷却型高速炉」とは、

試験研究の用に供する試験研究用

等原子炉（船舶に設置するものを除

く。）であって、一次冷却材としてナト

リウムを用い、かつ、その原子核分裂

の連鎖反応が主として高速中性子に

より行われるものをいう。 

十二 「安全機能」とは、試験研究用等

原子炉施設の安全性を確保するた

めに必要な機能であって、次に掲げ

るものをいう。 

イ その機能の喪失により試験研究用

等原子炉施設に運転時の異常な

過渡変化又は設計基準事故が発

生し、これにより公衆又は従事者に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いう。 

(4) 「原子炉格納容器バウンダリ」とは、原子炉格納

容器設計用の想定事象に対して、圧力障壁とな

り、かつ、放射性物質の放散に対する障壁を形成

するよう設計された範囲の施設をいう。 

(5) 「原子炉冷却材圧力バウンダリ」とは、原子炉の

通常運転時に、原子炉冷却材を内包して原子炉

と同じ圧力条件となり、異常状態時において圧力

障壁を形成するもので、それが破壊すると減圧事

故となる範囲の施設をいう。 

(6) 「原子炉冷却材系」とは、原子炉の通常運転時

に原子炉を直接冷却する冷却材を内包する系統

をいい、具体的には、１次冷却設備及び補助ヘリウ

ム冷却系をいう。 

(7) 「原子炉冷却系」とは、原子炉の通常運転時及

び異常状態時において、原子炉から熱を除去する

系統をいい、具体的には、原子炉冷却材系、残留

熱を除去する系統、最終的な熱の逃し場へ熱を

輸送する系統等をいう。 

(8) 「原子炉停止系」とは、臨界又は臨界超過の状

態から原子炉に負の反応度を投入することにより、

原子炉を臨界未満にし、かつ、臨界未満を維持す

るための機能を有するよう設計された設備をいう。 

(9) 「反応度制御系」とは、原子炉の反応度を制御

することにより、原子炉の出力、燃焼、核分裂生成

物等の変化に伴う反応度変化を調整するよう設計

された設備をいう。 

(10) 「安全保護系」とは、原子炉施設の異常状態を

検知し、必要な場合、原子炉停止系、工学的安

全施設等の作動を直接開始させるよう設計された

設備をいう。 

(11) 「工学的安全施設」とは、原子炉施設の破損、

故障等に起因して、原子炉内の燃料の破損等に

よる多量の放射性物質の放散の可能性がある場

合に、これを抑制又は防止するための機能を有す

るよう設計された施設をいう。 

(12) 「単一故障」とは、単一の事象に起因して１つの

機器が所定の安全機能を失うことをいい、従属要

因に基づく多重故障を含む。 

(13) 「動的機器」とは、外部入力によって能動的に

所定の機能を果たす機器をいう。 

(14) 「多重性」とは、同一の機能を有する同一の性

質の系統又は機器が２つ以上あることをいう。 
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計方針）の記載 

備考 

放射線障害を及ぼすおそれがある

機能 

ロ 試験研究用等原子炉施設の運転

時の異常な過渡変化又は設計基

準事故の拡大を防止し、又は速や

かにその事故を収束させることによ

り、公衆又は従事者に及ぼすおそ

れがある放射線障害を防止し、及

び放射性物質が試験研究用等原

子炉を設置する工場又は事業所

（以下「工場等」という。）外へ放出

されることを抑制し、又は防止する

機能 

十三 「安全機能の重要度」とは、試験

研究用等原子炉施設の安全性の確

保のために必要な安全機能の重要

性の程度をいう。 

十四 「通常運転」とは、試験研究用等

原子炉施設において計画的に行わ

れる試験研究用等原子炉の起動、

停止、出力運転、燃料体の取替え

その他の試験研究用等原子炉の計

画的に行われる運転に必要な活動

をいう。 

十五 「運転時の異常な過渡変化」と

は、通常運転時に予想される機械

又は器具の単一の故障若しくはその

誤作動又は運転員の単一の誤操作

及びこれらと類似の頻度で発生する

と予想される外乱によって発生する

異常な状態であって、当該状態が継

続した場合には試験研究用等原子

炉の炉心（以下単に「炉心」という。）

又は原子炉冷却材圧力バウンダリの

著しい損傷が生ずるおそれがあるも

のとして安全設計上想定すべきもの

をいう。 

十六 「設計基準事故」とは、発生頻度

が運転時の異常な過渡変化より低

い異常な状態であって、当該状態が

発生した場合には試験研究用等原

子炉施設から多量の放射性物質が

放出するおそれがあるものとして安

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(15) 「多様性」とは、同一の機能を有する異なる性

質の系統又は機器が２つ以上あることをいう。 

(16) 「独立性」とは、２つ以上の系統又は機器が設

計上考慮する環境条件及び運転状態において、

共通要因又は従属要因によって、同時にその機

能が阻害されないことをいう。 

(17) 「燃料の許容設計限界」とは、原子炉の設計と

関連して、燃料の損傷が安全上許容される程度で

あり、かつ、継続して原子炉の運転をすることがで

きる限界をいう。 

(18) 「通常運転」とは、計画的に行われる起動、停

止、出力運転、燃料取替等の原子炉施設の運転

であって、その運転状態が所定の制限内にあるも

のをいう。 

(19) 「異常状態」とは、通常運転を逸脱させるよう

な、何らかの外乱が原子炉施設に加えられた状態

であって、運転時の異常な過渡変化及び事故をい

う。 

(20) 「運転時の異常な過渡変化」とは、原子炉施設

の寿命期間中に予想される単一の機器の故障若

しくは誤動作又は運転員の単一誤操作、及びこれ

らと類似の頻度で発生すると予想される外乱によ

って生ずる異常な状態をいう。 

(21) 「事故」とは、「運転時の異常な過渡変化」を超

える異常な状態であって、発生する頻度は稀であ

るが、原子炉施設の安全設計の観点から想定さ

れるものをいう。 

(22) 「減圧事故」とは、原子炉冷却材圧力バウンダ

リの破壊により、原子炉冷却材の圧力が急速に低

下する事故をいう 
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全設計上想定すべきものをいう。 

十七 「多重性」とは、同一の機能を有

し、かつ、同一の構造、動作原理そ

の他の性質を有する二以上の系統

又は機器が同一の試験研究用等原

子炉施設に存在することをいう。 

十八 「多様性」とは、同一の機能を有

する二以上の系統又は機器が、想

定される環境条件及び運転状態に

おいて、これらの構造、動作原理そ

の他の性質が異なることにより、共通

要因（二以上の系統又は機器に同

時に影響を及ぼすことによりその機

能を失わせる要因をいう。以下同

じ。）又は従属要因（単一の原因によ

って確実に系統又は機器に故障を

発生させることとなる要因をいう。以

下同じ。）によって同時にその機能が

損なわれないことをいう。 

十九 「独立性」とは、二以上の系統又

は機器が、想定される環境条件及び

運転状態において、物理的方法その

他の方法によりそれぞれ互いに分離

することにより、共通要因又は従属

要因によって同時にその機能が損な

われないことをいう。 

二十 「燃料体」とは、試験炉規則第一

条の二第二項第三号に規定する燃

料体であって、試験用燃料体を除い

たものをいう。 

二十一 「燃料材」とは、熱又は中性子

を発生させるために成形された核燃

料物質をいう。 

二十二 「燃料被覆材」とは、原子核分

裂生成物の飛散を防ぎ、かつ、一次

冷却材による侵食を防ぐための金属

管、金属板、炭化ケイ素皮膜その他

の燃料材を覆うものをいう。 

二十三 「燃料の許容設計限界」とは、

燃料材を覆う燃料被覆材の損傷の

程度であって、安全設計上許容され

る範囲内で、かつ、試験研究用等原

子炉を安全に運転することができる

 

 

 

 

 

 

２ 第２項第１８号に規定する「共通要因」

とは、二つ以上の系統又は機器に同時に

作用する要因であって、例えば、環境の

温度、湿度、圧力又は放射線等による影

響因子、系統若しくは機器に供給される

電力、空気、油、冷却水等による影響因

子及び地震、溢水又は火災等の影響を

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 第２項第２３号に規定する「試験研究

用等原子炉を安全に運転することができ

る」には、必ずしもそのままの状態から試

験研究用等原子炉を運転することを意

味するものではなく、故障箇所の修理及
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限界をいう。 

二十四 「反応度価値」とは、制御棒の

挿入又は引き抜き、液体制御材の

注入その他の試験研究用等原子炉

の運転に伴う試験研究用等原子炉

の反応度の変化量をいう。 

二十五 「制御棒の最大反応度価値」

とは、試験研究用等原子炉が臨界

（臨界近傍を含む。）にある場合にお

いて、制御棒を一本引き抜くことによ

り炉心に生ずる反応度価値の最大

値をいう。 

二十六 「反応度添加率」とは、試験研

究用等原子炉の反応度を調整する

ことにより炉心に添加される単位時

間当たりの反応度の量をいう。 

二十七 「原子炉停止系統」とは、試験

研究用等原子炉を未臨界に移行

し、及び未臨界を維持するために試

験研究用等原子炉を停止する系統

をいう。 

二十八 「反応度制御系統」とは、通常

運転時に反応度を調整する系統を

いう。 

二十九 「安全保護回路」とは、運転時

の異常な過渡変化及び設計基準事

故を検知し、これらの事象が発生し

た場合において原子炉停止系統及

び工学的安全施設を自動的に作動

させる設備をいう。 

三十 「安全施設」とは、試験研究用等

原子炉施設のうち、安全機能を有す

るものをいう。 

三十一 「重要安全施設」とは、安全施

設のうち、安全機能の重要度が特に

高い安全機能を有するものをいう。 

三十二 「工学的安全施設」とは、試験

研究用等原子炉施設の損壊又は故

障その他の異常による試験研究用

等原子炉内の燃料体の著しい損傷

又は炉心の著しい損傷により多量の

放射性物質の放出のおそれがある

場合に、これを抑制し、又は防止す

び必要な場合における燃料の検査・交換

を行った後に運転を再開することも含む。 
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るための機能を有する安全施設をい

う。 

三十三 「一次冷却材」とは、炉心にお

いて発生した熱を試験研究用等原

子炉から直接に取り出すことを主た

る目的とする流体をいう。 

三十四 「一次冷却系統設備」とは、一

次冷却材が循環する回路を構成す

る設備をいう。 

三十五 「最終ヒートシンク」とは、試験

研究用等原子炉施設において発生

した熱を最終的に除去するために必

要な熱の逃がし場をいう。 

三十六 「冠水維持設備」とは、水冷却

型研究炉に係る試験研究用等原子

炉施設において、一次冷却材の流

出を伴う異常が発生した場合に、原

子炉容器内の水位の過度の低下を

防止し、炉心全体を冷却材中に保

持するための機能を有する設備をい

う。 

三十七 「試験用燃料体」とは、燃料体

の研究及び開発を行うことを目的と

する燃料体をいう。 

三十八 「カバーガス」とは、ナトリウム

冷却型高速炉に係る試験研究用等

原子炉施設において、ナトリウムの自

由液面部を覆うことを主たる目的と

する不活性ガスをいう。 

三十九 「原子炉カバーガス」とは、カ

バーガスのうち、一次冷却材に係る

ものをいう。 

四十 「炉心冠水維持バウンダリ」とは、

水冷却型研究炉に係る試験研究用

等原子炉施設において、原子炉容

器及びそれに接続する配管で構成

され、燃料体を冠水状態に保持する

ための隔壁となる部分をいう。 

四十一 「原子炉格納容器バウンダリ」

とは、ガス冷却型原子炉又はナトリウ

ム冷却型高速炉に係る試験研究用

等原子炉施設のうち、原子炉格納

容器において想定される事象が発

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第２項第３７号に規定する「燃料体の

研究及び開発を行うこと」とは、例えば、

燃料体の破損限界を調べるために行う

試験、目標燃焼度までの燃料体の健全

性を確認する試験等のため、試験用燃

料棒とその他の構成品を組み上げ、炉心

等で試験を行うものをいう。これらの試験

には、計画された範囲内で、被覆材の破

損又は被覆内燃料の一部の溶融等に伴

い、一次冷却材中に核分裂生成物等の

放射性物質を放出するおそれがあること

又は放出することも含む。 
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生した場合において、圧力障壁及び

放射性物質の放出の障壁となる部

分をいう。 

四十二 「原子炉冷却材圧力バウンダ

リ」とは、ガス冷却型原子炉に係る試

験研究用等原子炉施設のうち、運

転時の異常な過渡変化時及び設計

基準事故時において、圧力障壁とな

る部分をいう。 

四十三 「原子炉冷却材バウンダリ」と

は、ナトリウム冷却型高速炉に係る試

験研究用等原子炉施設において一

次冷却材を内包するものであって、

運転時の異常な過渡変化時及び設

計基準事故時において冷却材障壁

を形成するもので、かつ、それが破

壊することにより一次冷却材漏えい

事故となる部分をいう。 

四十四 「原子炉カバーガス等のバウ

ンダリ」とは、ナトリウム冷却型高速炉

に係る試験研究用等原子炉施設の

通常運転時に原子炉カバーガス又

は一次冷却材を内包する部分のう

ち、原子炉冷却材バウンダリを除い

たものをいう。 

第二章 試験研究用等原子炉施設 

（試験研究用等原子炉施設の地盤） 

第三条 試験研究用等原子炉施設（水冷

却型研究炉、ガス冷却型原子炉及びナ

トリウム冷却型高速炉に係るものを除く。

以下この章において同じ。）は、次条第

二項の規定により算定する地震力（試

験研究用等原子炉施設のうち、地震の

発生によって生ずるおそれがあるその安

全機能の喪失に起因する放射線による

公衆への影響の程度が特に大きいもの

（以下「耐震重要施設」という。）にあっ

ては、同条第三項の地震力を含む。）が

作用した場合においても当該試験研究

用等原子炉施設を十分に支持すること

ができる地盤に設けなければならない。 

 

 

第２章 試験研究用等原子炉施設 

第 ３条（試験研究用等原子炉施設の地

盤） 

１ 第３条の適用に当たっては、「実用発

電用原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備の基準に関する規則の解

釈」（原規技発第 1306193 号（平成２５

年６月１９日原子力規制委員会決定））

（以下「実用炉設置許可基準解釈」とい

う。）第３条を準用する。この場合におい

て、実用炉設置許可基準解釈中「設計

基準対象施設」とあるのは、「試験研究

用等原子炉施設」と、読み替えるものと

する（以下、実用炉設置許可基準解釈を

準用する場合において同じ。）。 

 

 

 

1 について 

耐震重要施設については、基準地震動による地

震力が作用した場合においても、接地圧に対する十

分な支持力を有する地盤に設置する。 

また、上記に加え、基準地震動による地震力が作

用することによって弱面上のずれが発生しないことを

含め、基準地震動による地震力に対する支持性能を

有する地盤に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針２. 自然現象に対する設計上の考慮（設計方

針） 

原子炉施設の耐震設計は、「発電用原子炉施設

に関する耐震設計審査指針」（以下「耐震設計審査

指針」という。）の基本的考え方を参考にし、想定され

るいかなる地震に対しても、これが大きな事故の誘因

とならないよう十分な耐震性を有するように、次の方

針に基づいて行う。 

黒鉛ブロックの積層構造である炉心は、剛構造の

炉心支持鋼構造物に支持させる。建物、構築物及

び炉心以外の系統及び機器は、原則として剛構造に

する。また、重要な建物・構築物は、想定される地震

に対して十分に安全な地盤に支持させる。 
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２ 耐震重要施設は、変形した場合におい

てもその安全機能が損なわれるおそれ

がない地盤に設けなければならない。 

 

 

 

 

３ 耐震重要施設は、変位が生ずるおそ

れがない地盤に設けなければならない。 

２ について 

耐震重要施設は、地震発生に伴う地殻変動によ

って生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発

生に伴う建物・構築物間の不等沈下、液状化、揺す

り込み沈下等の周辺地盤の変状により、その安全機

能が損なわれるおそれがない地盤に設置する。 

 

３ について 

耐震重要施設は、将来活動する可能性のある断

層等の露頭がないことが確認された地盤に設置す

る。 

（地震による損傷の防止） 

第四条 試験研究用等原子炉施設は、地

震力に十分に耐えることができるもので

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ４条（地震による損傷の防止） 

１ 第４条の適用に当たっては、実用炉設

置許可基準解釈第４条の規定を準用す

る。ただし、実用炉設置許可基準解釈第

４条２に規定する耐震重要度分類につい

ては、２によること。また、実用炉設置許

可基準解釈第４条３の二又は三を準用

するに当たり、次のとおりとする。 

一  実用炉設置許可基準解釈第４条３

の二に規定する「共振のおそれのある施

設については、その影響についての検討

を行うこと。」について、Ｓクラスに属する

施設を有しない試験研究用等原子炉施

設に対しては、共振のおそれのある施設

への影響の検討に用いる地震動として、

弾性設計用地震動に２分の１を乗じたも

のに代えて、建築基準法等に基づく評価

において使用する地震動を参考に設定

することができる。 

二  実用炉設置許可基準解釈第４条３

の三に規定する「建築基準法等の安全

上適切と認められる規格及び基準」（以

下「建築基準法等の規格等」という。）に

ついては、その改正があった場合におい

て、Ｓクラスに属する施設を有しない試験

研究用等原子炉施設におけるＣクラスの

建物・構築物のうち、次に掲げる要件を

全て満たすものであって、改正後の建築

基準法等の規格等を適用しないこととさ

れているものに対しては、改正後の建築

基準法等の規格等を用いないことができ

る。 

 

1 について 

原子炉施設は、耐震重要度分類をＳクラス、Ｂクラ

ス及びＣクラスに分類し、それぞれに応じた地震力に

対しておおむね弾性範囲の設計を行う。 

なお、耐震重要度分類及び地震力については、

「２ について」に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針２. 自然現象に対する設計上の考慮（設計方

針） 

1. 原子炉施設の耐震設計は、「発電用原子炉施設

に関する耐震設計審査指針」（以下「耐震設計審査

指針」という。）の基本的考え方を参考にし、想定され

るいかなる地震に対しても、これが大きな事故の誘

因とならないよう十分な耐震性を有するように、次の

方針に基づいて行う。 

(1) 黒鉛ブロックの積層構造である炉心は、剛構造

の炉心支持鋼構造物に支持させる。建物、構築

物及び炉心以外の系統及び機器は、原則として

剛構造にする。また、重要な建物・構築物は、想

定される地震に対して十分に安全な地盤に支持さ

せる。 

(2) 原子炉施設の耐震設計上の重要度を、地震に

より安全機能が喪失した場合の放射線による環境

への影響の観点から、次のように分類し、各々の

重要度に応じた耐震設計を行う。 

Ａクラス： 自ら放射性物質を内蔵しているか、

又は内蔵している施設に直接関係して

おり、その機能喪失により放射性物質を

外部に放散する可能性のあるもの、及

びこれらの事態を防止するために必要

なもの並びにこれらの事故発生の際に、

外部に放散される放射性物質による影

響を低減させるために必要なものであっ

て、その影響、効果の大きいもの。 

Ｂクラス： 上記において、影響、効果が比較的

小さいもの。 

Ｃクラス： Ａクラス、Ｂクラス以外であって、一般

産業施設と同等の安全性を保持すれば
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２ 前項の地震力は、地震の発生によって

生ずるおそれがある試験研究用等原子

炉施設の安全機能の喪失に起因する放

射線による公衆への影響の程度に応じて

算定しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  当該建物・構築物の安全機能が喪

失した場合において、放出される放射性

物質の量及び放射線量が極めて微量で

あるものであること。 

ロ  当該建物・構築物内に点検等の一

時的な立入り以外の立入りがないこと。 

 

２ 第２項に規定する「地震の発生によっ

て生ずるおそれがある試験研究用等原

子炉施設の安全機能の喪失に起因する

放射線による公衆への影響の程度」と

は、地震により発生するおそれがある試

験研究用等原子炉施設の安全機能の

喪失（地震に伴って発生するおそれがあ

る津波及び周辺斜面の崩壊等による安

全機能の喪失を含む。）及びそれに続く

放射線による公衆への影響を防止する

観点から、各施設の安全機能が喪失した

場合の影響の相対的な程度（以下「耐震

重要度」という。）をいう。試験研究用等

原子炉施設は、耐震重要度に応じて、以

下のクラス（以下「耐震重要度分類」とい

う。）に分類するものとし、その分類の考え

方は以下のとおりであり、具体的な分類

の方法は別記１「試験研究用等原子炉

施設の耐震重要度分類の考え方」によ

る。 

一 Ｓクラス 

次に掲げる施設はＳクラスとする。 

イ 安全施設のうち、その機能喪失によ

り周辺の公衆に過度の放射線被ばくを

与えるおそれのある設備・機器等を有

する施設。 

上記の「過度の放射線被ばくを与え

るおそれのある」とは、安全機能の喪失

による周辺の公衆の実効線量の評価

値が発生事故当たり５ミリシーベルトを

超えることをいう。 

ロ 津波防護機能を有する施設（以下

「津波防護施設」という。）及び浸水防

止機能を有する施設（以下「浸水防止

施設」という。） 

ハ 敷地における津波監視機能を有す

 

 

 

 

 

 

 

2 について 

原子炉施設は、地震により発生するおそれがある

安全機能の喪失及びそれに続く放射線による公衆へ

の影響を防止する観点から、各施設の安全機能が

喪失した場合の影響の相対的な程度に応じて、以下

のとおり、耐震重要度分類をＳクラス、Ｂクラス及びＣ

クラスに分類し、それぞれに応じた地震力を算定す

る。 

（1） 耐震重要度分類 

原子炉施設は「試験炉設置許可基準規則解

釈 別記１「試験研究用等原子炉施設に係る耐

震重要度分類の考え方」」により以下のとおり分類

する。 

S クラス： 安全施設のうち、その機能喪失によ

り周辺の公衆に過度の放射線被ばくを

与えるおそれのある設備・機器等を有す

る施設。 

上記の「過度の放射線被ばくを与える

おそれのある」とは、安全機能の喪失によ

る周辺の公衆の実効線量の評価値が発

生事故当たり5ミリシーベルトを超えること

をいう。 

B クラス： 安全施設のうち、その機能を喪失し

た場合の影響がＳクラス施設と比べ小さ

い施設。 

C クラス： Ｓクラス、Ｂクラス以外であって、一

般産業施設又は公共施設と同等の安

全性が要求される施設。 

(2) 上記(1)のＳクラス、Ｂクラス及びＣクラスの施

設に適用する地震力は以下のとおり算定する。 

なお、S クラス施設については弾性設計用地

震動による地震力又は静的地震力のいずれか

大きい方の地震力を適応する。 

a. 静的地震力 

静的地震力は、Ｓクラス、Ｂクラス及びＣク

ラスの施設に適用することとし、それぞれの耐

よいもの。 

(3) 前項のＡ、Ｂ及びＣクラスの施設は、建物・構築

物については、層せん断力係数を、それぞれ

3.0CI、1.5CI及び 1.0CIとして求められる水平地震

力、また、機器・配管系については、それぞれ

3.6CI、1.8CI及び 1.2CIとして求められる水平地震

力に対して耐えるように設計する。 

ここに、層せん断力係数のCIは、標準せん断力

係数 を 0.2  とし、建物・構築物の振動特性、

地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 

Ａクラスの施設については、鉛直地震力をも考

慮することとし、水平地震力と鉛直地震力は、同

時に不利な方向の組合せで作用するものとする。

鉛直地震力は、建物・構築物については震度 0.3

を基準とし、建物・構築物の振動特性、地盤の種

類等を考慮して求められる鉛直震度より、機器・

配管系については、これを 1.2 倍した鉛直震度よ

り、算定する。ただし、鉛直震度は高さ方向に一

定とする。 

(4) Ａクラスの施設は、「耐震設計審査指針」に準

じて定める基準地震動Ｓ１に基づく動的解析から

求められる地震力に耐えるように設計する。 

(5) Ａクラスの施設のうち、特に重要な施設をＡＳク

ラスと呼称し、それらの施設については、「耐震設

計審査指針」に準じて定める基準地震動Ｓ２に基

づく動的解析から求められる地震力に対して、そ

の安全機能が保持できるように設計する。 

(6) Ａ及びＡＳクラスの施設については、基準地震

動から求められる水平地震力と基準地震動の最

大加速度振幅の 1/2 の値を鉛直震度として求め

られる鉛直地震力とが、同時に不利な方向の組

合せで作用するものとする。ただし、鉛直震度は、

高さ方向に一定とする。 

(7) Ｂクラスの機器・配管系についても、支持構造

物の振動と共振するおそれのあるものについて

は、動的な検討を行う。 
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る施設（以下「津波監視設備」とい

う。）。 

二 Ｂクラス 

安全施設のうち、その機能を喪失した

場合の影響がＳクラス施設と比べ小さい

施設をいう。 

三 Ｃクラス 

Ｓクラス、Ｂクラス以外であって、一般

産業施設又は公共施設と同等の安全

性が要求される施設をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震重要度分類に応じて、次の地震層せん断

係数Ｃi及び震度に基づき算定する。 

(a) 建物・構築物 

水平地震力は、地震層せん断係数Ｃ i

に、次に示す施設の耐震重要度分類に

応じた係数を乗じ、更に当該層以上の重

量を乗じて算定する。 

Ｓクラス   3.0 

Ｂクラス   1.5 

Ｃクラス   1.0 

ここで、Ｃi は、標準せん断力係数Ｃ0 を

0.2以上とし、建物・構築物の振動特性、

地盤の種類等を考慮して求められる値で

ある。 

Ｓクラスの施設については、水平地震

力と鉛直地震力が同時に不利な方向の

組み合わせで作用するものとする。 

鉛直地震力は、震度0.3以上を基準と

し、建物・構築物の振動特性及び地盤の

種類等を考慮して求めた鉛直震度により

算定する。ただし、鉛直震度は高さ方向

に一定とする。 

(b) 機器・配管系 

静的地震力は、上記(a)に示す地震層

せん断力係数Ｃi に施設の重要度分類に

応じた係数を乗じたものを水平震度とし

て、当該水平震度及び鉛直震度をそれ

ぞれ 20％増しとした震度とした震度より

求める。なお、S クラス施設については、

水平地震力と鉛直地震力は同時に不利

な方向の組み合わせで作用するものとす

る。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定

とする。 

なお、Ｓクラスの施設については、水平

地震力と鉛直地震力は同時に不利な方

向の組み合わせで作用するものとする。た

だし、鉛直震度は高さ方向に一定とする。 

b. 弾性設計用地震動による地震力 

弾性設計用地震動による地震力は、S クラ

スの施設に適用する。 

弾性設計用地震動は、原子炉施設の安

全機能限界と弾性限界に対する入力荷重の

比率が 0.5 程度であるという知見(6)を踏ま
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３ 耐震重要施設は、その供用中に当該

耐震重要施設に大きな影響を及ぼすお

それがある地震による加速度によって

作用する地震力に対して安全機能が損

なわれるおそれがないものでなければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 耐震重要施設は、前項の地震の発生

によって生ずるおそれがある斜面の崩

壊に対して安全機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 第６１条で準用するナトリウム冷却型高

速炉にあっては、水冷却型研究炉との構

造上の相違(低圧、薄肉、高温構造)を考

慮した耐震設計とするとともに、構築物、

系統及び機器の耐震設計上の重要度分

類は、その設計の特徴を十分踏まえて行

うこと。 

え、また、弾性設計用地震動を原子炉建家

設計時より保守的な設定とするため、応答ス

ペクトルに基づく基準地震動Ss-Dに係数0.5

を乗じた弾性設計用地震動 Sd-D が、設計

時に用いた「発電用原子炉施設に関する耐

震設計審査指針（昭和56年7月20日原子

力安全委員会決定)」に基づく基準地震動S1

の応答スペクトルを下回らないものとして、工

学的判断により添付書類六「5. 地震」に示

す基準地震動に係数0.5 を乗じて設定する。 

また、弾性設計用地震動による地震力は、

水平 2 方向及び鉛直方向について適切に組

合せたものとして算定する。 

なお、B クラスの施設のうち、共振のおそれ

のある施設については、弾性設計用地震動に

2 分の 1 を乗じた地震動により、その影響につ

いての検討を行う。当該地震動による地震力

は、水平2方向及び鉛直方向について適切に

組合せて算定するものとする。 

3 について 

耐震重要施設については、最新の科学的・技術

的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質

構造、地盤構造並びに地震活動性等の地震学及

び地震工学的見地から想定することが適切な地震

動、即ち添付書類六「5. 地震」に示す基準地震

動による地震力に対して、安全機能が損なわれる

おそれがないように設計する。 

基準地震動による地震力は、基準地震動を用

いて、水平2方向及び鉛直方向について適切に組

合せたものとして算定する。 

なお、耐震重要施設が、耐震重要度分類の下

位のクラスに属する施設の波及的影響によって、

その安全機能を損なわない設計とする。また、次に

示す影響を確認する。 

a. 設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因

する相対変位又は不等沈下による影響 

b. 耐震重要施設と下位のクラスの施設との接続

部及び支持部における相互影響 

c. 建家内における下位のクラスの施設の損傷、 

転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 

d. 建家外における下位のクラスの施設の損傷、

転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 

4 について 
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原子炉施設を設置する敷地に該当する斜面はな

い。 

（津波による損傷の防止） 

第五条 試験研究用等原子炉施設は、そ

の供用中に当該試験研究用等原子炉

施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

る津波に対して安全機能が損なわれる

おそれがないものでなければならない。 

 

第 ５条（津波による損傷の防止） 

１ Ｓクラスに属する施設を有する試験研

究用等原子炉施設にあっては、第５条の

「大きな影響を及ぼすおそれがある津

波」は、実用炉設置許可基準解釈第５条

1及び２により策定すること。 

 

２ Ｓクラスに属する施設を有しない試験

研究用等原子炉施設にあっては、敷地

及びその周辺における過去の記録、現地

調査の結果、行政機関により評価された

津波及び最新の科学的・技術的知見を

踏まえた影響が最も大きい津波とする。 

 

３ Ｓクラスに属する施設を有する試験研

究用等原子炉施設（水冷却型研究炉及

び臨界実験装置に係る試験研究用等原

子炉施設以外のものに限る。）にあって

は、第５条の「安全機能が損なわれるお

それがないものでなければならない」こと

を満たすために、実用炉設置許可基準

解釈第５条３によること。 

 

４ Ｓクラスに属する施設を有する試験研

究用等原子炉施設（水冷却型研究炉及

び臨界実験装置に係る試験研究用等原

子炉施設に限る。）若しくはＢクラス又は

Ｃクラスに属する施設を有する試験研究

用等原子炉施設にあっては、第５条の

「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすため

に、１又は２の津波に対する設計に当た

っては、以下の方針によること。 

一 試験研究用等原子炉施設の安全性

を確保する上で必要な施設（津波防護

施設、浸水防止設備及び津波監視設

備を除く。）は津波による遡上波が到達

しない十分高い場所に設置すること。 

二 津波による遡上波が到達する高さに

ある場合には、遡上波によって臨界防

止等の安全機能を損なうおそれがない

 

津波による影響については、最新の科学的・技術

的知見を踏まえ、波源海域から敷地周辺までの海

底地形、地質構造及び地震活動性等の地震学的

見地から適切な波源を想定し、津波の遡上による敷

地への影響を確認する。また、津波発生の要因とし

て、地震のほか、地すべり、斜面崩壊等地震以外の

要因も検討し、不確かさを考慮した数値解析により

評価を実施する。 

原子炉施設は、標高約 36.5m の台地上に設置し

ており、添付書類六で示した津波による遡上を考慮

しても、原子炉施設に津波は到達しない。したがっ

て、津波により原子炉施設の安全性が損なわれるこ

とはなく、津波を設計上考慮しない。 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

こと。「安全機能を損なうおそれがないも

の」とは、遡上波による安全機能への影

響を評価し、施設の一部の機能が損な

われることがあっても、試験研究用等原

子炉施設全体としては、臨界防止等の

機能が確保されることを確認することを

いう。なお、「安全機能を損なうおそれが

ないもの」には、防潮堤等の津波防護施

設及び浸水防止設備を設置して、遡上

波の到達又は流入を防止することも含

む。 

 

５ 上記４において、遡上波の到達を検討

するに当たっては、実用炉設置許可基準

解釈第５条３の一の②の方針を参考とす

ること。 

 

６ 上記４の二の津波防護施設及び浸水

防止設備を設置する場合は実用炉設置

許可基準解釈第５条３の二及び五から

七までの方針によること。 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 安全施設は、想定される自然現

象（地震及び津波を除く。次項において

同じ。）が発生した場合においても安全

機能を損なわないものでなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ６条（外部からの衝撃による損傷の防

止） 

１ 第６条は、設計基準において想定され

る自然現象（地震及び津波を除く。）に対

して、安全施設が安全機能を損なわない

ために必要な安全施設以外の施設又は

設備等への措置を含む。 

 

２ 第１項に規定する「想定される自然現

象」とは、敷地の自然環境を基に、洪水、

風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落

雷、地滑り、火山の影響、生物学的事

象、森林火災等から適用されるものをい

う。 

 

３ 第１項に規定する「想定される自然現

象（地震及び津波を除く。）が発生した場

合においても安全機能を損なわないも

の」とは、設計上の考慮を要する自然現

象又はその組合せに遭遇した場合におい

て、自然事象そのものがもたらす環境条

件及びその結果として試験研究用等原

1 について 

安全施設は、以下のとおり構造物及び機器の条件

を設定し、地震及び津波以外の想定される自然現

象によって原子炉施設の安全性が損なわれないよう

にする。 

(1) 風（台風）【追加要求事項なし】 

敷地付近で観測された瞬間最大風速は、水戸

地方気象台の観測記録（1937年～2013年）によ

れば 44.2m/s(1939 年 8 月 5 日)であるが、風荷

重に対する設計は、日本の最大級の台風を考慮し

た建築基準法に基づいて行う。 

(2) 洪水・降水【追加要求事項なし】 

敷地は、太平洋に面した標高約35～40m の鹿

島台地にあり、原子炉施設は標高約 36.5m に設

置している。敷地内には、窪地をせき止めて造成し

た夏海湖があり、水位は標高約 29m、水深は約

6m である。敷地に降った雨水等の表流水のほと

んどは夏海湖に集まり、一般排水溝に流れる経路

となるが、大雨等により万一夏海湖から溢れた場

合でも、地形的な関係から敷地北部の谷地を流れ

る経路となり、谷地や水路を伝って涸沼に流れる。

このような地形及び表流水の状況からみて洪水に

方針２. 自然現象に対する設計上の考慮（設計方

針） 

安全機能を有する構築物、系統及び機器は、台

風、洪水、積雪、高潮等の自然現象に耐えるように、

次の事項を考慮して設計する。 

(1) 風（台風） 

敷地付近で観測された瞬間最大風速は、水戸

地方気象台の観測記録（1937年～1979年）によ

れば44.2 m/s(1939年８月６日)であるが、風荷重

に対する設計は、日本の最大級の台風を考慮した

建築基準法に基づいて行う。 

(2) 洪水 

敷地は鹿島台地にあり、地形的にみて洪水によ

る被害は考えられない。 

(3) 積雪 

水戸地方気象台の観測記録（1897 年～1979

年）によれば積雪量の日最大値は 32 cm(1945 年

２月26日)であるが、積雪40 cm相当とし、茨城県

建築基準法関係条例に基づく積雪単位重量指定

値により設計を行う。 

(5) 凍結 

敷地付近の水戸地方気象台での記録（1897年
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子炉施設で生じ得る環境条件において、

その設備が有する安全機能が達成され

ることをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よる被害は考えられない。また、夏海湖は那珂川

から中継ポンプ場を介して取水しているため、河川

の増水等の影響により夏海湖へ流入することはな

い。 

(3) 積雪【追加要求事項なし】 

水戸地方気象台の観測記録（1897 年～2013

年）によれば積雪量の日最大値は 32cm(1945 年

2月26日)であるが、積雪40cm相当とし、茨城県

建築基準法関係条例に基づく積雪単位重量指定

値により設計を行う。 

(4) 凍結【追加要求事項なし】 

敷地付近の水戸地方気象台での記録（1897年

～2013 年）によれば、最低気温は-12.7℃（1952

年２月５日）、月平均最低気温は-3.1℃（１月）で

あるが、屋外機器で凍結のおそれのあるものは、必

要に応じ、上記の最低気温に、適切な余裕をもっ

た設計値で凍結防止対策を行う。 

(5) 落雷【追加要求事項なし】 

雷害防止として、建築基準法に基づき排気筒へ

避雷針を設置する。また、避雷針の接地極として、

接地網を布設して接地抵抗の低減を図る。 

安全保護系である原子炉保護設備及び工学的

安全施設の計装ケーブル及び制御ケーブルはシ

ールドケーブルを採用するとともに、屋外に敷設さ

れるケーブルについては、鉄筋コンクリートトレンチ、

金属製トレイ又は金属製電線管に収納し接地す

る。 

(6) 火山の影響 

火山防護施設は、降下火砕物による影響に対し

て、原子炉建家及び使用済燃料貯蔵建家を外殻

として防護することにより安全機能を損なわない設

計とする。このため、原子炉建家及び使用済燃料

貯蔵建家は、想定する降下火砕物の層厚 50cm

（湿潤密度1.5g/cm3）の荷重に加え、常時作用す

る荷重及び自然現象（積雪、風）の荷重を適切に

組み合わせた荷重に耐える設計とする。また、降

下火砕物の降灰と設計基準事故が同時に発生す

る頻度は低いことから、設計基準事故時荷重と降

下火砕物との組み合せは考慮しない。 

降下火砕物により施設に影響が及ぶおそれがあ

る場合には、原子炉の停止、換気系の停止、建家

屋根に堆積した降下火砕物の除去作業等の必要

な措置を行う。 

～1979 年）によれば、最低気温は-12.7 ℃

（1952 年２月５日）、月平均最低気温は-3.1 ℃

（１月）であるが、屋外機器で凍結のおそれのあるも

のは、必要に応じ、上記の最低気温に、適切な余

裕をもった設計値で凍結防止対策を行う。 

(6) 雷 

雷害防止として、原子炉建家等に避雷針を設け

る。 

また、避雷針の接地極として接地網を布設して

接地抵抗の低減を図る。 
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(7) 生物学的事象 

原子炉施設は、海水及び夏海湖の取水を行っ

ていないため、海生生物や微生物等による影響は

ない。補機冷却水設備冷却塔は、微生物等の発

生による影響を軽減するため、薬液注入による対

策を行い、定期的に点検・清掃を行えるよう点検

口等を設ける。 

小動物の侵入については、屋外設置の端子箱

貫通部等にシールを行うことにより防止する。 

(8) 竜巻 

竜巻防護施設は、最大風速 100m/s の竜巻が

発竜巻防護施設は、最大風速 100m/s の竜巻が

発生した場合においても、竜巻による風圧力による

荷重、気圧差による荷重及び飛来物の衝突荷重

を組み合わせた荷重等に対して、安全機能を損な

わない設計とする。また、設計竜巻と設計基準事

故が同時に発生する頻度は低いことから、設計基

準事故時荷重と設計竜巻との組合せは考慮しな

い。 

施設に影響が及ぶおそれがある竜巻の接近が

予測された場合は、原子炉の停止操作を行うとと

もに、車両の退避等の必要な措置を講ずる。 

(9) 森林火災 

森林火災について外部火災評価ガイドを参考に

影響評価を実施し、防火帯を確保することにより、

原子炉建家、使用済燃料貯蔵建家、冷却塔及び

排気筒の外殻のコンクリート表面温度を許容温度

(200℃)以下とすることで、安全施設の安全機能を

損なわない設計とする。固定モニタリング設備につ

いては、代替措置を講じることにより安全機能を損

なわない設計とする。 

また、敷地内において火災が発生した場合は、

公設消防隊による消火活動の他、自衛消防隊が

出動し、散水等の延焼防止措置を行う。 

 (10) 地滑り 

大洗研究所(北地区)の敷地には、地滑りの素因

となるような地形の存在は認められないことから、

安全施設の安全機能を損なうような地滑り等が生

じることはない。 

 

自然現象の組合せについては、原子炉施設敷地

で想定される自然現象（地震を除く。）として抽出さ

れた10事象のうち、被害が考えられない地滑りを除

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような自然条件に対して、主要建家の位置決

定、建家及び機器の設計条件を設定する。また、安

全機能を有する系統及び機器は、これらの自然条件

に対し、その安全機能を失うことがないように設計す

る。更に、事故時にその影響を受け、事故時の使用

条件がその設備の設計条件となるものについては、

前述の自然力と事故荷重を加えた力に対し、安全機

能が維持できるよう設計する。 
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２ 重要安全施設は、当該重要安全施設

に大きな影響を及ぼすおそれがあると

想定される自然現象により当該重要安

全施設に作用する衝撃及び設計基準

事故時に生ずる応力を適切に考慮した

ものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 安全施設は、工場等内又はその周辺

において想定される試験研究用等原子

炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為による

もの（故意によるものを除く。）に対して安

全機能を損なわないものでなければな

 

 

 

 

 

 

４ 第２項に規定する「重要安全施設」に

ついては、「水冷却型試験研究用原子炉

施設に関する安全設計審査指針」（平成

３年７月１８日原子力安全委員会決定）

の「添付水冷却型試験研究用原子炉施

設の安全機能の重要度分類に関する基

本的な考え方」の「４．(1)自然現象に対

する設計上の考慮」に示されるものとす

る。水冷却型研究炉以外の炉型につい

ても、これを参考とすること。 

 

５ 第２項に規定する「大きな影響を及ぼ

すおそれがあると想定される自然現象」と

は、対象となる自然現象に対応して、最

新の科学的技術的知見を踏まえて適切

に予想されるものをいう。なお、過去の記

録、現地調査の結果、最新知見等を参

考にして、必要のある場合には、異種の

自然現象を重畳させるものとする。 

 

６ 第２項に規定する「適切に考慮したも

の」とは、大きな影響を及ぼすおそれがあ

ると想定される自然現象により当該重要

安全施設に作用する衝撃及び設計基準

事故が発生した場合に生じる応力を単純

に加算することを必ずしも要求するもので

はなく、それぞれの因果関係及び時間的

変化を考慮して適切に組み合わせた場

合をいう。 

 

 

７ 第３項は、設計基準において想定され

る試験研究用等原子炉施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれがある事象

であって人為によるもの（故意によるもの

を除く。）に対して、安全施設が安全機能

を損なわないために必要な安全施設以

いた 9 事象について、自然現象が施設に与える影

響（荷重、浸水、温度及び電気的影響）の観点か

ら、同時に発生することにより影響が大きくなる事象

の組合せを検討した結果、自然現象の組み合わせ

による影響が生じる可能性があるものとして、風（台

風）、積雪及び火山の降下火災物による荷重の組

合せを抽出する。抽出した自然現象の組合せに対

して、安全施設の安全機能を損なわない設計とす

る。 

 

2 について 

原子炉施設のうち、次に示す重要安全施設は、当

該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

ると想定される自然現象により当該重要安全施設に

作用する衝撃及び設計基準事故時に生じる応力を

それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して、

適切に組み合わせる設計とする。 

(1) クラス１ 

(2) PS-2 のうち機能喪失した場合に周辺公衆へ過

度の被ばくを及ぼす可能性のある系統及び MS-2

のうち設計基準事故時にプラント状態を把握する

機能を有する系統 

 

重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

ると想定される自然現象は、第1 項において選定し

た自然現象に含まれる。ＨＴＴＲでは、重要安全施

設は全て原子炉建家内に内包されており、自然現

象に対しては建家を外殻として防護する設計として

いる。このため、自然現象の衝撃が重要安全施設に

作用することはない。また、設計基準事故時に建家

の健全性に影響を与える有意な応力が生じることも

ない。 

このことから、自然現象により重要安全施設に作

用する衝撃及び設計基準事故時に生じる応力を組

み合わせる必要はなく、重要安全施設は、個々の

自然現象に対して、安全機能を損なわない設計と

する。 

 

 

 

 

3 について 

安全施設は、敷地及びその周辺において想定され

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針３. 外部人為事象に対する設計上の考慮（設計

方針） 

1. 本原子炉施設では、原子炉施設周辺における爆

発や、これに起因する飛来物は想定し得ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

らない。 外の施設、設備等への措置を含む。 

 

８ 第３項に規定する「試験研究用等原子

炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為による

もの（故意によるものを除く。）」とは、敷地

及び敷地周辺の状況をもとに選択される

ものであり、飛来物（航空機落下等）、ダ

ムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有

毒ガス、船舶の衝突、電磁的障害等をい

う。なお、上記の「航空機落下」について

は、「実用発電用原子炉施設への航空

機落下確率の評価基準について」（平成

14・07・29原院第4号（平成１４年７月３

０日原子力安全・保安院制定））等に基

づき、防護設計の要否について確認す

る。 

る原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそ

れがある事象であって人為によるもの（故意によるも

のを除く。）に対して安全機能を損なわない設計とす

る。 

想定される人為事象としては、航空機落下、ダム

の崩壊、爆発、近隣工場の火災、有毒ガス、船舶の

衝突及び電磁的障害が挙げられる。 

(1) 航空機落下 

原子炉施設への航空機の落下確率の評価につ

いては「実用発電用原子炉施設への航空機落下

確率の評価基準について」(平成 14・07・29 原院

第 4 号(平成 14 年 7 月 30 日原子力安全・保安

院制定))等に基づき実施する。航空機の落下確率

の評価に当たっては、標的面積を算出する際に考

慮する施設は、原子炉建家、使用済燃料貯蔵建

家及び冷却塔とする。また、ＨＴＴＲ原子炉建家、

使用済燃料貯蔵建家及び冷却塔の特徴を踏ま

え、有視界飛行方式民間航空機の落下事故に係

る小型機の係数を 1 として評価を行う。評価した結

果、約6.0×10-8回/炉・年であり、防護設計の要

否を判断する基準である 10-7 回/炉・年を超えな

い。したがって、航空機落下を考慮する必要はな

い。 

(2) ダムの崩壊 

原子炉施設の近くには、崩壊により原子炉施設

に影響を及ぼすようなダムはないため、ダムの崩壊

による安全施設への影響については考慮する必要

はない。 

(3) 爆発 

原子炉施設の近くには、爆発により安全施設に

影響を及ぼすような爆発物の製造及び貯蔵設備

はない。 

(4) 近隣工場等の火災 

近隣の産業施設の火災・爆発について外部火

災評価ガイドを参考に、大洗研究所(北地区)敷地

外10km以内の石油コンビナート等の火災・爆発及

び敷地内の危険物貯蔵設備等の火災を考慮した

評価を実施した結果、以下のとおり、安全施設の

安全機能を損なうおそれがない。 

石油コンビナート等の施設の影響については、敷

地外 10km 以内の範囲において、石油コンビナート

施設、ＬＮＧ基地は存在しないので考慮する必要は

ない。敷地外 10km 以内の範囲において、石油コ

 

 

 

2. 本原子炉施設近くには飛行場はない。原子炉施

設の上空には航空路があるが、航空機は、原則とし

て原子炉施設の上空を飛行することを規制されて

いる。原子炉施設の上空の航空路を飛行する航空

機は、巡航状態であり、１年間に航空機が原子炉

施設に落下する確率は十分小さく、約 2.4×10-9で

ある。従って、航空機落下は考慮する必要はない。 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

ンビナート施設以外の産業施設としては、危険物

貯蔵施設屋外タンク等が存在するが、これらの施

設と安全施設までの距離は十分あり、火災・爆発

の影響を受けることはない。 

敷地内に存在する危険物貯蔵施設屋外タンク

の火災として、原子炉施設までの距離が最短かつ

燃料量が最大であるＨＴＴＲ機械棟屋外タンクの火

災が発生した場合の影響評価を実施した結果、原

子炉建家、使用済燃料貯蔵建家、冷却塔及び排

気筒の外殻のコンクリート表面温度は許容温度

200℃を下回り、安全施設の安全機能を損なうお

それはない。 

敷地内に存在するナトリウム取扱施設（一般取

扱施設）のナトリウム火災が発生した場合の影響評

価を実施した結果、原子炉建家、使用済燃料貯

蔵建家、冷却塔及び排気筒の外殻のコンクリート

表面温度が許容温度 200℃を下回り、安全施設

の安全機能を損なうおそれはない。また、ナトリウム

火災で発生する燃焼生成物の濃度は、HTTR施設

周辺では十分に低く、燃焼生成物に対する防護の

必要性はない。 

なお、敷地内には高圧ガス貯蔵設備があるが、

危険限界距離が原子炉施設までの距離を十分に

下回っており安全施設の安全機能を損なうおそれ

はない。 

航空機墜落による火災について、外部火災評

価ガイドを参考に、落下カテゴリごとに選定した航空

機を対象に影響評価を実施した結果、原子炉建

家、使用済燃料貯蔵建家、冷却塔及び排気筒の

外殻のコンクリート表面温度は許容温度 200℃を下

回り、安全施設の安全機能を損なうおそれはない。

また、森林火災と航空機墜落による火災の重畳及

び危険物貯蔵施設屋外タンクの火災と航空機墜落

による火災の重畳について影響評価を実施した結

果、原子炉建家、使用済燃料貯蔵建家、冷却塔及

び排気筒の外殻のコンクリート表面温度は許容温度

200℃を下回り、安全施設の安全機能を損なうおそ

れはない。 

(5) 有毒ガス 

原子炉施設周辺には、石油コンビナート等の大

規模な有毒物質を貯蔵する固定施設はない。陸

上輸送等の可動施設についても、敷地は幹線道

路と幹線道路以外の一般道路（以下「生活道路」
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

という。）に隣接しているが、幹線道路から原子炉

施設は十分に離れているため、敷地に隣接する生

活道路を除く敷地外を発生源とした有毒ガスの影

響を考慮する必要はない。 

敷地に隣接する生活道路において、危険物を搭

載した車両の事故等により有毒ガスが発生し、中

央制御室での活動性に影響を及ぼすおそれが生

じた場合は、中央制御室系換気空調装置の外気

遮断運転や原子炉の停止等の必要な措置を行

う。 

敷地内については、有毒ガスの発生源になると

考えられる有毒物質を保管する屋外タンクや運搬

するタンクローリー等は保有しておらず、有毒ガスの

発生源になると考えられる有毒物質の HTTR 原子

炉施設周辺の屋内取扱場所には吸着材を有する

排気処理設備を設置しているため、敷地内を発生

源とした有毒ガスの影響を考慮する必要はない。 

(6) 船舶の衝突 

原子炉施設の東側には海岸があるが、原子炉

施設からは十分離れており、船舶の衝突を考慮す

る必要はない。 

(7) 電磁的障害 

安全機能を有する安全保護回路は、施設内で

発生する電磁干渉や無線電波干渉等により機能

が喪失しないよう、絶縁回路の設置によるサージ・

ノイズの侵入を防止するとともに、鋼製筐体の適用

等により電磁波の侵入を防止し、電磁的障害の発

生を防止する設計とする。 

 

（試験研究用等原子炉施設への人の不法

な侵入等の防止） 

第七条 工場等には、試験研究用等原子

炉施設への人の不法な侵入、試験研

究用等原子炉施設に不正に爆発性又

は易燃性を有する物件その他人に危害

を与え、又は他の物件を損傷するおそ

れがある物件が持ち込まれること及び

不正アクセス行為（不正アクセス行為の

禁止等に関する法律（平成十一年法律

第百二十八号）第二条第四項に規定

する不正アクセス行為をいう。第十八条

第六号において同じ。）を防止するため

の設備を設けなければならない。 

第 ７条（試験研究用等原子炉施設への

人の不法な侵入等の防止） 

1 第７条の要求には、工場等内の人によ

る核物質の不法な移動又は妨害破壊行

為、郵便物等による工場等外からの爆破

物又は有害物質の持ち込み及びサイバ

ーテロへの対策が含まれる。 

 

 

 

(1) 人の不法な侵入の防止措置【追加要求事項な

し】 

原子炉施設への人の不法な侵入を防止するた

め、大洗研究所（北地区）に人及び車両の立ち入りを

制限するための区域を設定し、柵等の障壁を設置す

る。区域の出入口については、常時監視又は施錠管

理を行える設計とする。また、原子炉施設において

も、区域を設定し、鉄筋コンクリート造の障壁その他の

堅固な構造の障壁等により区画する。区域の出入口

は施錠管理し、人の不法な侵入を防止する設計とす

る。 

また、緊急時に外部へ確実に通報するための通信

 

 

方針３. 外部人為事象に対する設計上の考慮（設計

方針） 

3. 安全機能を有する構築物、系統及び機器に対す

る第三者の不法な接近等の人為事象に対し、こ

れを防御するため、次の措置を講じた設計とす

る。 

(1) 安全機能を有する構築物、系統及び機器を含

む区域を設定し、これらの区域への接近管理及

び出入管理を行える設計とする。 

(2) 外部との通信連絡設備を設ける。 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

連絡設備として、警備室に固定電話、携帯電話等を

設ける。 

 

 

(2) 爆発性又は易燃性を有する物件等の持ち込み

の防止措置 

不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人

に危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれがあ

る物件（以下「不正な物品」という。）が持ち込まれる

ことがないよう、柵等の障壁で区画し、人の立入りを

制限するとともに持ち込み点検を行える設計とする。

外部から搬入される郵便物や宅配物については、大

洗研究所（北地区）の立ち入りを制限するための区

域外に確認場所を設け、検査装置を用いて確認を

行うことにより、不正な物品の持ち込みを防止する設

計とする。原子炉施設の立ち入りを制限するための

区域へ入域する際は、警備員等による携帯品等の

持込品確認を行うことにより、不正な物品の持ち込み

を防止する設計とする。 

 

(3) 不正アクセス行為の防止措置 

原子炉施設の運転制御に関する設備又は装置及

び核物質防護のために必要な設備又は装置の操作

に係る情報システムは、電気通信回線を通じた外部

からのアクセスを遮断するため、外部通信回路と接

続しない設計とする。また、外部から電子媒体が持ち

込まれてコンピュータウィルスに感染する等によるシ

ステムの異常動作を防ぐため、出入管理及び盤等を

施錠管理することにより物理的アクセスを制限する設

計とする。 

 

(1)～(3)について、核物質防護に係るものについて

は核物質防護対策の一環としても実施する。 

（火災による損傷の防止） 

第八条 試験研究用等原子炉施設は、火

災により当該試験研究用等原子炉施設

の安全性が損なわれないよう、必要に

応じて、火災の発生を防止することがで

き、かつ、早期に火災発生を感知する

設備及び消火を行う設備（以下「消火

設備」という。）並びに火災の影響を軽

減する機能を有するものでなければなら

ない。 

第 ８条（火災による損傷の防止） 

１ 第８条については、設計基準において

想定される火災により、試験研究用等原

子炉施設の安全性が損なわれないよう

にするため、試験研究用等原子炉施設

の安全上の特徴に応じて必要な機能（火

災の発生防止、感知及び消火並びに火

災による影響の軽減）を有することを求め

ている。 

また、上記の「試験研究用等原子炉施

 

1 について 

原子炉施設は、想定される火災によっても、原

子炉を停止でき、放射性物質の閉じ込め機能を維

持できること、また、停止状態にある場合は、引き

続きその状態を維持できる設計とする。さらに、使

用済燃料の貯蔵機能を維持できる設計とする。こ

のため、必要に応じて火災の発生を防止し、火災

発生を早期に感知し、消火を行う設備を有し、火

災の影響軽減を考慮した設計とする。 

 

方針５. 火災に対する設計上の考慮（設計方針） 

火災により原子炉施設の安全性が損なわれること

を防止するため、原則として消防法、建築基準法等

の国内法に基づくとともに、「発電用軽水型原子炉施

設の火災防護に関する審査指針」の考え方を考慮し 

a. 火災発生防止 

b. 火災検知及び消火 

c. 火災の影響の軽減 

の３方策を適切に組み合わせた設計とする。具体的
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解釈 
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設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

２ 消火設備は、破損、誤作動又は誤操

作が起きた場合においても試験研究用

等原子炉を安全に停止させるための機

能を損なわないものでなければならな

い。 

 

設の安全性が損なわれない」とは、安全

施設が安全機能を損なわないことを求め

ている。 

ここでいう「安全機能を損なわない」と

は、試験研究用等原子炉を停止でき、放

射性物質の閉じ込め機能を維持できるこ

と、また、停止状態にある場合は、引き続

きその状態を維持できることをいう。さら

に、使用済燃料貯蔵槽においては、プー

ル冷却機能及びプールへの給水機能を

維持できることをいう。 

したがって、安全施設の安全機能が損

なわれるおそれがある火災に対して、試

験研究用等原子炉施設に対して必要な

措置が求められる。 

 

２ 第６１条で準用するナトリウム冷却型高

速炉については、化学的に活性なナトリウ

ムが漏えいした場合に生じるナトリウムの

燃焼を考慮する必要がある。 

 

３ 第２項の規定について、消火設備の破

損、誤作動又は誤操作が起きた場合の

ほか、火災感知設備の破損、誤作動又

は誤操作が起きたことにより消火設備が

作動した場合においても、試験研究用等

原子炉を安全に停止させるための機能を

損なわないものであること。 

 

 

 

2 について 

消火設備の破損、誤作動又は誤操作が起きた場

合においても原子炉を安全に停止させるための機能

を損なわない設計とする。 

には、次により火災防護の設計を行う。 

(1) 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

実用上可能な限り難燃性又は不燃性材料を使用

する。また、発火性又は引火性の油を内包する系

統は、漏えい防止を考慮した設計とする。 

(2) 火災区域には想定火災の種類、大きさ等に対

し、適切な検出装置及び消火設備を設置する。 

(3) 非常用発電設備等の安全機能を有する機器を

設置している区域に相当量の可燃物があり、か

つ、消火活動が十分に行うことができない場合に

は、遠隔消火設備を設ける。 

(4) 安全保護系、工学的安全施設等の安全機能を

有する系統及びこれらのケーブル、配管等は独立

性をもたせ、防火壁を設けるか、適切な離隔距

離、隔壁、消火設備等の適切な組合せにより火災

の影響を軽減する。 

(5) 原子炉施設内の想定される火災に対しても、原

子炉を停止できるとともに残留熱を除去できる設

計とする。 

(6) 中央制御室には可搬式消火器を設けるととも

に、火災等により中央制御室に留まることができな

い場合にも、中央制御室外から原子炉を停止でき

るように設計する。 

 

（溢水による損傷の防止等） 

第九条 安全施設は、試験研究用等原子

炉施設内における溢水が発生した場合

においても安全機能を損なわないもので

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 試験研究用等原子炉施設は、当該試

第 ９条（溢水による損傷の防止等） 

１ 第１項は、設計基準において想定する

溢水に対して、安全施設が安全機能を

損なわないために必要な安全施設以外

の施設、設備等への措置を含む。 

 

２ 第１項に規定する「試験研究用等原子

炉施設内における溢水」とは、試験研究

用等原子炉施設内に設置された機器及

び配管の破損（地震起因を含む。）、消

火系統等の作動、原子炉等のタンク、容

器、使用済燃料貯蔵槽等のスロッシング

により発生する溢水をいう。 

 

３ 第１項に規定する「安全機能を損なわ

 

1 について 

原子炉施設内に設置された機器及び配管の想

定破損による溢水、火災の拡大防止のために設置

される系統からの放水による溢水、地震による機

器の破損（スロッシングを含む。）により生じる溢水

が生じた場合においても、原子炉を停止でき、放射

性物質の閉じ込め機能を維持できること、また、停

止状態にある場合は、引き続きその状態を維持で

きる設計とする。さらに使用済燃料の貯蔵機能を

維持できる設計とする。 

 

 

 

2 について 

 

方針４. 内部発生飛来物に対する設計上の考慮（設

計方針） 

想定される飛来物及び配管破断に伴う影響により

原子炉の安全を損なうことのないよう、次の方針に基

づいて設計する。 

 

高温高圧の流体を内包する１次冷却設備の配管

及び 2 次ヘリウム冷却設備の配管等については、内

圧、熱、地震力等による応力の合計値が相対的に高

い箇所で、配管の瞬時破断を想定する。この想定破

断による配管のむち打ち、流出流体のジェット力、雰

囲気の変化及び溢水により、安全機能を有する構築

物、系統及び機器の安全機能が損なわれないよう、

破断想定箇所と防護対象機器は、十分な隔離距離

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  22/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

験研究用等原子炉施設内の放射性物

質を含む液体を内包する容器、配管そ

の他の設備から放射性物質を含む液

体があふれ出た場合において、当該液

体が管理区域外へ漏えいしないもので

なければならない。 

ないもの」とは、試験研究用等原子炉施

設内部で発生が想定される溢水に対し、

試験研究用等原子炉を停止でき、放射

性物質の閉じ込め機能を維持できるも

の、また、停止状態にある場合は、引き

続きその状態を維持できるものをいう。さ

らに、使用済燃料貯蔵槽においては、プ

ール冷却機能及びプールへの給水機能

を維持できるものをいう。 

原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包す

る容器、配管その他の設備から放射性物質を含む

液体があふれ出た場合において、当該液体が管理

区域外へ漏えいしない設計とする。 

をとるか、破断想定箇所又は防護対象機器を障壁で

囲む。これらのいずれの対策もとれない場合には、破

断時の荷重に耐える配管ホイップレストレイント、ジェ

ットバリア等を設ける。 

また、防護対象機器は、配管破断による雰囲気変

化により、安全機能が損なわれないように設計すると

ともに、加圧水冷却設備等の配管破断による溢水に

対しては、配置上の配慮を行う。 

（誤操作の防止） 

第十条 試験研究用等原子炉施設は、誤

操作を防止するための措置を講じたも

のでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 安全施設は、容易に操作することがで

きるものでなければならない。 

 

第１０条（誤操作の防止） 

１ 第１項に規定する「誤操作を防止する

ための措置を講じたもの」とは、人間工

学上の諸因子を考慮して、盤の配置及

び操作器具、弁等の操作性に留意する

こと、計器表示及び警報表示において

試験研究用等原子炉施設の状態が正

確かつ迅速に把握できるよう留意するこ

と、保守点検において誤りを生じにくいよ

う留意すること等の措置を講じたもので

あることをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第２項に規定する「容易に操作するこ

とができるもの」とは、当該操作が必要と

なる理由となった事象が有意な可能性

をもって同時にもたらされる環境条件

（余震等を含む。）及び施設で有意な可

能性をもって同時にもたらされる環境条

件を想定しても、運転員が容易に設備

 

1 について 【追加要求事項なし】 

運転員の誤操作を防止するため、中央制御室

等の制御盤は次の方針により設計する。 

(1)安全機能を有する機器及び弁の操作器について

は、運転表示灯を設け作動状態を確認できる設

計とする。 

(2)警報表示は、重要度に応じて色分け区分するこ

と、中央制御盤の上部に系統ごとにまとめて配置

することにより、運転員への情報伝達の的確化及

び判断の容易さを考慮した設計とする。  

(3) 指示計、記録計、操作器等には、確認が容易

に、かつ、正確にできるよう機器名称等を取付ける

とともに、配置を考慮した設計とする。異常発生時

に短時間で系統状態の把握及び操作を要求され

る設備に係る操作器については、プロセスの流れ

に沿って機器の機能的な関係を系統線図で表示

する等の配置を考慮した設計とする。 

なお、操作スイッチには、その重要性を考慮して操作

方式の異なるものを用いる  

(4)プラントの主要なパラメータは、ディスプレイ等に表

示する設計とする。  

(5) 現場の盤及び弁に対して銘板の取付けによる識

別を行い、保守点検における誤操作を防止する設

計とする。 

 

2 について 

原子炉を安全に停止するために必要な原子炉保

護設備及び工学的安全施設関係の操作は、中央制

御室に集中して設ける。中央制御室は、放射線防護

措置(遮蔽及び換気空調)、火災防護措置を講じ、異

常状態時においては、同時にもたらされる環境条件

下においても操作可能な設計とする。また、異常状

態時においては、運転員が状況を判断し必要な操作

 

方針８. 運転員操作に対する設計上の考慮（設計方

針） 

中央制御室等の制御盤は、運転員の誤操作、誤判

断を防止できるように、次の方針により設計する。 

(1) 安全機能を有する機器、弁については運転表示

灯を設け、作動状態を確認できる設計とする。 

(2) 警報表示は、重要度に応じて色分け区分するこ

と、系統ごとにまとめて配置すること等により、運転員

への情報伝達の的確化及び判断の容易さを考慮した

設計とする。 

(3) 指示計、記録計、操作スイッチ等には、確認が容

易に、かつ、正確にできるよう機器名称等を取付ける

とともに、配置を考慮した設計とする。なお、操作スイ

ッチには、その重要性を考慮して操作方式の異なるも

のを用いる。 

(4) プラントの主要なパラメータは、ＣＲＴ表示装置に

表示する設計とする。 

(5) 異常状態時においては、ある時間（10 分程度）

は、運転員の操作を期待しなくても安全上支障のない

ように設計する。 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  23/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

を運転できるものをいう。 

また、運転時の異常な過渡変化又は

設計基準事故の発生後、ある時間まで

は、運転員の操作を期待しなくても必要

な安全機能が確保されるものをいう。 

 

 

が行えるよう、異常発生後 10 分間は運転員の操作

を期待しなくても、その異常を検知し自動的に原子炉

保護設備及び工学的安全施設を作動させる設計と

する。 

 

（安全避難通路等） 

第十一条 試験研究用等原子炉施設に

は、次に掲げる設備を設けなければなら

ない。 

 

一 その位置を明確かつ恒久的に表示

することにより容易に識別できる安全

避難通路 

 

 

二 照明用の電源が喪失した場合にお

いても機能を損なわない避難用の照

明 

 

 

 

 

 

三 設計基準事故が発生した場合に用

いる照明（前号の避難用の照明を除

く。）及びその専用の電源 

 

第１１条（安全避難通路等） 

１ 第１１条は、設計基準において想定さ

れる事象に対して試験研究用等原子炉

施設の安全性が損なわれない（安全施

設が安全機能を損なわない。）ために必

要な安全施設以外の施設、設備等へ

の措置を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第３号に規定する「設計基準事故が

発生した場合に用いる照明」とは、昼夜

及び場所を問わず、試験研究用等原子

炉施設内で事故対策のための作業が

生じた場合に、作業が可能となる照明

のことをいい、現場作業の緊急性との関

連において、仮設照明の準備に時間的

猶予がある場合には、仮設照明（可搬

型）による対応を含む。 

 

 

 

 

 

一【追加要求事項なし】 

原子炉施設の建家内には、その位置を明確かつ

恒久的に表示することにより容易に識別できる安全

避難通路を設ける。 

 

 

二【追加要求事項なし】 

安全避難通路には、非常用照明及び誘導灯を設

ける。非常用照明及び誘導灯は、灯具に内蔵された

蓄電池又は直流電源設備の蓄電池より給電し、通

常の照明用電源喪失時にその機能を失うことがない

ようにし、容易に避難できる設計とする。 

 

三  

設計基準事故が発生した場合に用いる照明とし

て、非常用発電機からの給電が可能な交流非常灯

(保安灯)又は蓄電池内蔵の照明を設ける。また、蓄

電池による給電時間以降も対応を可能とするため、

携帯用照明等を備えることにより、昼夜、場所を問わ

ず、必要な照明が確保できる設計とする。 

 

 

 

 

 

方針 45.  避難通路に対する設計上の考慮（設計方

針） 

原子炉施設の建家内には避難階段を設置し、そ

れに通じる安全避難通路を設ける。また、安全避難

通路等には必要に応じて、標識並びに非常用照明

及び誘導灯を設ける。 

 

非常用照明及び誘導灯には、灯具に内蔵された

蓄電池若しくは直流電源設備の蓄電池より給電し、

通常の照明用電源喪失時にその機能を失うことがな

いようにし、容易に避難できる設計とする。 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  24/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

（安全施設） 

第十二条 安全施設は、その安全機能の

重要度に応じて、安全機能が確保され

たものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 安全機能を有する系統のうち、安全機

能の重要度が特に高い安全機能を有す

るものは、当該系統を構成する機械又は

器具の単一故障（単一の原因によって一

つの機械又は器具が所定の安全機能を

失うこと（従属要因による多重故障を含

む。）をいう。以下同じ。）が発生した場合

であって、外部電源が利用できない場合

においても機能できるよう、当該系統を構

成する機械又は器具の機能、構造及び

動作原理を考慮して、多重性又は多様

性を確保し、及び独立性を確保するもの

でなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１２条（安全施設） 

１ 第１項に規定する「安全機能の重要

度に応じて、安全機能が確保されたも

の」については、「水冷却型試験研究用

原子炉施設に関する安全設計審査指

針」（平成３年７月１８日原子力安全委

員会決定）の「添付水冷却型試験研究

用原子炉施設の安全機能の重要度分

類に関する基本的な考え方」による。こ

の場合、当該指針における「安全機能を

有する構築物、系統及び機器」は本規

定の「安全施設」に読み替える。水冷却

型研究炉以外の炉型についても、これ

を参考とすること。 

なお、第１項の安全機能は、第４０

条、第５３条及び第６１条において準用

する第５３条に規定する事故の拡大防

止に必要な施設や設備等に対して要求

するものではない。 

 

２ 第２項に規定する「安全機能を有する

系統のうち、安全機能の重要度が特に高

い安全機能を有するもの」は、上記の指

針の「４．(２)信頼性に対する設計上の考

慮」に示されるものとする。水冷却型研究

炉以外の炉型についても、これを参考と

すること。 

 

３ 第２項に規定する「単一故障」は、動的

機器の単一故障及び静的機器の単一故

障に分けられる。重要度の特に高い安全

機能を有する系統は、短期間では動的

機器の単一故障を仮定しても、長期間で

は動的機器の単一故障又は想定される

静的機器の単一故障のいずれかを仮定

しても、所定の安全機能を達成できるよう

に設計されていることが必要である。ま

た、動的機器の単一故障又は想定され

る静的機器の単一故障のいずれかを仮

定すべき長期間の安全機能の評価に当

たっては、想定される最も過酷な条件下

においても、その単一故障が安全上支障

のない期間に除去又は修復できることが

 

1 について 

安全施設は、要求される安全機能の重要度に応

じて、十分高い信頼性を確保し、かつ維持し得るよう

に設計する。 

各クラスの信頼度の目標は、次のとおりとする。 

クラス１:合理的に達成し得る最高度の信頼性を

確保し、かつ、維持すること。 

クラス２:高度の信頼性を確保し、かつ、維持する

こと。 

クラス３:一般の産業施設と同等以上の信頼性を

確保し、かつ、維持すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 について 

安全機能を有する系統のうち、次に示す重要度が

特に高い安全機能を有するものについては、想定さ

れる単一故障及び商用電源が利用できない場合を

仮定しても所定の安全機能を達成できるよう、その構

造、動作原理、果たすべき安全機能の性質等を考

慮して、多重性又は多様性及び独立性を有する設

計とする。 

(1) PS-1 のうち、通常運転時に開であって、閉動

作によって原子炉冷却材圧力バウンダリの一部

を形成する弁 

(2) MS-1 の系統 

(3) MS-2 のうち、異常状態発生時に、過度の放

射線影響を防止するために必要な異常の影響

緩和機能を果たすべき系統及び設計基準事故

時のプラント状態を把握する機能を有する系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針９. 信頼性に関する設計上の考慮（設計方針） 

1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、要

求される安全機能の重要度に応じて、第 1.2.1 表及

び第 1.2.2 表に示す重要度分類を行う。 

各クラスの信頼度の目標は、次のとおりとする。 

クラス１:現在利用し得る最高の水準で、かつ、確

立された設計、建設及び試験の技術並

びに運転管理により、合理的に達成し得

る最高度の信頼性を確保し、かつ、維

持すること。 

クラス２:確立された設計、建設及び試験の技術

並びに運転管理により、高度の信頼性

を確保し、かつ、維持すること。 

クラス３:確立された設計、建設及び試験の技術

並びに運転管理により、通常の産業施

設と同等以上の信頼性を確保し、か

つ、維持すること 

 

 

方針９. 信頼性に関する設計上の考慮（設計方針） 

 安全上の機能別重要度分類のうち、次に示す系統

については、その構造、動作原理、果たすべき安全

機能の性質等を考慮して、多重性又は多様性及び

独立性を有する設計とする。 

(1) PS-1 のうち、通常運転時に開であって、閉動

作によって原子炉冷却材圧力バウンダリの一部

を形成する弁 

(2) MS-1 の系統 

(3) MS-2 であって、事故後のプラント状態を把握

する機能を有する系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  25/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 安全施設は、設計基準事故時及び設

計基準事故に至るまでの間に想定される

全ての環境条件において、その機能を発

揮することができるものでなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

４ 安全施設は、その健全性及び能力を

確認するため、その安全機能の重要度に

応じ、試験研究用等原子炉の運転中又

は停止中に試験又は検査ができるもので

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確実であれば、その単一故障を仮定しな

くてよい。 

さらに、単一故障の発生の可能性が極

めて小さいことが合理的に説明できる場

合、あるいは、単一故障を仮定することで

系統の機能が失われる場合であっても、

他の系統を用いて、その機能を代替でき

ることが安全解析等により確認できれば、

当該機器に対する多重性の要求は適用

しない。 

 

４ 第３項に規定する「想定される全ての

環境条件」とは、通常運転時、運転時の

異常な過渡変化時及び設計基準事故

時において、その機能が期待されている

構築物、系統及び機器が、その間にさら

されると考えられる全ての環境条件をい

う。 

 

 

 

 

５ 第４項に規定する「試験研究用等原子

炉の運転中又は停止中に試験又は検査

ができる」とは、実系統を用いた試験又は

検査が不適当な場合には、試験用のバ

イパス系統を用いること等を許容すること

を意味する。 

 

６ 第４項に規定する「試験又は検査」につ

いては、次の各号によること。 

一 試験研究用等原子炉の運転中に

待機状態にある安全施設は、運転中

に定期的に試験又は検査ができるこ

と。ただし、運転中の試験又は検査に

よって試験研究用等原子炉の運転に

大きな影響を及ぼす場合は、この限り

でない。また、多重性又は多様性を

備えた系統及び機器にあっては、

各々が独立して試験又は検査ができ

ること。 

二 運転中における安全保護回路の機

能確認試験にあっては、その実施中

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 について【追加要求事項なし】 

安全機能を有する構築物、系統及び機器の設計

条件を設定するにあたっては、通常運転時及び異常

状態時に想定される各種の環境条件（圧力、温度、

湿度、放射線等）を考慮し、十分安全側の条件を与

えるとともに、必要に応じて、それらの変動時間、繰

返し回数等の過渡条件を設定し、材料の疲労、クリ

ープ、劣化等に対しても、十分な余裕をもって、機能

を維持できる設計とする。 

 

 

4 について【追加要求事項なし】 

安全機能を有する構築物、系統及び機器は、その

健全性及び能力を確認するため、その安全機能の

重要度に応じ、原子炉の運転中又は停止中に次の

ような試験又は検査ができる設計とする。 

(1) 原子炉冷却材圧力バウンダリの供用期間中

検査 

(2) 原子炉格納容器漏えい率試験、貫通部漏え

い試験又は漏えい率試験並びに隔離弁作動試

験 

(3) 補助冷却設備の作動試験 

(4) 炉容器冷却設備の作動試験 

(5) 非常用空気浄化設備の作動試験 

(6) 非常用発電機の作動試験 

(7) 安全保護系の試験 

なお、上記の(1)については、接近の可能性を配慮

するとともに、(2)の漏えい率試験については、試験に

必要な器具の取付け等を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針６. 環境条件に対する設計上の考慮（設計方

針） 

安全機能を有する構築物、系統及び機器の設計

条件を設定するに当たっては、通常運転時及び異常

状態時に想定される各種の環境条件（圧力、温度、

湿度、放射線等）を考慮し、十分安全側の条件を与

えるとともに、必要に応じて、それらの変動時間、繰

返し回数等の過渡条件を設定し、材料の疲労、クリ

ープ、劣化等に対しても、十分な余裕をもって、機能

を維持できるように設計する。 

 

方針 10. 試験可能性に対する設計上の考慮（設計

方針） 

安全機能を有する構築物、系統及び機器は、そ

れらの健全性及び能力を確認するために、その重要

度に応じ、定期的又は計画的に、次のような試験及

び検査が実施できるように設計する。 

(1) 原子炉冷却材圧力バウンダリの供用期間中検

査 

(2) 原子炉格納容器漏えい率試験、貫通部漏えい

試験又は漏えい率試験並びに隔離弁作動試験 

(3) 補助冷却設備の作動試験 

(4) 炉容器冷却設備の作動試験 

(5) 非常用空気浄化設備の作動試験 

(6) 非常用発電機の作動試験 

(7) 安全保護系の試験 

これらの試験及び検査は、安全上の重要度、試験

検査の必要性及びその試験が原子炉施設に与える

影響を考慮して、原子炉の運転中又は停止中に行う

ことができるように設計する。 

なお、上記の(1)については、接近の可能性を配慮

するとともに、(2)の漏えい率試験については、試験に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  26/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 安全施設は、蒸気タービン、ポンプその

他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物

により、安全性を損なわないものでなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 安全施設は、二以上の試験研究用等

原子炉施設と共用し、又は相互に接続

する場合には、試験研究用等原子炉施

設の安全性を損なわないものでなければ

においても、その機能自体が維持され

ていると同時に、原子炉停止系統及

び非常用冷却設備等の不必要な動

作が発生しないこと。 

三 試験研究用等原子炉の停止中に

定期的に行う試験又は検査は、原子

炉等規制法関係法令に規定される試

験又は検査を含む。 

 

７ 第５項に規定する「蒸気タービン、ポン

プその他の機器又は配管の損壊に伴う

飛散物」とは、蒸気タービン、高圧ガス

等を内蔵する容器、弁及び配管の破

断、高速回転機器の破損、ガス爆発、

重量機器の落下等によって発生する飛

散物をいう。なお、二次的飛散物、火

災、化学反応、電気的損傷、配管の破

損、機器の故障等の二次的影響も考慮

するものとする。 

 

８ 第６項に規定する「共用」とは、２基以

上の試験研究用等原子炉施設間で、同

一の構築物、系統又は機器を使用する

ことをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 第６項に規定する「相互に接続」とは、

２基以上の試験研究用等原子炉施設間

で、系統又は機器を結合することをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 について【追加要求事項なし】 

想定される飛来物及び配管破断に伴う影響により

原子炉の安全を損なうことのないよう、次の方針に基

づいて設計する。 

(1) 高温高圧の流体を内包する１次冷却設備の

配管及び２次ヘリウム冷却設備の配管等につ

いては、内圧、熱、地震力等による応力の合計

値が相対的に高い箇所で、配管の瞬時破断を

想定する。この想定破断による配管のむち打

ち、流出流体のジェット力、雰囲気の変化及び

溢水により、安全機能を有する構築物、系統

及び機器の安全機能が損なわれないよう、破

断想定箇所と防護対象機器は、十分な隔離

距離をとるか、破断想定箇所又は防護対象機

器を障壁で囲む。これらのいずれの対策もとれ

ない場合には、破断時の荷重に耐える配管ホ

イップレストレイントを設ける。 

また、防護対象機器は、配管破断による雰

囲気変化により、安全機能が損なわれないよう

に設計するとともに、加圧水冷却設備等の配管

破断による溢水に対しては、配置上の配慮を行

う。 

(2) 回転機器の損傷により、安全機能を有する構

築物、系統及び機器の安全機能が損なわれな

いように、回転機器の配置、機器の設計、製作

等に際し配慮する。 

(3) 局所的な小規模漏えいによる影響が、安全機

能を有する系統及び機器の安全機能を損なうこ

とのない設計とする。 

 

6 について【追加要求事項なし】 

原子炉の停止及び放射性物質の閉じ込め機能を

有する構築物、系統及び機器並びに故障により同時

に 2基以上の試験研究用等原子炉施設の事故をも

必要な器具の取付け等を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針４. 内部発生飛来物に対する設計上の考慮（設

計方針） 

想定される飛来物及び配管破断に伴う影響により

原子炉の安全を損なうことのないよう、次の方針に基

づいて設計する。 

(1) 高温高圧の流体を内包する１次冷却設備の配

管及び 2 次ヘリウム冷却設備の配管等について

は、内圧、熱、地震力等による応力の合計値が相

対的に高い箇所で、配管の瞬時破断を想定する。

この想定破断による配管のむち打ち、流出流体の

ジェット力、雰囲気の変化及び溢水により、安全機

能を有する構築物、系統及び機器の安全機能が

損なわれないよう、破断想定箇所と防護対象機器

は、十分な隔離距離をとるか、破断想定箇所又は

防護対象機器を障壁で囲む。これらのいずれの対

策もとれない場合には、破断時の荷重に耐える配

管ホイップレストレイント、ジェットバリア等を設ける。 

また、防護対象機器は、配管破断による雰囲気

変化により、安全機能が損なわれないように設計

するとともに、加圧水冷却設備等の配管破断によ

る溢水に対しては、配置上の配慮を行う。 

 

(2) 回転機器の損傷により、安全機能を有する構築

物、系統及び機器の安全機能が損なわれないよう

に、回転機器の配置、機器の設計、製作等に際し

配慮する。 

(3) 局所的な小規模漏えいによる影響が、安全機

能を有する系統及び機器の安全機能を損なうこと

のないように設計する。 

 

方針７. 共用に関する設計上の考慮（設計方針） 

安全機能を有する構築物、系統及び機器は、他

の原子炉施設と共用しない設計とする。また、放射

性液体廃棄物処理施設及び放射性固体廃棄物処

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  27/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

ならない。 

 

１０ 第６項に規定する「試験研究用等原

子炉施設の安全性を損なわないもの」と

は、共用によっても、運転時の異常な過

渡変化時及び設計基準事故時において

必要とされる安全機能が阻害されること

がなく、試験研究用等原子炉施設の１基

において運転時の異常な過渡変化及び

設計基準事故が発生した状況下でも他

の試験研究用等原子炉施設の停止及び

放射性物質の閉じ込めに影響を与えな

いこと、並びに共用される構築物、系統

及び機器の想定される故障により同時に

２基以上の試験研究用等原子炉施設の

事故をもたらさないことをいう。 

 

たらすおそれのある構築物、系統及び機器は、他の

原子炉施設と共用しない設計とする。 

なお、敷地周辺の放射線監視のための周辺環境

モニタリング設備、現地対策本部において所内外へ

通信連絡するための通信連絡設備、及び消防自動

車、消防ポンプ、屋外消火栓等の消火設備は共用

する。 

 

理施設については大洗研究開発センター（北地区）

放射性廃棄物管理施設（以下「廃棄物管理施設」と

いう。）の受入条件に合せ廃棄物管理施設を共用す

るとともに敷地周辺の放射線監視のための周辺環境

モニタリング設備も共用する。 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  28/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

（運転時の異常な過渡変化及び設計基準

事故の拡大の防止） 

第十三条 試験研究用等原子炉施設は、

次に掲げるものでなければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化時におい

て、設計基準事故に至ることなく、試

験研究用等原子炉施設を通常運転

時の状態に移行することができるもの

とすること。 

 

二 設計基準事故時において次に掲げ

るものであること。 

イ 炉心の著しい損傷が発生するお

それがないものであり、かつ、炉

心を十分に冷却できるものである

こと。 

ロ 設計基準事故により当該設計基

準事故以外の設計基準事故に

至るおそれがある異常を生じない

ものであること。 

ハ 試験研究用等原子炉施設が工

場等周辺の公衆に放射線障害を

及ぼさないものであること。 

 

第１３条（運転時の異常な過渡変化及び

設計基準事故の拡大の防止） 

１ 第１項については、運転時の異常な

過渡変化及び設計基準事故に対する

解析及び評価を「水冷却型試験研究用

原子炉施設の安全評価に関する審査

指針」（平成３年７月１８日原子力安全

委員会決定）及び「発電用原子炉施設

の安全解析に関する気象指針」（昭和５

７年１月２８日原子力安全委員会決定）

等に基づいて実施し、以下の判断基準

を満たすこと。水冷却型研究炉以外の

炉型についても、これを参考とすること。 

 

２ 第１号の必要な要件を満足する判断

基準は以下のとおり。 

一 第３条に規定する試験研究用等原

子炉及び第４１条で準用する水冷却

型研究炉の場合 

イ 最小限界熱流束比は許容限界

値以上であること。 

ロ 燃料被覆材は機械的に破損し

ないこと。 

二 第５４条で準用するガス冷却型原子

炉の場合 

イ 燃料最高温度は、燃料粒子被

覆層の有意な破損及び著しい劣

化を生じさせる温度以下であるこ

と。 

ロ 原子炉冷却材圧力バウンダリに

かかる圧力は、設計上の最高使

用圧力の1.1倍以下であること。 

ハ 原子炉冷却材圧力バウンダリの

温度は、使用する金属が十分に

安定した強度を確保できる温度

以下であること。 

三 第６１条で準用するナトリウム冷却型

高速炉の場合 

イ 燃料被覆管は機械的に破損し

ないこと。 

ロ 冷却材は沸騰しないこと。 

ハ 燃料最高温度が燃料溶融温度

を下回ること。 

 

【追加要求事項なし】 

原子炉施設は、その安全設計の基本方針の妥当

性を確認するため、「運転時の異常な過渡変化」及

び「設計基準事故」について解析を行い、判断基準

を満足する設計とする。 

 

 

添付書類十 安全評価（運転時の異常な過渡変

化、事故評価）に記載 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  29/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

３ 第２号の必要な要件を満足する判断

基準は以下のとおり。 

一 第３条に規定する試験研究用等原

子炉及び第４１条で準用する水冷却

型研究炉の場合 

イ 燃料は破損に伴う著しい機械的

エネルギーを発生させないこと。 

ロ 炉心は著しい損傷に至ることな

く、かつ、十分な冷却が可能であ

ること。 

ハ 周辺の公衆に対して著しい放射

線被ばくのリスクを与えないこと。 

二 第５４条で準用するガス冷却型原子

炉の場合 

イ 炉心は著しい損傷に至ることな

く、かつ、十分な冷却が可能であ

ること。 

ロ 原子炉冷却材圧力バウンダリに

かかる圧力は、設計上の最高使

用圧力の 1.2 倍以下であること。

ただし、二次冷却材にヘリウムを

用いる場合にあっては、一次冷

却材と二次冷却材とのバウンダリ

を破損させないこと。 

ハ 原子炉冷却材圧力バウンダリの

温度は、高温ガス炉第一種機器

の高温構造設計指針(平成２年１

２月科学技術庁原子力安全局

内規（平成１５年５月３０日改

定）」）に基づき定めた設計上の

制限温度以下であること。 

ニ 原子炉格納容器バウンダリにか

かる圧力は、最高使用圧力以下

であること。 

ホ 周辺の公衆に対して著しい放射

線被ばくのリスクを与えないこと。 

三 第６１条で準用するナトリウム冷却型

高速炉の場合 

イ 炉心は著しい損傷に至ることな

く、かつ、十分な冷却が可能であ

ること。 

ロ 原子炉格納容器の漏えい率は、



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

適切な値以下に維持されること。 

ハ 周辺の公衆に対して著しい放射

線被ばくのリスクを与えないこと。 

上記一、二及び三の「周辺の公衆

に対して著しい放射線被ばくのリスクを

与えない」ことの判断については、「水

冷却型試験研究用原子炉施設の安

全評価に関する審査指針」解説に示

されている「周辺公衆の実効線量の

評価値が発生事故当たり５mSvを超

えなければ「リスク」は小さいと判断す

る。なお、これは、発生頻度が極めて

小さい事故に対しては、実効線量の

評価値が上記の値をある程度超えて

もその「リスク」は小さいと判断でき

る。」との考え方による。 

 

（安全保護回路） 

第十八条 試験研究用等原子炉施設に

は、次に掲げるところにより、安全保護回

路を設けなければならない。 

 

一 運転時の異常な過渡変化が発生す

る場合において、その異常な状態を

検知し、及び原子炉停止系統その他

系統と併せて機能することにより、燃

料の許容設計限界を超えないように

できるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

二 設計基準事故が発生する場合にお

いて、その異常な状態を検知し、原子

炉停止系統及び必要な工学的安全

施設を自動的に作動させるものとする

こと。 

 

 

三 安全保護回路を構成する機械若し

くは器具又はチャンネルは、単一故障

第１８条（安全保護回路） 

 

 

 

 

１ 第１号について、安全保護回路の運

転時の異常な過渡変化時の機能の具

体例としては、試験研究用等原子炉の

過出力状態や出力の急激な上昇を防

止するために、異常な状態を検知し、原

子炉停止系統を含む適切な系統を作

動させ、緊急停止の動作を開始させる

こと等を求めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第３号に規定する「チャンネル」とは、

安全保護動作に必要な単一の信号を

 

 

 

 

 

一【追加要求事項なし】 

安全保護系は、予想される各種の運転時の異常

な過渡変化に対処し得る複数  の原子炉スクラム

信号及び工学的安全施設作動信号を設け、運転時

の異常な過渡変化時に、原子炉スクラム設定値を

超えた場合には、その異常を自動的に、かつ、速や

かにこれを検出し、原子炉停止系統を作動させて炉

心を臨界未満にするとともに、補助冷却設備を作動

させて原子炉停止後の炉心の核分裂生成物の崩壊

熱及びその他の残留熱を除去することにより、燃料の

許容設計限界を超えないよう設計する。 

 

二【追加要求事項なし】 

安全保護系は、設計基準事故時に異常な状態を

検知し、原子炉スクラム設定値を超えた場合には、こ

れを検出し、原子炉停止系統及び必要な工学的安

全施設の作動を自動的に開始させる安全保護機能

を有する設計とする。 

 

三【追加要求事項なし】 

安全保護系は、使用状態からの単一の取外しを

 

 

 

 

 

方針 35. 安全保護系の過渡時の機能（設計方針） 

安全保護系は、予想される各種の運転時の異常

な過渡変化に対処し得る複数の原子炉スクラム信

号及び工学的安全施設作動信号を設け、運転時の

異常な過渡変化時に、原子炉スクラム設定値を超え

た場合には、その異常を自動的に、かつ、速やかにこ

れを検出し、原子炉停止系を作動させて炉心を臨界

未満にするとともに、補助冷却設備を作動させて原

子炉停止後の炉心の核分裂生成物の崩壊熱及びそ

の他の残留熱を除去することにより、燃料の許容設

計限界を超えないようにする。 

 

方針 36. 安全保護系の事故時の機能（設計方針） 

安全保護系は、事故時に異常な状態を検知し、

原子炉スクラム設定値を超えた場合には、これを検

出し、原子炉停止系及び必要な工学的安全施設の

作動を自動的に開始させる安全保護機能を有する

設計とする。 

 

方針 33.  安全保護系の多重性（設計方針） 

安全保護系は、使用状態からの単一の取外しを

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  31/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

が起きた場合又は使用状態からの単

一の取り外しを行った場合において、

安全保護機能を失わないよう、多重

性又は多様性を確保するものとするこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

四 安全保護回路を構成するチャンネ

ルは、それぞれ互いに分離し、それぞ

れのチャンネル間において安全保護

機能を失わないように独立性を確保

するものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

五 駆動源の喪失、系統の遮断その他

の不利な状況が発生した場合におい

ても、試験研究用等原子炉施設をよ

り安全な状態に移行するか、又は当

該状態を維持することにより、試験研

究用等原子炉施設の安全上支障が

ない状態を維持できるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発生させるために必要な構成要素（抵

抗器、コンデンサ、トランジスタ、スイッチ

及び導線等）及びモジュール（内部連絡

された構成要素の集合体）の配列であ

って、検出器から論理回路入口までを

いう。 

 

３ 第３号に規定する「多様性を確保す

る」とは、同一事象に対する安全保護動

作が、異なるパラメータからの信号により

機能することを含む。 

 

４ 第４号に規定する「それぞれ互いに分

離し」とは、独立性を有するようなチャン

ネル間の物理的分離及び電気的分離

等をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 第５号に規定する「駆動源の喪失、系

統の遮断その他の不利な状況」とは、電

力若しくは計装用空気の喪失又は何ら

かの原因により安全保護回路の論理回

路が遮断される等の状況をいう。なお、

不利な状況には、環境条件も含むが、

どのような状況を考慮するかは、個々の

設計に応じて判断する。 

 

６ 第５号に規定する「試験研究用等原

子炉施設をより安全な状態に移行する

か、又は当該状態を維持することによ

り、試験研究用等原子炉施設の安全上

支障がない状態を維持できる」とは、安

全保護回路が単一故障した場合におい

ても、試験研究用等原子炉施設をより

安全な状態に移行することにより、最終

行っても、あるいは異常状態時において、チャンネル

又はトレインの単一故障を想定しても安全保護機能

を失うことがないよう、チャンネル及びトレインを次のよ

うに多重化する。 

(1) チャンネルは偽の信号発生等による誤動作を

防止することも考慮して「2 out of 3」構成とす

る。 

(2) トレインは「1 out of 2」構成とする。 

 

 

 

 

四【追加要求事項なし】 

安全保護系を構成するチャンネルに対しては、各

チャンネル相互を分離し、独立性を図る設計とする。

具体的には、次のとおりである。 

(1) 計装用配管は、原子炉格納容器貫通部を含

めてチャンネルごとに分離、独立した設計とす

る。 

(2) 各チャンネルに専用のケーブルトレイ、計器ラ

ック等を設けるとともに、安全保護系の論理回路

はトレインごとに独立した設計とする。 

(3) 各チャンネルの電源は、無停電電源よりそれ

ぞれ独立に供給する設計とする。 

 

五【追加要求事項なし】 

安全保護系の双安定回路、原子炉スクラムしゃ断

器等は、駆動源の喪失、系のしゃ断に対して、原子

炉をスクラムさせる方向に作動するように設計する。 

その他の安全保護回路は、駆動源の喪失、系のし

ゃ断に対して安全保護動作が作動するか又はそのま

ま現在の状態を維持する。この現状維持の場合でも

多重化された他の回路が保護動作を行い、安全上

支障がない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行っても、あるいは異常状態時において、チャンネル

又はトレインの単一故障を想定しても安全保護機能

を失うことがないよう、チャンネル及びトレインを次のよ

うに多重化する。 

(1) チャンネルは偽の信号発生等による誤動作を防

止することも考慮して「2 out of 3」構成とする。 

(2) トレインは「1 out of 2」構成とする。 

 

 

 

 

 

方針 34. 安全保護系の独立性（設計方針） 

安全保護系を構成するチャンネルに対しては、各

チャンネル相互を実用上可能な限り物理的及び電

気的に分離し、独立性を図る設計とする。具体的に

は、次のとおりである。 

(1) 計装用配管は、原子炉格納容器貫通部を含め

て可能な限りチャンネルごとに分離、独立した設計

とする。 

(2) 各チャンネルごとに専用のケーブルトレイ、計器

ラック等を設けるとともに、安全保護系の論理回路

はトレインごとに独立した設計とする。 

(3) 各チャンネルの電源は、無停電電源よりそれぞ

れ独立に供給する設計とする。 

 

方針 37.  安全保護系の故障時の機能（設計方針） 

安全保護系の双安定回路、原子炉スクラムしゃ断

器等は、駆動源の喪失、系のしゃ断に対して、原子

炉をスクラムさせる方向に作動するように設計する。 

その他の安全保護回路は、駆動源の喪失、系のし

ゃ断に対して安全保護動作が作動するか又はそのま

ま現在の状態を維持する。この現状維持の場合でも

多重化された他の回路が保護動作を行い、安全上

支障がないような設計とする。 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

六 不正アクセス行為その他の電子計

算機に使用目的に沿うべき動作をさ

せず、又は使用目的に反する動作を

させる行為による被害を防止すること

ができるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

七 計測制御系統施設の一部を安全

保護回路と共用する場合には、その

安全保護機能を失わないよう、計測

制御系統施設から機能的に分離され

たものとすること。 

的に試験研究用等原子炉施設が安全

側の状態を維持するか、又は安全保護

回路が単一故障を起こしてそのままの

状態にとどまった場合においても試験研

究用等原子炉施設の安全上支障がな

い状態を維持できることをいう。 

 

７ 第６号に規定する「不正アクセス行為

その他の電子計算機に使用目的に沿う

べき動作をさせず、又は使用目的に反

する動作をさせる行為による被害を防

止すること」とは、ハードウェアの物理的

分離、機能的分離に加え、システムの

導入段階、更新段階又は試験段階でコ

ンピュータウイルスが混入することを防

止する等、承認されていない動作や変

更を防ぐことをいう。 

 

８ 第７号に規定する「安全保護機能を

失わない」とは、接続された計測制御系

統施設の機器又はチャンネルに単一故

障、誤操作若しくは使用状態からの単一

の取り外しが生じた場合においても、これ

により悪影響を受けない部分の安全保護

回路が第１号から第６号を満たすことを

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

六  

全保護系回路は、インターロック回路を含めリレー

やスイッチング素子等の電気部品を用いた制御機器

で構成されており、ソフトウェアを用いた装置を使用し

ていないこと、原子炉建家及び中央制御室の出入管

理並びに盤の施錠管理により物理的アクセスを制限

していることから、外部ネットワークからの侵入防止等

のサイバーセキュリティを考慮する必要はない。 

 

 

 

 

七【追加要求事項なし】 

安全保護系は、安全保護機能を失うような影響を

受けないように、安全保護系以外の計測制御系から

分離した設計とする。安全保護系の一部から、安全

保護系以外の計測制御系の信号を取出す場合に

は、信号の分岐箇所に絶縁増幅器を使用し、出力

側(安全保護系以外の計測制御系)で回路の短絡、

開放等の故障が生じても入力側(安全保護系)へ影

響を与えない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針 38.  安全保護系と計測制御系との分離（設計

方針） 

安全保護系は、安全保護機能を失うような影響を

受けないように、安全保護系以外の計測制御系から

分離した設計とする。安全保護系の一部から、安全

保護系以外の計測制御系の信号を取出す場合に

は、信号の分岐箇所には絶縁増幅器を使用し、出力

側（安全保護系以外の計測制御系）で回路の短絡、

開放等の故障が生じても入力側（安全保護系）へ影

響を与えない設計とする。 

 

（反応度制御系統） 

第十九条 試験研究用等原子炉施設に

は、次に掲げるところにより、反応度制御

系統を設けなければならない。 

 

一 通常運転時に予想される温度変

化、キセノンの濃度変化、実験物（構

造材料その他の実験のために使用さ

れるものをいう。以下同じ。）の移動そ

の他の要因による反応度変化を制御

できるものとすること。 

 

二 制御棒を用いる場合にあっては、次

に掲げるものであること。 

イ 炉心からの飛び出し、又は落下

第１９条（反応度制御系統） 

１ 第１号に規定する「実験物の移動」と

は、運転中の試験研究用等原子炉内

への実験物の挿入あるいは取出し、ル

ープ及び照射カプセル中の冷却材の沸

騰など実験設備等の構成機器等の状

態変化をいう。なお、「ループ」とは、試

験研究用等原子炉の運転中に試料を

炉心位置に挿入し、又は取り出すことに

より照射量を調整することが可能な実験

装置をいう。 

 

２ 第２号ロに規定する「制御棒の反応度

添加率」の評価に当たっては、試験研

究用等原子炉の運転状態との関係で、

 

 

 

 

一【追加要求事項なし】 

炉心の反応度は、制御棒系によって制御する。制

御棒系は、出力変化、キセノン濃度変化、高温から

常温までの温度変化、更に燃料の燃焼に伴う反応

度変化の補償を行って、通常運転時に生じることが

予想される反応度変化を制御するのに十分な反応

度制御能力を有する設計とする。 

 

二【追加要求事項なし】 

制御棒の浮き上がりに対しては原子炉内における

冷却材の流れを下降流とする流体力学的な対策に

 

 

 

 

方針 14. 反応度制御系（設計方針） 

1. 炉心の反応度は、制御棒系によって制御する。 

制御棒系は、出力変化、キセノン濃度変化、高温

から常温までの温度変化、更に燃料の燃焼に伴う反

応度変化の補償を行って、所要の運転状態を維持

できるように設計する。また、出力分布の調整も制御

棒系により行う。 

 

2. 制御棒の浮上がりに対しては原子炉内における冷

却材の流れを下降流とする流体力学的な対策によ

り、また、制御棒の飛出しに対してはスタンドパイプ及

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  33/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

を防止するものとすること。 

ロ 当該制御棒の反応度添加率

は、原子炉停止系統の停止能力

と併せて、想定される制御棒の異

常な引き抜きが発生しても、燃料

の許容設計限界を超えないもの

とすること。 

 

制御棒の挿入の程度、配置状態等、正

の反応度添加率を制限する装置が設け

られている場合には、その効果を考慮し

てもよい。 

 

より、また、制御棒の飛び出しに対してはスタンドパイ

プ及びスタンドパイプ固定装置の構造的な対策によ

り、制御棒の浮き上がり又は飛び出しが起こらない設

計とする。 

万一、制御棒系を収納、支持しているスタンドパイ

プ及びスタンドパイプクロージャが破損したとしても、ス

タンドパイプ固定装置によりスタンドパイプ及びスタンド

パイプクロージャの飛び上がりを防止し、過大な反応

度が添加されるような制御棒の飛び出しを防止でき

る設計とする。 

制御棒引き抜きによる反応度添加については、制

御棒パターンインターロックで制御棒引き抜きパター

ンを規制することにより、制御棒の最大反応度添加

量を制限し、かつ、制御棒引き抜き最大速度を制限

することにより、過度の反応度添加率とならない設計

とする。また、原子炉の出力が異常に上昇した場合

には、原子炉保護設備の信号により、原子炉は自動

停止し、燃料の許容設計限界を超えない設計とす

る。 

 

びスタンドパイプ固定装置の構造的な対策により、制

御棒の浮上がり又は飛出しが起こらない設計とする。 

万一、制御棒系を収納、支持しているスタンドパイ

プ及びスタンドパイプクロージャが破損したとしても、ス

タンドパイプ固定装置によりスタンドパイプ及びスタンド

パイプクロージャの飛上がりを防止できるようにする。

即ち、このように設計することにより、過大な反応度が

添加されるような制御棒の飛出しを防止する。 

また、制御棒引抜きによる反応度添加について

は、制御棒パターンインターロックで制御棒引抜きパ

ターンを規制することにより、制御棒の最大反応度添

加量を制限し、かつ、制御棒引抜き最大速度を制限

することにより、過度の反応度添加率とならない設計

とする。 

更に、制御棒パターンインターロック等のインターロ

ック機能を考慮せず、制御棒が最大速度で連続的に

引抜かれたと仮定しても、制御棒系の作動により速

やかに原子炉を臨界未満にし、炉心及び炉内構造

物は大きく損傷することなく、冷却形状が維持できる

設計とする。 

 

（放射性廃棄物の廃棄施設） 

第二十二条 工場等には、次に掲げるとこ

ろにより、通常運転時において放射性廃

棄物を廃棄する施設（放射性廃棄物を

保管廃棄する施設を除く。）を設けなけ

ればならない。 

 

一 周辺監視区域の外の空気中及び周

辺監視区域の境界における水中の放

射性物質の濃度を十分に低減できる

よう、試験研究用等原子炉施設にお

いて発生する放射性廃棄物を処理す

る能力を有するものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２２条（放射性廃棄物の廃棄施設） 

１ 第１号に規定する「十分に低減できる」

とは、As Low As Reasonably 

Achievable（以下「ALARA」という。)の考

え方の下、「発電用軽水型原子炉施設

周辺の線量目標値に関する指針」（昭

和５０年５月１３日原子力委員会決定）

を参考に、周辺公衆の線量を合理的に

達成できる限り低くすることをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一【追加要求事項なし】 

気体廃棄物の廃棄施設は、「発電用軽水型原子

炉施設周辺の線量目標値に関する指針」を適切に

考慮して、周辺環境に放出する放射性廃棄物による

周辺公衆の線量が、合理的に達成できる限り低くな

るように濃度及び量を低減できる設計とする。 

(1) 燃料取扱設備のパージガス等の気体廃棄物

Ａは、フィルタにより微粒子、放射性よう素等を

除去した後、放射性物質の濃度を監視しなが

ら排気筒から放出する。 

(2) １次ヘリウム純化設備のコールドチャコールトラ

ップ再生オフガス等の気体廃棄物Ｂは、減衰タ

ンクに一定期間（約 30日）貯留することにより、

放射能を減衰させた後、気体廃棄物Ａを処理

する系を通して、放射性物質の濃度を監視し

ながら排気筒から放出する。 

(3) 気体廃棄物の廃棄施設を設置している区域

からの排気空気は、微粒子用フィルタ等を通し

た後、放射性物質の濃度を監視しながら排気

筒から放出する。 

 

 

方針 51. 放射性気体廃棄物の処理施設（設計方

針） 

気体廃棄物処理設備は、周辺環境に放出する放

射性気体廃棄物による周辺公衆の線量を合理的に

達成できる限り低く保つとともに「発電用軽水型原子

炉施設周辺の線量目標値に関する指針」を適切に

考慮して、次のようにろ過、貯留、保持、減衰、管理

等を行い、放射性物質の濃度及びその量を合理的

に達成できる限り低減できる設計とする。 

(1) 燃料取扱設備のパージガス等の気体廃棄物

A は、フィルタにより微粒子、放射性よう素等を

除去した後、放射性物質の濃度を監視しながら

排気筒から放出する。 

(2) 1次ヘリウム純化設備のコールドチャコールトラ

ップ再生オフガス等の気体廃棄物 B は、減衰タ

ンクに一定期間（約 30 日）貯留することにより、

放射能を減衰させた後、気体廃棄物 A を処理

する系を通して、放射性物質の濃度を監視しな

がら排気筒から放出する。 

(3) 気体廃棄物処理設備を設置している区域か

らの排気空気は、微粒子用フィルタ等を通した
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備考 

 

 

 

二 液体状の放射性廃棄物の処理に係

るものにあっては、放射性廃棄物を処

理する施設から液体状の放射性廃棄

物が漏えいすることを防止し、及び工

場等外へ液体状の放射性廃棄物が

漏えいすることを防止できるものとする

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 固体状の放射性廃棄物の処理に係

るものにあっては、放射性廃棄物を処

理する過程において放射性物質が散

逸し難いものとすること。 

 

 

２ 第２号に規定する「液体状の放射性廃

棄物が漏えいすることを防止し、及び工

場等外へ液体状の放射性廃棄物が漏え

いすることを防止」については、「放射性

液体廃棄物処理施設の安全審査に当た

り考慮すべき事項ないしは基本的な考え

方」（昭和５６年９月２８日原子力安全委

員会決定）を参考とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二【追加要求事項なし】 

液体廃棄物の廃棄設備は、「発電用軽水型原子

炉施設周辺の線量目標値に関する指針」を適切に

考慮して、周辺環境に放出する放射性廃棄物による

周辺公衆の線量が、合理的に達成できる限り低くな

るように濃度及び量を低減できる設計とする。原子炉

施設から生じる液体廃棄物は、液体廃棄物の廃棄

設備の廃液槽に回収し、一時貯留後、放射性物質

の濃度を測定する。測定した放射性物質の濃度が

「線量告示」に定める濃度限度を超える場合、当該

液体廃棄物は廃液運搬車により廃棄物管理施設へ

移送して引き渡す。また、測定した放射性物質の濃

度が「線量告示」に定める濃度限度以下の場合、当

該液体廃棄物は廃液運搬車により廃棄物管理施設

へ移送して引き渡す、若しくは排水口より一般排水管

へ放出する。 

液体廃棄物の廃棄設備からの液体状の放射性物

質の漏えいの防止及び敷地外への管理されない放

出を防止するため、液体廃棄物の廃棄設備の廃液

槽を収納している機器室の床面及び壁面は、液体状

の放射性物質が室外に漏えいし難い構造にし、か

つ、漏えいの拡大を防止するため、廃液槽の周辺に

は堰等を設ける設計とする。廃液運搬車に設ける廃

液移送容器は、液体廃棄物が漏えいし難い構造に

し、漏えいの拡大を防止するため、周辺には受け皿を

設ける設計とする。 

 

三【追加要求事項なし】 

原子炉施設には、放射性固体廃棄物の焼却、固

型化等の処理を行う設備はない。 

 

後、放射性物質の濃度を監視しながら排気筒か

ら放出する。 

 

方針 52. 放射性液体廃棄物の処理施設（設計方

針） 

1. 原子炉施設から生ずる液体廃棄物は、液体廃棄

物処理設備の廃液槽に回収して一時貯留し、放射

性物質の濃度を測定した後、廃液運搬車により「廃

棄物管理施設」に移送して引き渡す。なお、濃度限

度以下のものは、排水口から一般排水管へ放出す

る場合がある。 

 

2. 液体廃棄物処理設備の廃液槽を収納している機

器室の床面及び壁面は、液体状の放射性物質が室

外に漏えいし難い構造にし、必要に応じて漏えいの

拡大を防止するため、床面、出入口等には堰を設け

る設計とする。 

 

 

 

 

 

方針 53. 放射性固体廃棄物の処理施設（設計方

針） 

原子炉施設から生ずる放射性固体廃棄物は、専

用の移送容器で取扱うか、又は発生場所でドラム缶

等の容器に収納して、放射性物質の散逸等を防止

し、一時保管した後、原子炉建家、使用済燃料貯蔵

建家へ移送するか、あるいは廃棄物管理施設へ移

送して引き渡す。 

 

（保管廃棄施設） 

第二十三条 工場等には、次に掲げるとこ

ろにより、試験研究用等原子炉施設に

おいて発生する放射性廃棄物を保管廃

棄する施設を設けなければならない。 

一 放射性廃棄物が漏えいし難いものと

すること。 

二 固体状の放射性廃棄物を保管廃棄

する設備を設けるものにあっては、放射

第２３条（保管廃棄施設） 

１ 第２３条に規定する「試験研究用等原

子炉施設において発生する放射性廃棄

物を保管廃棄する」とは、将来的に試験

研究用等原子炉施設から発生する放射

性固体廃棄物の発生量及び搬出量を考

慮して放射性固体廃棄物を保管廃棄及

び管理できることをいう。 

 

 

保管廃棄施設として固体廃棄物保管室を設ける。

原子炉施設で発生した固体廃棄物は、固体廃棄物

保管室へ保管し、廃棄物管理施設へ引き渡す。固

体廃棄物保管室は、固体廃棄物を廃棄物管理施設

へ移送するまでの間、発生が予想される量を保管で

きる容量とするとともに、ドラム缶等の容器に保管する

等の方法により放射性廃棄物が漏えいし難く、また放

射性廃棄物による汚染の拡大防止を考慮した設計と
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備考 

性廃棄物による汚染が広がらないものと

すること。 

 

 

する。 

なお、使用済の可動反射体ブロック、制御棒案内

ブロック、制御棒等は、貯蔵プール、照射物貯蔵ピッ

ト又は使用済燃料貯蔵建家内の貯蔵セルに貯蔵保

管し、ドラム缶等の容器に収納して、廃棄物管理施

設へ引き渡す。 

（工場等周辺における直接ガンマ線等から

の防護） 

第二十四条 試験研究用等原子炉施設

は、通常運転時において試験研究用等

原子炉施設からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による工場等周辺

の空間線量率が十分に低減できるもの

でなければならない。 

 

第２４条（工場等周辺における直接ガンマ

線等からの防護） 

１ 第２４条に規定する「十分に低減でき

る」とは、ALARAの考え方の下、｢発電用

軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量評価について｣（平成元

年３月２７日原子力安全委員会了承）を

参考に施設を設計し管理することをい

う。また、原子炉設置（変更）許可申請

書等において、空気カーマで一年間当た

り５０マイクログレイ以下となるように設計

及び管理することとし、その旨明記する

場合は、申請に当たってその線量を評価

する必要はない。 

 

 

【追加要求事項なし】 

通常運転時において、原子炉施設からの直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線による敷地周辺の空

間線量率が「発電用軽水型原子炉施設の安全審査

における一般公衆の線量評価について」を参考に、

年間 50 マイクログレイ以下となるように設計する。 

 

 

添付書類八 １２．放射線管理施設（設計方針） 

 原子炉施設周辺の一般公衆が受ける被ばくについ

ては、科学技術庁告示第 20 号「試験研究の用に供

する原子炉等の設置、運転等に関する規則等の規定

に基づき、線量限度等を定める告示」（以下「線量限

度等を定める告示」という。）に定められた周辺監視区

域外の線量限度より十分小さくなるようにする。また、

直接線量及びスカイシャイン線量については、人の居

住の可能性のある本施設敷地境界外において、合理

的に達成できる限り十分低くなるような遮へいとする。 

 

 

（放射線からの放射線業務従事者の防

護） 

第二十五条 試験研究用等原子炉施設

は、外部放射線による放射線障害を防

止する必要がある場合には、次に掲げ

るものでなければならない。 

 

一 放射線業務従事者が業務に従事す

る場所における放射線量を低減でき

るものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２５条（放射線からの放射線業務従事

者の防護） 

 

１ 第１項第１号に規定する「放射線量を

低減できるもの」とは、ALARAの考え方

の下、放射線業務従事者の作業性等

を考慮して、遮蔽、機器の配置、遠隔

操作、放射性物質の漏えい防止、換気

等、所要の放射線防護上の措置を講じ

たものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 について【追加要求事項なし】 

一 原子炉施設は、「試験研究の用に供する原子炉

等の設置、運転等に関する規則」に基づいて管理

区域を定めるとともに、通常運転時、定期検査時

等において放射線業務従事者が受ける線量が「核

原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する

規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」

（以下「線量告示」という。）に定められた線量限度

を超えないようにし、無用の放射線被ばくを防止す

るように遮蔽及び機器の配置を行う。 

なお、遮蔽設計に当たっては、放射線業務従事

者の立入り頻度、滞在時間等を考慮して基準線量

率を設け、これを満足するようにする。 

放射性物質濃度の高い液体は、系外へ漏えい

しない設計とする。また、万一漏えいが生じた場合

でも汚染が拡大しないように、機器を独立した区画

に配置する等の対策を施し、漏えいの拡大防止及

び早期発見ができるように設計する。 

 

 

 

方針 55. 放射線防護（設計方針） 

1. 原子炉施設は、「試験研究の用に供する原子炉

等の設置、運転等に関する規則」に基づいて管理区

域を定めるとともに、通常運転時、定期検査時等に

おいて放射線業務従事者が受ける線量が、「試験研

究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する

規則等の規定に基づき、線量限度等を定める告示」

に定められた線量限度を超えないようにし、無用の

放射線被ばくを防止するように遮へい及び機器の配

置を行う。 

なお、遮へい設計に当たっては、放射線業務従事

者の立入り頻度、滞在時間等を考慮して基準線量

率を設け、これを満足するようにする。 

2. 放射性物質濃度の高い液体は、可能な限り系外

へ漏えいしない設計とする。また、万一漏えいが生じ

た場合でも汚染が拡大しないように、機器を独立した

区画に配置する等の対策を施し、漏えいの拡大防止

及び早期発見ができるように設計する。 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  36/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

二 放射線業務従事者が運転時の異

常な過渡変化時及び設計基準事故

時において、迅速な対応をするために

必要な操作ができるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 工場等には、放射線から放射線業務

従事者を防護するため、放射線管理施

設を設けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 前項の放射線管理施設には、放射線

管理に必要な情報を原子炉制御室そ

の他当該情報を伝達する必要がある場

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第２項に規定する「放射線管理施設」

とは、放射線被ばくを監視及び管理する

ため、放射線業務従事者の出入管理、

汚染管理、除染等を行う施設をいう。 

 

 

 

 

 

 

３ 第３項に規定する「必要な情報を原子

炉制御室その他当該情報を伝達する必

要がある場所に表示できる」とは、原子炉

換気空調設備は、放射線業務従事者が常駐す

るあるいは頻繁に立ち入る中央制御室、通路等の

立入り頻度の高い区域及びその他の区域に区分

し、それぞれ適切な換気を行い、原子炉施設内の

雰囲気の浄化が行える設計とする。 

 

 

二 中央制御室は、異常状態時においても中央制御

室にとどまり各種の操作を行う運転員が「線量告

示」に定められた限度を超える被ばくを受けないよ

うに、遮蔽を設ける等の放射線防護措置を講じた

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 について【追加要求事項なし】 

放射線業務従事者の放射線被ばくを十分に監視

及び管理するために、作業環境モニタリング設備、放

射線サーベイ設備、個人被ばくモニタリング設備（個

人線量計）を備えるほか、管理区域内への立入り及

び物品の搬出入を管理するための出入管理設備及

び表面汚染管理設備を設ける。 

 

 

 

3 について【追加要求事項なし】 

作業環境モニタリング設備は、管理区域内の主要

箇所の線量当量率及び空気中の放射性物質の濃

度を測定し、これを中央制御室に指示又は記録する

とともに、異常状態が発生したときには、中央制御室

3. 換気空調設備は、放射線業務従事者が常駐する

あるいは頻繁に立ち入る中央制御室、通路等の立

入り頻度の高い区域及びその他の区域に区分し、そ

れぞれ適切な換気を行い、原子炉施設内の雰囲気

の浄化が行える設計とする。 

 

 

方針 55. 放射線防護（設計方針） 

異常状態において運転員が必要な操作を行う中

央制御室は、方針 42．に基づき設計する。 

方針 42. 制御室の居住性に対する考慮（設計方針） 

中央制御室において火災が発生する可能性を極

力抑えるように、制御室内のケーブル、制御盤等は、

実用上可能な限り不燃性又は難燃性の材料を使用

するとともに、中央制御室には消火設備を設置する。 

更に、事故が発生した際には、従事者が原子炉の

停止、補助冷却設備の起動、原子炉格納容器の隔

離等必要な安全機能の作動確認などを含む事故時

の対策に必要な各種の操作を行えるよう、中央制御

室に接近でき、かつ、留まることができるよう、室内に

留まる運転員等の線量が「試験研究の用に供する原

子炉等の設置、運転等に関する規則等の規定に基づ

き、線量限度等を定める告示」（第８条）に定められた

緊急作業に係る線量限度を十分下回るように、遮蔽

を設ける。 

また、中央制御室系換気空調装置は、事故時には

外気としゃ断でき、フィルタを通る閉回路循環運転を

行うことにより、運転員等を放射線被ばくから防護する

設計とする。 

 

方針 56. 放射線業務従事者の放射線管理（設計方

針） 

放射線業務従事者の放射線被ばくを十分に監視

及び管理するために、作業環境モニタリング設備、放

射線サーベイ設備、個人被ばくモニタリング設備（ガ

ラス線量計、ポケット線量計等）を備えるほか、管理

区域内への立入り及び物品の搬出入を管理するた

めの出入管理設備及び表面汚染管理設備を設け

る。 

 

方針 56. 放射線業務従事者の放射線管理（設計方

針） 

作業環境モニタリング設備は、管理区域内の主要



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  37/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

所に表示できる設備を設けなければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

制御室において放射線管理に必要なエリ

ア放射線モニタによる空間線量率を、ま

た、伝達する必要がある場所において管

理区域における空間線量率及び空気中

の放射性物質の濃度及び床面等の放射

性物質の表面密度をそれぞれ表示でき

ることをいう。 

 

及びその他必要な箇所に警報を発する設計とする。 

また、放射線業務従事者が特に頻繁に立入る箇

所については、定期的及び必要の都度、サーベイメ

ータによる外部被ばくによる線量当量率、サンプリン

グ等による空気中の放射性物質の濃度及び表面の

放射性物質の密度の測定を行う。 

 

箇所の線量当量率及び空気中の放射性物質の濃

度を測定し、これを中央制御室に指示又は記録する

とともに、異常状態が発生したときには、中央制御室

及びその他必要な箇所に警報を発する設計とする。 

また、放射線業務従事者が特に頻繁に立入る箇

所については、定期的及び必要の都度、サーベイメ

ータによる外部被ばくによる線量当量率、サンプリン

グ等による空気中の放射性物質の濃度及び表面の

放射性物質の密度の測定を行う。 

 

（保安電源設備） 

第二十八条 試験研究用等原子炉施設

は、重要安全施設がその機能を維持す

るために必要となる電力を当該重要安

全施設に供給するため、電力系統に連

系したものでなければならない。 

 

 

 

 

 

２ 試験研究用等原子炉施設には、非常

用電源設備を設けなければならない。 

 

 

３ 非常用電源設備及びその附属設備

は、多重性又は多様性を確保し、及び

独立性を確保し、その系統を構成する

機械又は器具の単一故障が発生した

場合であっても、運転時の異常な過渡

変化時又は設計基準事故時において

工学的安全施設及び設計基準事故に

対処するための設備がその機能を確保

するために十分な容量を有するもので

なければならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当する場合は、この限りで

ない。 

一 外部電源を喪失した場合その他

の非常の場合において工学的安全

施設及び設計基準事故に対処する

ための設備へ電気を供給するため

の発電設備が常時作動している場

合 

第２８条（保安電源設備） 

１ 第１項に規定する「重要安全施設」に

ついては、「水冷却型試験研究用原子

炉施設に関する安全設計審査指針（平

成３年７月１８日原子力安全委員会決

定）」の「添付水冷却型試験研究用原

子炉施設の重要度分類に関する基本

的な考え方」の「４．(３)電気系統に対す

る設計上の考慮」に示されるものとす

る。水冷却型研究炉以外の炉型につい

ても、これを参考とすること。 

 

２ 第２項に規定する「非常用電源設備」

とは、非常用電源設備（非常用発電機、

バッテリ等）及び工学的安全施設を含む

重要安全施設への電力供給設備（非常

用母線スイッチギヤ、ケーブル等）をい

う。 

 

 

 

1 について【追加要求事項なし】 

原子炉施設は、第1.3.3表に示す重要度の特に高

い安全機能を有する構築物、系統及び機器がその

安全機能を達成するため、大洗研究所（北地区）北

受電所から 6.6 kV 配電線１回線で商用電源を受

電する。 

 

 

 

 

 

2 について【追加要求事項なし】 

原子炉施設に、非常用電源として、非常用発電機

2台及び蓄電池、充電器等から構成する2系統の直

流電源設備並びに3系統の安全保護系用交流無停

電電源装置を設ける。 

 

3 について【追加要求事項なし】 

非常用電源は、電気的及び物理的に独立な複数

の系統で構成し、１系統の故障が他系統に影響を及

ぼすことのない設計とする。 

また、非常用電源は、１系統が作動しないと仮定し

ても、他の系統で運転時の異常な過渡変化時におい

て、燃料の許容設計限界及び原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの設計条件を超えることなく、原子炉を停止、

冷却でき、あるいは減圧事故等の設計基準事故時

の炉心の冷却を行い、かつ、安全機能の維持に必要

な系統及び機器の安全機能を確保できる機能及び

容量を有する設計とする。 

 

 

方針 47. 電気系統（設計方針） 

重要度の特に高い安全機能を有する構築物、系

統及び機器がその安全機能を達成するため、商用

電源として設置している 6.6 KV 配電線１回線のほ

かに、非常用電源としては、非常用発電機２台、原

子炉の安全のため常に確実な電源を必要とする機

器に対して、２組の蓄電池を設置する。 

 

 

 

 

方針 47. 電気系統（設計方針） 

非常用電源は、電気的及び物理的に独立な２系

統で構成し、１系統の故障が他系統に影響を及ぼす

ことのない設計とする。 

また、非常用電源は、１系統が作動しないと仮定し

ても、他の１系統で運転時の異常な過渡変化時にお

いて、燃料の許容設計限界及び原子炉却材圧力バ

ウンダリの設計条件を超えることなく、原子炉を停止、

冷却でき、あるいは減圧事故等の事故時の炉心の冷

却を行い、かつ、原子炉格納容器の健全性並びに安

全機能の維持に必要な系統及び機器の安全機能を

確保できる機能及び容量を有する設計とする。 
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二 工学的安全施設及び設計基準

事故に対処するための設備が、無

停電電源装置に常時電気的に接

続されている場合 

三 外部電源を喪失した場合であっ

て、次に掲げる全ての要件を満たす

場合 

イ 換気設備（非常用のものに限

る。）を作動させる必要がないこ

と。 

ロ 試験研究用等原子炉を未臨

界に移行することができ、か

つ、低温状態において未臨界

を維持することができること。 

ハ 燃料体の崩壊熱を適切に除

去することができること。 

 

（実験設備等） 

第二十九条 試験研究用等原子炉施設

に設置される実験設備（試験研究用等

原子炉を利用して材料試験その他の実

験を行う設備をいう。）及び利用設備

（試験研究用等原子炉を利用して分

析、放射性同位元素の製造、医療その

他の行為を行うための設備をいう。）（以

下「実験設備等」と総称する。）は、次に

掲げるものでなければならない。 

 

一 実験設備等の損傷その他の実験設

備等の異常が発生した場合においても、

試験研究用等原子炉の安全性を損なう

おそれがないものとすること。 

 

二 実験物の移動又は状態の変化が生

じた場合においても、運転中の試験研

究用等原子炉に反応度が異常に投入

されないものとすること。 

 

 

 

三 放射線又は放射性物質の著しい漏

えいのおそれがないものとすること。 

 

第２９条（実験設備等） 

１ 第２９条は、試験研究用等原子炉に特

有の実験設備について定めたものであ

る。なお、第２９条に規定する「実験設

備等」とは、試験研究用等原子炉を使

用する実験設備及び利用設備であり、

照射試験用の炉内照射設備（ループを

含む。）、冷中性子源装置等を含む。 

 

 

 

２ 第１号に規定する「試験研究用等原子

炉の安全性を損なうおそれがないもの」

とは、試験研究用等原子炉を自動停止

させる等の機能を有するものを含む。 

 

３ 第２号に規定する「反応度が異常に投

入されないもの」とは、実験物の状態変

化、移動等によってもたらされる反応度

変化が反応度制御系統の操作によって

十分安全に制御できる範囲内にあるも

のをいう。 

 

４ 第３号に規定する「著しい漏えいのおそ

れがないもの」とは、放射線業務従事者

に過度の放射線被ばくをもたらさないよ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 について【追加要求事項なし】 

一及び二 燃料限界照射試料を除く照射試料及び

実験設備は、その脱落等によって原子炉に過度の

反応度を与えないようにし、かつ、その異常又は損

傷によって、原子炉の停止及び冷却機能を損な

わない等、原子炉の安全を損なわないように各構

成要素が十分な強度を有する設計とする。 

 

 

 

 

 

三 実験設備は、放射線業務従事者等の放射線被

ばくを低減させるため、遮蔽に留意した設計とする

とともに、放射性物質の著しい漏えいが生じること

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針 27. 照射試料及び実験設備（設計方針） 

燃料限界照射試料を除く照射試料及び実験設備

は、その脱落等によって原子炉に過度の反応度を与

えないようにし、かつ、その異常又は損傷によって、

原子炉の停止及び冷却機能を損なわない等、原子

炉の安全を損なわないように各構成要素が十分な

強度を有する設計とする。 

 

 

 

 

 

実験設備は、放射線業務従事者等の放射線被ば

くを低減させるため、遮へいに留意した設計とする。 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  39/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

 

四 試験研究用等原子炉施設の健全性

を確保するために実験設備等の動作状

況、異常の発生状況、周辺の環境の状

況その他の試験研究用等原子炉の安

全上必要なパラメータを原子炉制御室

に表示できるものとすること。 

 

 

 

五 実験設備等が設置されている場所

は、原子炉制御室と相互に連絡すること

ができる場所とすること。 

うに、実験設備等に適切に遮蔽するとと

もに放射性物質の漏えいを防止する対

策を講じたもの等をいう。 

 

５ 第４号に規定する「実験設備等の動作

状況、異常の発生状況、安全上必要な

パラメータを原子炉制御室に表示でき

るもの」とは、運転中に重要なパラメータ

（温度、圧力、流量等）が監視でき、ま

た、試験研究用等原子炉の安全に重

大な影響を及ぼすおそれのある異常な

状態に対しては、警報設備を設けたもの

等をいう。 

 

 

がない設計とする。 

 

 

 

四 実験設備に関する安全上必須なパラメータにつ

いては、照射試験中に中央制御室で監視できる設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

五 実験設備が設置されている場所には、送受話器

等を設置し、中央制御室と相互に連絡ができる設

計とする。 

 

 

 

 

 

実験設備に関する安全上必須なパラメータについ

ては、照射試験中に中央制御室で監視できる設計と

する。 

（通信連絡設備等） 

第三十条 工場等には、設計基準事故が

発生した場合において工場等内の人に

対し必要な指示ができるよう、通信連絡

設備を設けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 工場等には、設計基準事故が発生した

場合において試験研究用等原子炉施

設外の通信連絡をする必要がある場所

と通信連絡ができるよう、多重性又は多

様性を確保した通信回線を設けなけれ

ばならない。 

 

 

第３０条（通信連絡設備等） 

１ 第１項に規定する「工場等内の人」と

は、敷地内にいる外部研究者、見学者

及び放射線業務従事者を含めた全て

の人をいう。 

 

２ 第１項に規定する「必要な指示」とは、

敷地内の人に対し、過度の放射線被ば

くを防止するという観点から行う事象の

発生の連絡や避難指示等をいう。 

 

３ 第２項に規定する「試験研究用等原子

炉施設外の通信連絡をする必要がある

場所」とは、関係官庁等の異常時通報

連絡先機関等（以下、「外部必要箇所」

という。）をいう。 

 

４ 第２項に規定する「多様性を確保した

通信回線」とは、専用通話設備、一般

電話回線、専用電話回線等のうち、い

ずれか二つ以上の経路により外部必要

箇所との通信を可能としたものをいう。 

なお、第４０条、第５３条及び第６１条

において準用する第５３条に規定する措

置として通信連絡設備を設置することが

必要な試験研究用等原子炉施設にあ

 

1 について【追加要求事項なし】 

設計基準事故が発生した場合、敷地内にいる人

に対し、必要な指示ができるように、敷地内に構内一

斉放送設備を設けるとともに、原子炉施設内につい

ては、中央制御室から指示できる非常用放送設備

(ＨＴＴＲ)及び中央制御室と原子炉施設内の各所と

の間で通信連絡を行うための送受話器(ページング)

を設ける。構内一斉放送設備、非常用放送設備(Ｈ

ＴＴＲ)及び送受話器(ページング)は、商用電源喪失

時において使用できる設計とする。 

 

 

 

2 について 

大洗研究所(北地区)には、設計基準事故が発生

した場合において原子炉施設外の通信連絡をする

必要がある場所との通信連絡は、次のような設計と

する。 

(1) 大洗研究所(北地区)内に設置される現地対策

本部から関係官庁等の異常時通報連絡先機

関等へ連絡を行うための通信連絡設備は、一

般電話回線、災害時優先回線、衛星回線等

により多様性を確保した設計とする。 

 なお、多量の放射性物質等を放出する事故

が発生した場合においては、災害時優先回線

 

方針 43. 緊急時対策所（設計方針） 

事故時においては、大洗研究開発センターが定め

る「事故対策規則」に則して対処する。 

即ち、大洗研究開発センター内に現地対策本部

を設け、必要な対策指令を発する。現地対策本部に

は、原子炉施設内外の関連箇所との連絡通信のた

めの専用回路を設けることにより、外部との連絡通信

は加入電話を含め多重の連絡回線を備えるように設

計する。 

 

方針 44. 通信連絡設備に対する設計上の考慮（設

計方針） 

事故時に原子炉施設内の人々に対し、中央制御

室から指示できる通信連絡設備を設ける。また、関

係官庁等の原子炉施設外の必要箇所と連絡するた

め、加入電話のほかに、専用回線を設ける設計とす

る。 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  40/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

っては、以下の要件を満足すること。 

一 外部必要箇所への通信連絡設備

及びデータ伝送設備に用いる通信回

線は、専用であって多様性を備えたも

のであること。 

二 試験研究用等原子炉施設の内部

における必要箇所との間の通信連絡

設備は、多様性を備えたものであるこ

と。 

 

及び衛星回線の携帯電話により多様性を確保

した設計とする。 

(2) 大洗研究所(北地区)内部における必要箇所

との間の通信連絡設備は、一般電話回線、災

害時優先回線等により多様性を備え、相互に連

絡ができる設計とする。 

 

（炉心等） 

第三十二条 試験研究用等原子炉施設

は、原子炉固有の出力抑制特性を有す

るとともに、試験研究用等原子炉の反

応度を制御することにより核分裂の連鎖

反応を制御できる能力を有するもので

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 炉心は、通常運転時又は運転時の異

常な過渡変化時に試験研究用等原子

炉の運転に支障が生ずる場合におい

て、原子炉冷却系統、原子炉停止系

統、反応度制御系統、計測制御系統

及び安全保護回路の機能と併せて機

能することにより燃料の許容設計限界を

超えないものでなければならない。 

 

 

 

 

第３２条（炉心等） 

１ 第１項に規定する「原子炉固有の出力

抑制特性を有する」とは、予想される全

ての運転範囲において、原子炉出力の

過渡的変化に対し、燃料体の損傷を防

止又は緩和するため、燃料温度反応度

係数、減速材温度反応度係数、減速

材ボイド反応度係数等を総合した反応

度フィードバックが、急速な固有の出力

抑制効果を有することを意味する。 

 

２ 第１項に規定する「反応度を制御する

ことにより核分裂の連鎖反応を制御でき

る能力を有する」とは出力振動が発生し

た場合にあっても、それを容易に制御で

きることを含む。なお、「容易に制御でき

る」とは、燃料の許容設計限界を超える

状態に至らないよう十分な減衰特性を

持ち、又は出力振動を制御し得ることを

意味する。 

 

３ 第２項について、燃料の許容設計限界

の設定は、最小限界熱流束比、燃料最

高温度、燃料被覆材の最高温度等が

判断の基礎となる。 

 

４ 第２項、第３項及び第４項第１号の要

求は、所要の運転期間において、通常

運転時及び運転時の異常な過渡変化

時に、燃料被覆材による放射性物質の

閉じ込め機能、制御棒の挿入性及び冷

却可能な形状が確保されるものである

ことが求められる。 

 

1 について【追加要求事項なし】 

低濃縮二酸化ウラン黒鉛減速型の本原子炉は、ド

プラ効果による固有の負の反応度フィードバック特性

を有するので、反応度の増加を伴う変化の場合に対

しても、ドプラ効果により十分な出力抑制効果を有す

る。 

ドプラ効果、減速材温度効果などを総合した反応

度出力係数は、全ての運転範囲で負となり、出力の

上昇を伴う変化に対して、出力抑制効果を有するよ

うに設計する。 

通常運転時に起こり得る出力変化及び外乱に対

し、固有の負の反応度フィードバック特性と原子炉出

力制御装置により、原子炉の出力振動が十分な減

衰特性をもつように設計する。 

キセノンによる出力の空間振動については、固有

の負の反応度フィードバック特性により安定であるよう

に設計する。 

 

 

 

2 について【追加要求事項なし】 

原子炉の炉心は、それに関連する原子炉冷却

系、原子炉停止系統、安全保護系を含む計測制御

系統施設の機能とあいまって、運転時の異常な過渡

変化時において、被覆燃料粒子被覆層の有意な破

損及びＰd による炭化けい素層の腐食や燃料核の移

動による被覆燃料粒子被覆層の著しい劣化を生じさ

せないため、燃料最高温度が 1,600℃を超えないよ

うにする。 

燃料最高温度が1,600℃を超えるおそれがある場

合には、原子炉出力等の監視による安全保護系の

動作により、原子炉を自動的に停止するように設計

 

方針 13. 原子炉の特性（設計方針） 

(1) 低濃縮二酸化ウラン黒鉛減速型の本原子炉は、

ドプラ効果による固有の負の反応度フィードバック特

性を有するので、反応度の増加を伴う変化の場合

に対しても、ドプラ効果により十分な出力抑制効果

を有する。 

ドプラ効果、減速材温度効果などを総合した反応

度出力係数は、全ての運転範囲で負となり、出力の

上昇を伴う変化に対して、出力抑制効果を有するよ

うに設計する。 

(2) 通常運転時に起こり得る出力変化及び外乱に対

し、固有の負の反応度フィードバック特性と原子炉

出力制御装置により、原子炉の出力振動が十分な

減衰特性をもつように設計する。 

キセノンによる出力の空間振動については、固有

の負の反応度フィードバック特性により安定であるよ

うに設計する。 

 

 

 

方針 11. 炉心設計（設計方針） 

原子炉の炉心は、それに関連する原子炉冷却

系、原子炉停止系、安全保護系を含む計測制御系

統施設の機能とあいまって、運転時の異常な過渡変

化時において、被覆燃料粒子被覆層の有意な破損

及びＰd による炭化けい素層の腐食や燃料核の移動

による被覆燃料粒子被覆層の著しい劣化を生じさせ

ないため、燃料最高温度が 1,600 ℃を超えないよう

にする。 

燃料最高温度が 1,600 ℃を超えるおそれがある

場合には、原子炉出力等の監視による安全保護系

の動作により、原子炉を自動的に停止するように設

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 燃料体、減速材及び反射材並びに炉

心支持構造物は、通常運転時、運転時

の異常な過渡変化時及び設計基準事

故時において、試験研究用等原子炉を

安全に停止し、かつ、停止後に炉心の

冷却機能を維持できるものでなければ

ならない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 燃料体は、次に掲げるものでなければ

ならない。 

一 通常運転時における試験研究用等

原子炉内の最高使用圧力、自重、附

加荷重その他の燃料体に加わる負荷

に耐えるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 第４項第１号に規定する「最高使用圧

力、自重、附加荷重その他の燃料体に加

わる負荷に耐える」とは、燃料材のスエリン

グ、被覆材の中性子照射効果、腐食等の

試験研究用等原子炉施設の使用期間中

に生じ得る原子炉内における種々の変化

を考慮しても、燃料体の健全性を失わな

いことをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

また、運転時の異常な過渡変化時において、燃料

最高温度が 1,600℃を超えないようにするとともに、

通常運転時においても被覆燃料粒子被覆層の破損

率を十分許容し得る小さな値に制限するため、通常

運転時における熱的制限値を定め、これを超えない

ように設計する。 

 

3 について【追加要求事項なし】 

燃料要素以外の炉心を構成する要素及び炉心近

辺に位置する炉内構造物は、通常運転時及び異常

状態時において、原子炉を安全に停止し、かつ、停

止後に炉心の冷却機能を維持し得るように、次の方

針に基づき設計する。 

(1) 燃料要素以外の炉心を構成する要素（黒鉛

ブロック、制御棒案内ブロック、可動反射体ブロ

ックなど）及び炉心を支持する構造物（高温プレ

ナムブロック、サポートポスト、炉心支持格子、固

定反射体ブロック、炉心拘束機構など）は、通常

運転時及び異常状態時において、炉心の変位

等により制御棒の挿入性を阻害しないように、ま

た、炉心の冷却を確保できるようにする。 

(2) 制御棒は、通常運転時及び異常状態時にお

ける機械荷重、温度、温度勾配を考慮しても、

破壊又は過度の変形により炉心内への挿入が

阻害されないようにする。 

 

4 について【追加要求事項なし】 

一 燃料体は、原子炉内における使用期間中に生

じ得る種々の劣化等を考慮しても、その構成要素

である燃料要素及び黒鉛ブロックが十分な強度

を有し、その機能が保持されるように、次の方針

により設計する。 

 

(1) 燃料要素は、被覆燃料粒子被覆層の有意

な破損及びＰｄによる炭化けい素層の腐食や燃

料核の移動による被覆燃料粒子被覆層の著し

い劣化を生じさせないため、運転時の異常な過

渡変化時において、燃料最高温度が 1,600℃

を超えないようにするとともに、通常運転時にお

ける熱的制限値を超えないようにする。 

(2) 燃料要素及び黒鉛ブロックは、通常運転時

及び運転時の異常な過渡変化時において、照

計する。 

また、運転時の異常な過渡変化時において、燃料

最高温度が 1,600 ℃を超えないようにするとともに、

通常運転時においても被覆燃料粒子被覆層の破損

率を十分許容し得る小さな値に制限するため、通常

運転時における熱的制限値を定め、これを超えない

ように設計する。 

 

方針 11. 炉心設計（設計方針） 

燃料要素以外の炉心を構成する要素及び炉心近

辺に位置する炉内構造物は、通常運転時及び異常

状態時において、原子炉の安全停止及び炉心の冷

却を確保し得るように、次の方針に基づき設計する。 

(1) 燃料要素以外の炉心を構成する要素（黒鉛ブロ

ック、制御棒案内ブロック、可動反射体ブロックな

ど）及び炉心を支持する構造物（高温プレナムブロ

ック、サポートポスト、炉心支持格子、固定反射体

ブロック、炉心拘束機構など）は、通常運転時及び

異常状態時において、炉心の変位等により制御棒

の挿入性を阻害しないように、また、炉心の冷却を

確保できるようにする。 

(2) 制御棒は、通常運転時及び異常状態時におけ

る機械荷重、温度、温度勾配を考慮しても、破壊

又は過度の変形により炉心内への挿入が阻害さ

れないようにする。 

 

 

方針 12. 燃料設計（設計方針） 

1. 燃料体は、原子炉内における使用期間中に生じ

得る種々の劣化等を考慮しても、その構成要素であ

る燃料要素及び黒鉛ブロックが十分な強度を有し、

その機能が保持されるように、次の方針により設計す

る。 

 

(1) 燃料要素は、被覆燃料粒子被覆層の有意な

破損及びＰｄによる炭化けい素層の腐食や燃料

核の移動による被覆燃料粒子被覆層の著しい劣

化を生じさせないため、運転時の異常な過渡変

化時において、燃料最高温度が 1,600℃を超え

ないようにするとともに、通常運転時における熱的

制限値を超えないようにする。 

(2) 燃料要素及び黒鉛ブロックは、通常運転時及

び運転時の異常な過渡変化時において、照射に
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

 

 

 

二 輸送中又は取扱中において、著しい

変形を生じないものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

射による変形や物性値の変化等を考慮しても、

破損を生ずることがないようにする。 

なお、上記(1)及び(2)の設計方針を十分満

足するよう、高温試験運転期間を制限する。 

 

 

二 燃料体は、輸送及び取扱いに際して加わる荷

重により、き裂の発生等がないように設計する。ま

た、輸送及び取扱いに当たっては、燃料体に過

度な外力が作用しないよう十分配慮するととも

に、輸送後に健全性を目視等により確認する。 

 

よる変形や物性値の変化等を考慮しても、破損

を生ずることがないようにする。 

なお、上記(1)及び(2)の設計方針を十分満足

するよう、高温試験運転期間を制限する。 

 

 

2. 燃料体は、輸送及び取扱いに際して加わる荷重に

より、き裂の発生等がないように設計する。 

また、輸送及び取扱いに当たっては、燃料体に過

度な外力が作用しないよう十分配慮するとともに、輸

送後に健全性を目視等により確認する。 

 

第四章 ガス冷却型原子炉に係る試験研

究用等原子炉施設 

（外部電源を喪失した場合の対策設備

等） 

第四十二条 試験研究用等原子炉施設

（ガス冷却型原子炉に係る試験研究用

等原子炉施設に限る。以下この章にお

いて同じ。）には、必要に応じ、外部電

源が喪失した場合において原子炉停止

系統及び原子炉冷却系統に係る設備

を動作させるために必要な発電設備そ

の他の非常用電源設備を設けなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

２ 試験研究用等原子炉施設には、必要

に応じ、全交流動力電源喪失時に試験

研究用等原子炉を安全に停止し、又は

パラメータを監視する設備の動作に必

要な容量を有する蓄電池その他の非常

用電源設備を設けなければならない。 

 

第４章 ガス冷却型原子炉に係る試験研

究用等原子炉施設 

第４２条（外部電源を喪失した場合の対策

設備等） 

１ 第１項に規定する「原子炉停止系統及

び原子炉冷却系統に係る設備を動作さ

せるために必要な発電設備その他の非

常用電源設備」とは、外部電源喪失時

において、計測制御系統、安全保護回

路、原子炉停止系統、原子炉冷却系

統等の機能とあいまって、燃料の許容

設計限界を超えないよう、炉心からの核

分裂生成物の崩壊熱を除去できるとと

もに、停止後、一定時間、炉心の強制

冷却を必要とする試験研究用等原子

炉にあっては、信頼性の高い非常用電

源系統から崩壊熱を除去する設備に電

源を供給できるものをいう。 

 

２ 第２項について、全交流動力電源喪失

（外部電源喪失及び非常用所内交流

動力電源喪失の重畳）に備えて、必要

に応じ、非常用所内直流電源設備は、

試験研究用等原子炉の安全停止、停

止後の監視等に必要な電源を一定時

間確保できるものとする。なお、「一定時

間」とは事故の収束が確認できるまでの

時間をいい、冷却等に電源を要する場

合にあっては、事故等に対処するための

電源設備から必要容量の電力が供給さ

れるまでの間とする。 

 

 

 

 

1 について【追加要求事項なし】 

外部電源が喪失した場合に、第 1.3.3 表に示す構

築物、系統及び機器に必要な電力を供給する非常用

電源を設ける。非常用電源は、非常用発電機 2 台及

び蓄電池、充電器等から構成する 2系統の直流電源

設備並びに 3 系統の安全保護系用交流無停電電源

装置を設け、安全保護系（停止系）、安全保護系（工

学的安全施設）、補助冷却設備及び炉容器冷却設

備に対し、必要な電力を供給できる設計とする。 

 

 

2 について 

全交流動力電源が喪失した場合、安全保護系（停

止系）からの作動指令により、反射体領域の原子炉

スクラムしゃ断器が開放され同領域の制御棒が速や

かに炉心内に落下挿入される。次いで、40 分経過後

に燃料領域の原子炉スクラムしゃ断器が開放され同

領域の制御棒が炉心内に落下挿入され、全制御棒

の落下挿入が完了する。原子炉の安全な停止を確

認するため全制御棒の落下挿入が完了するまでの間

（40 分間）、炉内の中性子束を監視する。また、炉心

からの崩壊熱の除去の状態を確認するため、原子炉

圧力容器上鏡温度及び補助冷却器出口ヘリウム圧

力を監視する。これらに必要な電源を一定時間（60

分）確保する事を目的に、必要な容量を有した蓄電

 

 

 

 

方針 47. 電気系統（設計方針） 

1. 重要度の特に高い安全機能を有する構築物、系

統及び機器がその安全機能を達成するため、商用

電源として設置している 6.6 KV 配電線１回線のほ

かに、非常用電源としては、非常用発電機２台、原

子炉の安全のため常に確実な電源を必要とする機

器に対して、２組の蓄電池を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

方針 25. 電源喪失に対する設計上の考慮（設計方

針） 

原子炉施設内の動力用電源としては、商用電源

の他に非常用電源として、非常用発電機２台を設け

る設計としている。従って、１分以上にわたる全交流

動力電源喪失は極めて稀であると考えられるが、万

一全交流動力電源喪失が発生した場合でも、安全

保護系及び制御棒の速やかな、かつ、自動的な動

作により原子炉は安全に停止できる。更に、炉心は、

出力密度が小さく、かつ、炉心構成要素及び炉内構

造物の熱容量が大きいため、全交流動力電源が数

時間喪失した場合でも、炉心、炉内構造物及び原子

炉冷却材圧力バウンダリの温度上昇並びに１次冷却

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 
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旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 池等の直流電源設備及び安全保護系用交流無停

電電源装置を設け、安全保護系（停止系）、事故時

監視計器の一部（中性子束、原子炉圧力容器上鏡

温度、補助冷却器出口ヘリウム圧力）に給電できる

設計とする。 

蓄電池の枯渇後（60 分以降）は、炉心からの崩壊

熱の除去の状態を確認するため、可搬型の計器等を

用いて原子炉圧力容器上鏡温度及び補助冷却器出

口ヘリウム圧力を監視する。これらの可搬型の計器

等に必要な電源は、蓄電池枯渇前に準備する可搬

型発電機から給電する設計とする。 

使用済燃料からの崩壊熱の除去の状態を確認す

るため、蓄電池を内蔵する可搬型の計器により使用

済燃料貯蔵プール水位を適宜監視する。 

また、原子炉施設及び原子炉施設の周辺監視区

域の周辺の放射線量は、サーベイメータにより測定及

び監視する設計とする。 

原子炉施設から関係官庁等への通信連絡につい

ては、携帯電話及び衛星携帯電話により相互に連絡

できる設計とする。互に連絡できる設計とする。 

 

材の圧力上昇は緩慢で、かつ、小さいので、原子炉

の健全性は確保できる。 

安全保護系の動作に必要な電源は、全交流動力

電源の喪失時にも、原子炉の安全を確保できるよう、

高度の信頼性のある蓄電池から給電する設計とす

る。 

（試験用燃料体） 

第四十三条 試験用燃料体は、次に掲げ

るものでなければならない。 

 

一 試験計画の範囲内において、試験

用燃料体の健全性を維持できない場

合においても、燃料体の性状又は性

能に悪影響を与えないものであるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

二 設計基準事故時において、試験用

燃料体が破損した場合においても、

試験研究用等原子炉を安全に停止

第４３条（試験用燃料体） 

１ 第１号に規定する「試験計画の範囲内

において、試験用燃料体の健全性を維

持できない場合」とは、試験計画で制限

した範囲内で、被覆材の破損あるいは燃

料棒にあっては燃料材の一部に溶融が

生じる場合等をいう。 

 

２ 第１号に規定する「燃料体の性状又は

性能に悪影響を与えない」とは、試験計

画の範囲内で、燃料体の機能及び健全

性を阻害しないことをいう。 

 

 

 

 

３ 第２号に規定する「試験研究用等原子

炉を安全に停止するために必要な機能

及び炉心の冷却機能を損なうおそれが

 

 

 

【追加要求事項なし】 

一 燃料限界照射試料は、その量及び装荷位置を

制限する等、その異常により原子炉の安全性を損

なわないように、次の方針に基づいて設計する。 

(1) 燃料限界照射試料の構造及び材料は、適

切な強度、耐食性、耐放射線性等を有する設

計とする。 

(2) 炉心への装荷により、核的制限値及び熱的

制限値を超えることがないようにする。 

(3) その異常が生じても、燃料の破損が生ずるこ

とがない等、原子炉の安全性を損なわないよう

にする。 

 

二 燃料限界照射試料は、運転時の異常な過渡変

化時においては、燃料限界照射試料の著しい破

損が生じないように、また、設計基準事故時におい

 

 

 

方針 27. 照射試料及び実験設備（設計方針） 

燃料限界照射試料は、その量及び装荷位置を制

限する等、その異常により原子炉の安全性を損なわ

ないように、次の方針に基づいて設計する。 

(1) 燃料限界照射試料の構造及び材料は、適切な

強度、耐食性、耐放射線性等を有するとともに、輸

送及び取扱中に有意な損傷を生じないようにする。 

(2) 炉心へ装荷により、核的制限値及び熱的制限

値を超えることがないようにする。 

(3) その異常が生じても、燃料の破損が生ずること

がない等、原子炉の安全性を損なわないようにす

る。 

 

(4) 運転時の異常な過渡変化時においては、燃料限

界照射試料の著しい破損が生じないように、また、

事故時においては、原子炉の停止及び冷却に支障
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

するために必要な機能及び炉心の冷

却機能を損なうおそれがないものであ

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 放射性物質の漏えい量を抑制する

ための措置を講じたものであること。 

 

 

四 輸送中又は取扱中において、著しい

変形が生じないものであること。 

 

ない」とは、燃料の許容設計限界を超え

ないこと及び試験用燃料体がその許容

試験限界を超えないことをいう。なお、試

験用燃料体の「許容試験限界」とは、試

験用燃料体があらかじめ計画した範囲内

で被覆材の破損又は燃料棒にあっては

燃料材の一部溶融等の試験を行うことが

できる限界をいい、運転時の異常な過渡

変化時においても、その損傷により燃料

体の健全性を損なうことのないことが要

求される。 

 

４ 第３号に規定する「放射性物質の漏え

い量を抑制するための措置」とは、被覆

材の破損による一次冷却材中への核分

裂生成物等の放射性物質の放出量を、

試験用燃料体の破損範囲の限定、破損

燃料検出設備による運転監視等により適

切に制限できる措置をいう。 

 

ては、原子炉の停止及び冷却に支障を与えること

のないようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 燃料限界照射試料は、他の系統の機能とあいま

って、試験に伴って放出される核分裂生成物を確

実、かつ、速やかに検出できるよう配慮する。 

 

四 燃料限界照射試料は、輸送中及び取扱中にお

いて有意な損傷を生じないようにする。 

 

を与えることのないようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 他の系統の機能とあいまって、試験に伴って放出

される核分裂生成物を確実、かつ、速やかに検出

できるよう配慮する。 

 

(1) 燃料限界照射試料の構造及び材料は、適切な

強度、耐食性、耐放射線性等を有するとともに、輸

送及び取扱中に有意な損傷を生じないようにする。 

 

（燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設） 

第四十四 条試験研究用等原子炉施設

には、次に掲げるところにより、通常運転

時に使用する燃料体、試験用燃料体

又は使用済燃料（以下この条において

「燃料体等」と総称する。）の取扱施設

を設けなければならない。 

一 燃料体等を取り扱う能力を有する

ものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４４条（燃料体等の取扱施設及び貯蔵

施設） 
 

 

 

 

１ 第１項第１号に規定する「燃料体等を

取り扱う能力」とは、新燃料の搬入から

使用済燃料の搬出までの取扱いにおい

て、関連する機器間を連携し、当該燃

料体等を搬入、搬出又は保管できる能

力があることをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ について【追加要求事項なし】 

燃料体の取扱設備は、下記事項を考慮した設計

とする。 

一 新燃料の搬入から使用済燃料の搬出までの

取扱いにおいて、関連する機器間を連携し、当

該燃料を搬入、搬出できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文 二 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の

構造及び設備（核燃料物質取扱設備の構造） 

(１)核燃料物質取扱設備（燃料取扱設備）は、次の

ものを設け、安全に燃料の取扱いができる構造と

する。 

燃料交換機  一式 

燃料出入機  一式 

燃料交換機は、気密構造で放射線の遮へい機

能を有し、燃料体等の炉心への挿入、取出しを行

う。燃料出入機は、気密構造で放射線の遮へい

機能を有し、原子炉建家と使用済燃料貯蔵建家

との間において、使用済燃料体等の移送を行う。

なお、使用済燃料貯蔵設備と使用済燃料検査設

備との間の移送も燃料出入機で行う。 

燃料交換機及び燃料出入機は、いかなる操作

状況にあっても臨界に達することのないよう、一度

に取り扱う燃料体数を制限する構造とする。な

お、燃料体等の取扱中における落下を防止できる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  45/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 燃料体等が臨界に達するおそれが

ないものとすること。 

 

 

 

 

三 崩壊熱により燃料体等が溶融しな

いものとすること。 

 

 

 

 

 

 

四 使用済燃料からの放射線に対して

適切な遮蔽能力を有するものとする

こと。 

 

 

 

 

五 燃料体等の取扱中における燃料

体等の落下を防止できるものとする

こと。 

 

 

２ 試験研究用等原子炉施設には、次に

掲げるところにより、燃料体等の貯蔵施

設を設けなければならない。 

一 燃料体等の貯蔵施設は、次に掲げ

るものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第２項第１号イに規定する「貯蔵するこ

とができる容量を有する」とは、試験研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 燃料取扱設備の燃料交換機及び燃料出入

機は、一度に取扱う燃料体数を制限する構造

とし、機器容量分の燃料を収容したいかなる状

態でも、臨界を防止する設計とする。 

 

 

三 使用済燃料は、燃料交換機により原子炉

建家の使用済燃料貯蔵設備に移送し、その

後、燃料出入機により使用済燃料貯蔵建家内

へ移送する。燃料交換機及び燃料出入機は一

度に取り扱う燃料体数（崩壊熱）を制限すること

により、燃料体の健全性を損なわない設計とす

る。 

 

四 使用済燃料の取扱設備は、放射線防護のた

めの適切な遮蔽を有する設計とする。 

 

 

 

 

 

五 燃料取扱設備は、移送操作中の燃料体の落下

を防止できる設計とする。 

 

 

 

２ について【追加要求事項なし】 

 

一 燃料体等の貯蔵設備は、以下のように設計す

る。 

イ 新燃料の貯蔵容量は、約 1.5 炉心相当分とす

る。使用済燃料の貯蔵容量は、原子炉建家内

設計とする。 

(２)新燃料は、原子炉建家内の新燃料貯蔵設備か

ら、燃料交換機により原子炉へ装荷する。 

(３)使用済燃料は、燃料交換機により原子炉建家の

使用済燃料貯蔵設備に移送し、その後、燃料出

入機により使用済燃料貯蔵建家内へ移送する。 

(４)燃料交換は、原子炉停止時に、原子炉格納容

器の燃料交換ハッチを取り外し、燃料交換機によ

り圧力容器ふたに取り付けた制御棒スタンドパイ

プを通して行う。 

 

方針 49. 核燃料の臨界防止 

燃料取扱設備の燃料交換機及び燃料出入機は、

一度に収容できる燃料体数を制限し、機器容量分

の燃料を収容したいかなる状態でも、臨界を防止で

きるようにする。 

 

添付書類八 8.7 燃料取扱及び貯蔵設備（設計方

針） 

（前略）燃料取扱設備は、一度に取扱う燃料体数を

制限する構造とし、臨界を防止するようにする。（下

略） 

 

方針 48. 核燃料の貯蔵設備及び取扱設備（設計方

針） 

使用済燃料を取扱う移送機器は、十分な厚さの

鉄あるいは鉛等により遮へいする。使用済燃料貯蔵

設備には、建家のコンクリートによる遮へいのほか、十

分な厚さのコンクリートのプラグ等の遮へいを設ける。 

 

方針 48. 核燃料の貯蔵設備及び取扱設備（設計方

針） 

燃料取扱設備は、取扱中の燃料体の落下防止

に、十分な考慮を払う。 

 

方針 48. 核燃料の貯蔵設備及び取扱設備（設計方

針） 

新燃料の貯蔵容量は、約 1.5 炉心相当分とする。

使用済燃料の貯蔵容量は、原子炉建家内で約２炉

心相当分、使用済燃料貯蔵建家内で約10炉心相当

分とする。 

 

方針 49. 核燃料の臨界防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  46/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

イ 燃料体等を貯蔵することができる

容量を有するものとすること。 

 

ロ 燃料体等が臨界に達するおそれ

がないものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 使用済燃料その他高放射性の燃

料体の貯蔵施設にあっては、前号に

掲げるもののほか、次に掲げるもので

あること。ただし、使用済燃料中の原

子核分裂生成物の量が微量な場合

その他の放射線の遮蔽及び崩壊熱

の除去のための設備を要しない場合

については、この限りでない。 

イ 使用済燃料その他高放射性の

燃料体からの放射線に対して適

切な遮蔽能力を有するものとする

こと。 

 

 

 

ロ 貯蔵された使用済燃料その他

高放射性の燃料体が崩壊熱によ

り溶融しないものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

究用等原子炉に全て燃料体が装荷（制

限の上限値）されている状態で、使用済

燃料及び貯蔵されている取替燃料に加

えて、１炉心分以上貯蔵することができ

る容量を有することをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 第２項第２号において、使用済燃料中

の核分裂生成物の量が微量であること

等により、その取扱い及び貯蔵に当たっ

て、遮蔽及び崩壊熱除去のための施設

を要しない使用済燃料は、新燃料と同

様の扱いとすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で約２炉心相当分、使用済燃料貯蔵建家内で

約 10炉心相当分とする。 

ロ 新燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵建家内

の使用済燃料貯蔵設備は、設備容量分の燃料

を収納した状態で、万一純水で満たされたとして

も、更に、いかなる密度の水分雰囲気で満たされ

たと仮定しても実効増倍率が0.90以下で臨界未

満となるようにする。 

原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備は、設備

容量分の燃料を収納した状態で実効増倍率が

最も高くなるような水分雰囲気で貯蔵ラック内が

満たされたと仮定しても、実効増倍率が 0.90 以

下で臨界未満となるようにする。 

また、新燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵

設備の貯蔵ラックは燃料体の間隔を十分確保

し、地震時にも健全性を維持して燃料体同士が

接近することのないようにする。 

 

二 使用済燃料の貯蔵設備は、以下のように設計す

る。 

 

 

 

 

 

 

イ 貯蔵設備は、放射線防護のための適切な遮

蔽を有する設計とする。 

 

 

 

 

 

ロ 原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備では、

使用済燃料の崩壊熱の除去はプール水冷却

浄化設備で行う。プール水冷却浄化設備は、

十分な熱除去能力を有し、使用済燃料から除

去した熱を補機冷却水設備に輸送する。なお、

補機冷却水設備は冷却塔を介して、最終的な

熱の逃し場である大気に熱を輸送する。 

使用済燃料貯蔵建家内の使用済燃料の崩

壊熱は、構造物及び雰囲気の空気に伝えら

れ、大気に放散する。 

新燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵建家内の使

用済燃料貯蔵設備は、設備容量分の燃料を収納し

た状態で、万一純水で満たされたとしても実効増倍率

を 0.90 以下に保つようにする。更に、実効増倍率が

最も高くなるような水分雰囲気で満たされたと仮定し

ても臨界未満となるようにする。 

原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備は、設備容

量分の燃料を収納した状態で実効増倍率が最も高く

なるような水分雰囲気で貯蔵ラック内が満たされたと

仮定しても、実効増倍率を 0.90 以下に保つようにす

る。 

新燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵設備の貯蔵

ラックは燃料体の間隔を十分確保し、地震時にも健

全性を維持して燃料体同士が接近することのないよう

にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針 48. 核燃料の貯蔵設備及び取扱設備（設計方

針） 

使用済燃料を取扱う移送機器は、十分な厚さの鉄

あるいは鉛等により遮へいする。使用済燃料貯蔵設

備には、建家のコンクリートによる遮へいのほか、十分

な厚さのコンクリートのプラグ等の遮へいを設ける。 

 

方針 48. 核燃料の貯蔵設備及び取扱設備（設計方

針） 

原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備では、使用

済燃料の崩壊熱の除去はプール水冷却浄化設備で

行う。プール水冷却浄化設備は、十分な熱除去能力

を有し、使用済燃料から除去した熱を補機冷却水設

備に輸送する。なお、補機冷却水設備は冷却塔を介

して、最終的な熱の逃し場である大気に熱を輸送す

る。 

使用済燃料貯蔵建家内の使用済燃料の崩壊熱

は、構造物及び雰囲気の空気に伝えられ、大気に放

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  47/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

 

 

ハ 使用済燃料その他高放射性の

燃料体の被覆材が著しく腐食す

るおそれがある場合は、これを防

止できるものとすること。 

 

ニ 放射線の遮蔽及び崩壊熱の除

去に水を使用する場合にあって

は、当該貯蔵施設内における冷

却水の水位を測定でき、かつ、そ

の異常を検知できるものとするこ

と。 

 

 

 

 

３ 試験研究用等原子炉施設には、次に

掲げるところにより、燃料取扱場所の放

射線量及び温度を測定できる設備を設

けなければならない。 

一 燃料取扱場所の放射線量の異常を

検知し、及び警報を発することができ

るものとすること。 

 

二 崩壊熱を除去する機能の喪失を検

知する必要がある場合には、燃料取

扱場所の温度の異常を検知し、及び

警報を発することができるものとするこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

ハ 使用済燃料は、貯蔵ラックに格納し間接的に

冷却されることから、使用済燃料が直接プール

水に触れることはなく、燃料体の著しい腐食を

考慮する必要はない。 

 

ニ 貯蔵設備の冷却水保有量が著しく減少するこ

とを防止し、適切な漏えい検知を行うことができ

る設計とする。また、使用済燃料貯蔵設備の貯

蔵プールの水位を監視し異常を検知した場合

は、中央制御室に警報を発する設計とする。 

 

 

 

 

 

３ について 

一 【追加要求事項なし】 

核燃料の取扱い場所には、周辺の放射線監視

のためのエリアモニタを設け、過度の放射線レベ

ルに達した場合には中央制御室に警報を発する

設計とする。 

 

二 原子炉建家内の貯蔵プール水の温度を監視

し、異常を検知した場合は、中央制御室に警報を

発する設計とする。また、使用済燃料貯蔵建家

内の使用済燃料貯蔵設備では、崩壊熱は、貯蔵

セル内の空気に伝えられるので、雰囲気温度を

現場で監視し、異常を検知した場合は、中央制

御室に警報を発する設計とする。 

 

散する。 

 

 

方針 50. 核燃料取扱い場所のモニタリング（設計方

針） 

原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備の貯蔵プー

ルは、冷却水の漏えいを監視できる設計とする。ま

た、使用済燃料貯蔵設備の貯蔵プールの水位を監

視するため、「水位低」の警報を設け、中央制御室に

警報を発する設計とする。 

使用済燃料貯蔵設備のプール水冷却浄化設備の

運転状況は、現場及び中央制御室で監視できるよう

に設計する。使用済燃料貯蔵建家内の使用済燃料

貯蔵設備では、残留熱は、貯蔵セル内の空気に伝え

られるので、雰囲気温度を現場で監視できるように設

計する。 

核燃料の取扱い場所には、周辺の放射線監視の

ためのエリアモニタを設け、過度の放射線レベルに達

したときは中央制御室に警報を発する設計とする。 

 

方針 50. 核燃料取扱い場所のモニタリング（設計方

針） 

原子炉建家内の使用済燃料貯蔵設備の貯蔵プー

ルは、冷却水の漏えいを監視できる設計とする。ま

た、使用済燃料貯蔵設備の貯蔵プールの水位を監

視するため、「水位低」の警報を設け、中央制御室に

警報を発する設計とする。 

使用済燃料貯蔵設備のプール水冷却浄化設備の

運転状況は、現場及び中央制御室で監視できるよう

に設計する。使用済燃料貯蔵建家内の使用済燃料

貯蔵設備では、残留熱は、貯蔵セル内の空気に伝え

られるので、雰囲気温度を現場で監視できるように設

計する。 

核燃料の取扱い場所には、周辺の放射線監視の

ためのエリアモニタを設け、過度の放射線レベルに達

したときは中央制御室に警報を発する設計とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一次冷却系統設備） 

第四十五条 試験研究用等原子炉施設

には、次に掲げるところにより、一次冷却

系統設備を設けなければならない。 

第４５条（一次冷却系統設備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針 19. 原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性（設

 

 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  48/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

一 破損し、一次冷却材の漏えいが発

生しないものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 適切な冷却能力を有するものとする

こと。 

 

 

 

 

 

 

三 原子炉圧力容器内部構造物の変

形、破損その他の一次冷却材の流路

が確保されないおそれがある事象が

発生した場合において、炉心の冷却

機能を維持できるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

２ 試験研究用等原子炉施設には、次に

掲げるところにより、原子炉冷却材圧力

バウンダリを構成する機器を設けなけれ

ばならない。 

一 通常運転時、運転時の異常な過渡

変化時及び設計基準事故時に生ず

る衝撃、炉心の反応度の変化による

荷重の増加その他の原子炉冷却材

圧力バウンダリを構成する機器に加わ

る負荷に耐えるものとすること。 

 

 

 

 

１ 第１項第１号に規定する「破損し、一次

冷却材の漏えいが発生しないもの」と

は、通常運転時、運転時の異常な過渡

変化時及び設計基準事故時において、

予想される静的及び動的圧力、熱応

力、地震力等あるいはそれらの組合せ

に対し十分に耐えるものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第１項第３号に規定する「炉心の冷却

機能を維持できるもの」とは、冷却機能

を維持するために、構造物等の変形、

破損、はく離等により、燃料体の冷却機

能が阻害される可能性が小さくなるよう

考慮されたものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ について【追加要求事項なし】 

一 原子炉冷却材圧力バウンダリは、異常な冷却材

の漏えい又は破損の発生する可能性が極めて小

さくなるように材料選定、設計、製作及び試験を行

うとともに品質管理を十分に行い、通常運転時及

び異常状態時において、その健全性を確保できる

設計とする。 

 

 

 

二 1 次冷却設備は、中間熱交換器及び 1 次加圧

水冷却器の伝熱特性の経年変化や伝熱管のプラ

グ等を考慮しても、通常運転時において原子炉で

発生した熱を 2 次冷却設備及び加圧水冷却設備

に確実に伝えることができる設計とする。 

 

 

 

三 1 次冷却設備は、構造物等の変形、破損、はく

離等により、燃料体の冷却機能が阻害される可能

性が小さくなるよう材料選定、設計、製作及び試

験を行うともに品質管理を十分に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

２ について【追加要求事項なし】 

一 １次冷却材が高温であることを考慮して、１次冷

却設備及び補助ヘリウム冷却系の原子炉冷却材

圧力バウンダリのうち、大気との境界を形成する二

重管の外管、中間熱交換器の外胴等について

は、高温の１次冷却材が直接接しない構造とし、

原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性を確保する

設計とする。 

原子炉圧力容器、中間熱交換器、加圧水冷却

器等の原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機

器については、想定されるそれぞれの過渡状態条

件下におい て、十分な強度を有することを詳細設

計における解析により確認する。 

 

計方針） 

1. 原子炉冷却材圧力バウンダリは、異常な冷却材の

漏えい又は破損の発生する可能性が極めて小さく

なるように材料選定、設計、製作及び試験を行う。 

2. 通常運転時及び異常状態時において、１次冷却

設備、原子炉補助施設、計測制御系統施設、工

学的安全施設等の作動により、原子炉冷却材圧力

バウンダリの圧力及び温度変化が、許容される範囲

内に制御若しくは抑制できるように設計する。 

 

添付書類八 ４．1 次冷却設備（設計方針） 

1 次冷却設備は、中間熱交換器及び 1次加圧水

冷却器の伝熱特性の経年変化や伝熱管のプラグ等

を考慮しても、通常運転時において原子炉で発生し

た熱を 2 次ヘリウム冷却設備及び加圧水冷却設備

に確実に伝え、加圧水冷却設備の空気冷却器から

大気に放散するようにする。 

 

添付書類八 ４ 1 次冷却設備（設計方針） 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器、配

管等は、適切な規格、基準に基づいて設計、製作、

据付及び検査を行い高い品質を確保する。 

 

添付書類十 3.2 燃料体内冷却材流路閉塞事故

（結論） 

（前略）流路閉塞を生じた流路及びそれに隣接する

流路内の燃料温度は上昇するが、（中略）炉心の冷

却能力が失われることはない。（下略） 

 

方針 19. 原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性（設

計方針） 

１次冷却材が高温であることを考慮して、１次冷却

設備及び補助ヘリウム冷却系の原子炉冷却材圧力

バウンダリのうち、大気との境界を形成する二重管の

外管、中間熱交換器の外胴等については、高温の１

次冷却材が直接接しない構造とし、原子炉冷却材圧

力バウンダリの健全性を確保する設計とする。 

原子炉圧力容器、中間熱交換器、加圧水冷却器

等の原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器に

ついては、想定されるそれぞれの過渡状態条件下に

おいて、十分な強度を有することを詳細設計における

解析により確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  49/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

二 冷却材の流出を制限するため隔離

装置を有するものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 通常運転時、運転時の異常な過渡

変化時及び設計基準事故時に瞬間

的破壊が生じないよう、十分な破壊じ

ん性を有するものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四 原子炉冷却材圧力バウンダリからの

一次冷却材の漏えいを検出する装置

を有するものとすること。 

 

３ 第２項第２号に規定する「冷却材の流

出を制限するため隔離装置を有する」と

は、原子炉冷却系統に接続され、その

一部が原子炉冷却材圧力バウンダリを

形成する配管系統については、原子炉

冷却材圧力バウンダリとならない部分か

らの異常な漏えいが生じた場合におい

て、原子炉冷却材の喪失を停止させる

ため、配管系統の通常運転時の状態及

び使用目的を考慮し、適切な隔離弁を

設けたものをいう。なお、試験研究用等

原子炉の安全上重要な計測又はサン

プリング等を行う配管であって、その配

管を通じた漏えいが十分許容される程

度に少ないものについては、隔離弁を設

けないことができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第２項第４号に規定する「原子炉冷却

材圧力バウンダリ」を構成する機器及び

配管は、例えば、次のものとする。  

一 原子炉圧力容器及びその附属物

（本体に直接付けられるもの、スタンド

パイプ等） 

二 原子炉冷却材系統を構成する機器

二 原子炉冷却材系に接続する配管系には、その配

管を通じての漏えいが十分許容できるほどに少な

いものを除き、次のとおり隔離弁を設ける設計とす

る。なお、計装用の小口径配管には、手動弁を設

ける。 

(1) 通常原子炉冷却材圧力バウンダリに開口し、

設計基準事故時に隔離を必要とする配管系に

は２個の隔離弁を設ける。 

(2) 通常時隔離されており、設計基準事故時にも

隔離されている配管系には１個の隔離弁を設

け、事故時には原子炉冷却材圧力バウンダリに

開口する必要のある配管系は、前記の(1)に準

ずる。 

 

 

 

 

三 通常運転時、保修時、試験時及び異常状態時

において、原子炉冷却材圧力バウンダリは、脆性

的挙動を示さず、かつ、急激な伝播型破断を生じ

ないように、フェライト系鋼材で製作する機器に対

しては、破壊じん性を考慮した材料選択、設計及

び製作を行う。また、原子炉圧力容器、加圧水冷

却器胴、中間熱交換器胴等は、脆性破壊防止の

観点から、黒鉛減速ヘリウムガス冷却型原子炉施

設に関する構造等の技術基準に基づき破壊じん

性を確認し、適切な温度で使用するものとする。 

さらに、1 次冷却設備の加熱時及び冷却時の運

転に対しては、適切な加熱率及び冷却率（50 ℃

/h 以下）を設けて運転を制限する。 

なお、原子炉圧力容器は、中性子照射及び熱

時効によって、破壊じん性が低下する可能性があ

るので、試験片を原子炉圧力容器の中に挿入して

照射し、計画的に取り出し、破壊じん性を確認す

る。 

 

四 原子炉冷却材圧力バウンダリから原子炉格納容

器への１次冷却材の漏えいの検出用として、原子

炉格納容器内雰囲気の放射能濃度を測定するガ

スモニタ、ダストモニタ等を設ける。更に、１次冷却

設備の圧力変化によっても漏えいが検出できる設

計とする。 

加圧水冷却設備の伝熱管から加圧水への１次

方針 19. 原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性（設

計方針） 

原子炉冷却材系に接続する配管系には、原則とし

て次のとおり隔離弁を設ける設計とする。なお、計装

用の小口径配管には、手動弁を設ける。 

(1) 通常原子炉冷却材圧力バウンダリに開口し、事

故時に隔離を必要とする配管系には２個の隔離弁

を設ける。 

(2) 通常時隔離されており、事故時にも隔離されて

いる配管系には１個の隔離弁を設け、事故時には

原子炉冷却材圧力バウンダリに開口する必要のあ

る配管系は、前記の(1)に準ずる。 

 

 

 

方針 20. 原子炉冷却材圧力バウンダリの破壊防止

（設計方針） 

通常運転時、保修時、試験時及び異常状態時に

おいて、原子炉冷却材圧力バウンダリは、脆性的挙

動を示さず、かつ、急激な伝播型破断を生じないよう

に、フェライト系鋼材で製作する機器に対しては、破

壊じん性を考慮した材料選択、設計及び製作を行

う。また、原子炉圧力容器、加圧水冷却器胴、中間

熱交換器胴等は、脆性破壊防止の観点から、通商

産業省告示等に基づき破壊じん性を確認し、適切な

温度で使用するものとする。 

更に、１次冷却設備の加熱時及び冷却時の運転

に対しては、適切な加熱率及び冷却率（50 ℃/h 以

下）を設けて運転を制限する。 

なお、原子炉圧力容器は、中性子照射及び熱時

効によって、破壊じん性が低下する可能性があるの

で、試験片を原子炉圧力容器の中に挿入して照射

し、計画的に取出し、破壊じん性を確認する。 

 

方針 21. 原子炉冷却材圧力バウンダリの漏えい検出

（設計方針） 

原子炉冷却材圧力バウンダリから原子炉格納容

器への１次冷却材の漏えいの検出用として、原子炉

格納容器内雰囲気の放射能濃度を測定するガスモ

ニタ、ダストモニタ等を設ける。更に、１次冷却設備の

圧力変化によっても漏えいが検出できる設計とする。 

加圧水冷却設備の伝熱管から加圧水への１次冷

却材の漏えい及び加圧水の１次側への漏えいは、１

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  50/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

及び配管（一次冷却設備の一次ヘリ

ウム循環機、中間熱交換器、一次加

圧水冷却器、一次冷却系統配管、補

助冷却設備の補助ヘリウム循環機、

補助冷却器、補助冷却系統配管等） 

三 接続配管 

 

冷却材の漏えい及び加圧水の１次側への漏えい

は、１次冷却材と加圧水の差圧、加圧水冷却設備

の放射能濃度及び１次冷却材中の湿分濃度によ

り、検出できる設計とする。 

また、中間熱交換器の伝熱管での１次側への２

次ヘリウムの漏えいは、１次冷却材と２次ヘリウムの

差圧により、検出できる設計とする。 

冷却材の漏えいを検出した場合は、中央制御室に

警報を発するように設計する。 
 

 

次冷却材と加圧水の差圧、加圧水冷却設備の放射

能濃度及び１次冷却材中の湿分濃度により、検出で

きる設計とする。 

また、中間熱交換器の伝熱管での１次側への２次

ヘリウムの漏えいは、１次冷却材と２次ヘリウムの差

圧により、検出できる設計とする。 

冷却材の漏えいを検出した場合は、中央制御室に

警報を発するように設計する。 

 

 

（残留熱を除去することができる設備） 

第四十六条 試験研究用等原子炉施設

には、次に掲げるところにより、試験研究

用等原子炉停止時に原子炉圧力容器

内において発生した崩壊熱その他の残

留熱を除去することができる設備を設け

なければならない。 

一 燃料の許容設計限界を超えないよ

うにするものとすること。 

二 原子炉冷却材圧力バウンダリの健

全性を維持するために監視することが

必要なパラメータが設計値を超えな

いようにするものとすること。 

第４６条（残留熱を除去することができる設

備） 

１ 第４６条に規定する「崩壊熱その他の

残留熱を除去することができる設備」と

は、一次冷却設備、二次冷却設備、補

助冷却設備及び原子炉圧力容器冷却

設備をいう。 

 

２ 第４６条に規定する「崩壊熱その他の

残留熱」とは、崩壊熱に加え、試験研究

用等原子炉の通常運転中に炉心、原

子炉冷却系統等の構成材、一次冷却

材及び二次冷却材に蓄積された熱をい

う。 

 

 

 

【追加要求事項なし】 

一及び二 炉心からの核分裂生成物の崩壊熱及びそ

の他の残留熱は、原子炉の通常停止時において

は、１次冷却設備、２次ヘリウム冷却設備(中間熱

交換器と１次加圧水冷却器で除熱を行う並列運

転時のみ)を経て、最終的には加圧水空気冷却器

により、大気に伝達されることによって除去される。

また、運転時の異常な過渡変化に伴う原子炉スク

ラム時には、核分裂生成物等の崩壊熱及び他の

残留熱は、補助冷却設備により、最終的には補助

冷却水空気冷却器によって大気に伝達される。こ

れらの設備により、燃料の許容設計限界を超える

ことなく、また、原子炉冷却材圧力バウンダリの健

全性を損なうことなく、核分裂生成物の崩壊熱及

びその他の残留熱を除去できる設計とする。 

 

 

 

方針 23. 残留熱を除去する系統（設計方針） 

炉心からの核分裂生成物の崩壊熱及びその他の

残留熱は、原子炉の通常停止時においては、１次冷

却設備、２次ヘリウム冷却設備(中間熱交換器と１次

加圧水冷却器で除熱を行う並列運転時のみ)を経て、

最終的には加圧水空気冷却器により、大気に伝達さ

れることによって除去される。また、運転時の異常な

過渡変化に伴う原子炉スクラム時には、核分裂生成

物の崩壊熱及び他の残留熱は、補助冷却設備によ

り、最終的には補助冷却水空気冷却器によって大気

に伝達される。なお、１次冷却設備等の保修時には、

補助冷却設備により、核分裂生成物の崩壊熱及び他

の残留熱の除去を行う。これらの設備により、燃料の

許容設計限界を超えることなく、また、原子炉冷却材

圧力バウンダリの健全性を損なうことなく、核分裂生成

物の崩壊熱及びその他の残留熱を除去できる設計と

する。 

 

 

（最終ヒートシンクへ熱を輸送することがで

きる設備） 

第四十七条 試験研究用等原子炉施設

には、原子炉圧力容器内において発生

した残留熱及び重要安全施設において

発生した熱を除去するため、最終ヒート

シンクへ熱を輸送することができる設備

を設けなければならない。 

 

第４７条（最終ヒートシンクへ熱を輸送する

ことができる設備） 

１ 第４７条に規定する「最終ヒートシンク」

とは、具体的には、池、大気、大地等を

いう。 

 

２ 第４７条に規定する「最終ヒートシンクへ

熱を輸送することができる設備」とは、非

常用炉心冷却系統、残留熱を除去する

系統等から最終的な熱の逃がし場へ熱

を輸送する系統をいう。 

 

【追加要求事項なし】 

通常運転時及び異常状態時において、重要安全

施設で発生したか、又は蓄積された熱は、補機冷却

水設備の冷却塔及び補助冷却水空気冷却器によ

り、最終的な熱の逃し場である大気へ確実に伝達で

きるように設計する。 

補機冷却水設備は、炉容器冷却設備の冷却器、

補助ヘリウム循環機の電動機、補助冷却水循環ポン

プ等の重要安全施設の熱を除去し、また、補助冷却

水系は、補助冷却器を介し１次冷却材の熱を除去す

 

方針 24. 最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系

統（設計方針） 

通常運転時及び異常状態時において、重要度の特

に高い安全機能を有する構築物、系統及び機器で発

生したか、又は蓄積された熱は、補機冷却水設備の

冷却塔及び補助冷却水空気冷却器により、最終的な

熱の逃し場である大気へ確実に伝達できるように設計

する。 

補機冷却水設備は、炉容器冷却設備の冷却器、補

助ヘリウム循環機の電動機、補助冷却水循環ポンプ

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 
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許可基準規則 
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 る。 

 

等の重要度の特に高い安全機能を有する機器の熱を

除去し、また、補助冷却水系は、補助冷却器を介し１

次冷却材の熱を除去する。 

 

 

（計測制御系統施設） 

第四十八条 試験研究用等原子炉施設

には、次に掲げるところにより、計測制御

系統施設を設けなければならない。 

 

一 炉心、原子炉冷却材圧力バウンダリ

及び原子炉格納容器バウンダリ並び

にこれらに関連する系統の健全性を

確保するために監視することが必要

なパラメータは、通常運転時及び運

転時の異常な過渡変化時においても

想定される範囲内に制御できるものと

すること。 

 

 

 

 

 

二 前号のパラメータは、通常運転時及

び運転時の異常な過渡変化時におい

ても想定される範囲内で監視できるも

のとすること。 

 

三 設計基準事故が発生した場合の状

況を把握し、及び対策を講ずるために

必要なパラメータは、設計基準事故

時に想定される環境下において、十

分な測定範囲及び期間にわたり監視

及び記録できるものとすること。 

第４８条（計測制御系統施設） 

 

 

 

 

１ 第１号に規定する「健全性を確保する

ために監視することが必要なパラメータ」

とは、炉心の中性子束密度、原子炉圧

力容器内圧力、各バウンダリ内の圧力

及び温度、一次冷却系統の温度及び

流量、原子炉格納容器内の圧力及び

温度等をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第３号に規定する「設計基準事故が発

生した場合の状況を把握し、及び対策

を講ずるために必要なパラメータ」とは、

炉心の中性子束密度、原子炉圧力容

器内圧力、一次冷却材の温度及び流

量等をいう。 

 

３ 設計基準事故時における計測制御系

統施設については、「発電用軽水型原

子炉施設における事故時の放射線計

測に関する審査指針」（昭和５６年７月２

３日原子力安全委員会決定）の「Ⅱ．事

故時の放射線計測の基本的な考え方」

を参考とすること。 

 

 

 

 

 

 

１ について【追加要求事項なし】 

一 炉心、原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉

格納容器バウンダリ並びにこれらに関連する系統

の健全性を確保するために監視することが必要

な、炉心の中性子束、炉心の差圧、制御棒の位

置及び各制御棒間の位置の偏差、１次冷却材中

の放射能濃度、１次冷却材と加圧水の差圧、１次

冷却設備、２次ヘリウム冷却設備及び加圧水冷却

設備の温度及び流量、原子炉格納容器内の圧力

及び温度等のパラメータを適切な範囲に維持制御

できる設計とする。また、炉容器冷却設備の温度

及び流量については、監視できる設計とする。 

 

二 前号のパラメータについては、原子炉計装、プロ

セス計装等により、想定される範囲内での監視が

可能な設計とする。 

 

 

三 設計基準事故時において、事故状態を知り、対

策を講じるのに必要なパラメータである原子炉格

納容器内の圧力、放射能レベル等を適切な方法

で、十分な範囲にわたり監視し、必要なものについ

ては、記録できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

方針 46. 計測制御系（設計方針） 

計測制御系は、通常運転時及び運転時の異常な

過渡変化時において、炉心の中性子束、炉心の差

圧、制御棒の位置及び各制御棒間の位置の偏差、

１次冷却材中の放射能濃度、１次冷却材と加圧水の

差圧、１次冷却設備、２次ヘリウム冷却設備及び加

圧水冷却設備の温度及び流量、原子炉格納容器内

の圧力及び温度等重要なパラメータを適切な範囲に

維持制御し、かつ、必要な対策が講じられるよう監視

できる設計とする。また、炉容器冷却設備の温度及

び流量については、監視できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

事故時において、事故状態を知り、対策を講じるの

に必要なパラメータである原子炉格納容器内の圧

力、放射能レベル等を適切な方法で、十分な範囲に

わたり監視し、必要なものについては、記録できる設

計とする。 

なお、原子炉の停止状態は中性子束及び制御棒

の位置、また、炉心の冷却状態は補助冷却器の出

入口のヘリウム温度及び流量等、２種類以上のパラ

メータにより、監視あるいは推定できる設計とする。 
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（原子炉停止系統） 

第四十九条 試験研究用等原子炉施設

には、次に掲げるところにより、原子炉停

止系統を設けなければならない。 

 

一 制御棒その他の反応度を制御する

設備による二以上の独立した系統を有

するものとすること。ただし、当該系統が

制御棒のみから構成される場合であっ

て、次に掲げるときは、この限りでない。 

イ 試験研究用等原子炉を未臨界に移

行することができ、かつ、未臨界を維持

することができる制御棒の数に比し当

該系統の能力に十分な余裕があると

き。 

ロ 原子炉固有の出力抑制特性が優れ

ているとき。 

 

 

 

 

 

 

二 通常運転時、運転時の異常な過渡

変化時及び設計基準事故時におい

て、原子炉停止系統のうち少なくとも

一つは、試験研究用等原子炉を未臨

界に移行することができ、かつ、少なく

とも一つは、低温状態において未臨

界を維持できるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

三 制御棒を用いる場合にあっては、反

応度価値の最も大きな制御棒一本が

固着した場合においても前号の規定

に適合するものとすること。 

 

 

第４９条（原子炉停止系統） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１項第３号に規定する「反応度価値

の最も大きな制御棒一本が固着した場

合」とは、駆動機構の構造上、制御棒が

最大の引き抜き位置まで引き抜かれた

場合をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ について【追加要求事項なし】 

一 原子炉停止系統としては、制御棒系と後備停止

系の原理の異なる２つの独立した系を設ける設計

とする。 

原子炉の最大過剰反応度は、0.165Δk/k 以

下である。これに対して、制御棒系による反応度制

御能力は、最大反応度効果をもつ１対の制御棒が

完全引き抜き位置において固着し、炉心に挿入で

きない場合でも、0.18Δk/k 以上になるよう設計

するので、0.01Δk/k 以上の反応度停止余裕をも

って、高温の運転状態から、燃料の許容設計限界

を超えることなく炉心を臨界未満にでき、かつ、臨

界未満を維持できる。 

後備停止系は、0.01Δk/k 以上の反応度停止

余裕をもって、高温の運転状態から、炉心を臨界

未満とし、その状態を維持できる設計とする。 

 

 

 

二 原子炉停止系統の１つである制御棒系は、通常

運転時及び運転時の異常な過渡変化時におい

て、まず可動反射体領域の制御棒を挿入すること

により、燃料の許容設計限界を超えることなく、速

やかに炉心を臨界未満にし、次いで炉心が所定の

温度に下がるのを待って、あるいは所定の時間間

隔をおいて、燃料領域へ制御棒を挿入することに

より、臨界未満を維持できるようにする。 

なお、過渡状態が収束したのちキセノン濃度が

変化しても、十分に臨界未満を維持できる設計と

する。 

 

 

 

三 原子炉停止系統の１つである制御棒系は、最大

の反応度価値をもつ１対の制御棒が完全に引き抜

かれ炉心に挿入できない場合でも、0.01Δk/k 以

上の反応度停止余裕を与えることができる設計と

する。 

 

 

 

 

 

方針 15. 原子炉停止系の独立性及び試験可能性

（設計方針） 

原子炉停止系としては、制御棒系と後備停止系の

原理の異なる２つの独立した系を設ける。 

原子炉の最大過剰反応度は、0.165Δk/k 以下であ

る。これに対して、制御棒系による反応度制御能力

は、最大反応度効果をもつ１対の制御棒が完全引抜

き位置において固着し、炉心に挿入できない場合で

も、0.18Δk/k 以上になるよう設計するので、

0.01Δk/k 以上の反応度停止余裕をもって、高温の

運転状態から、燃料の許容設計限界を超えることなく

炉心を臨界未満にでき、かつ、臨界未満を維持でき

る。 

後備停止系は、0.01Δk/k 以上の反応度停止余

裕をもって、高温の運転状態から、炉心を臨界未満と

し、その状態を維持できるように設計する。 

制御棒系及び後備停止系は、適切な方法により、

原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができ

る設計とする。 

 

方針 17. 原子炉停止系の停止能力（設計方針） 

原子炉停止系の１つである制御棒系は、通常運転

時及び運転時の異常な過渡変化時において、まず可

動反射体領域の制御棒を挿入することにより、燃料の

許容設計限界を超えることなく、速やかに炉心を臨界

未満にし、次いで炉心が所定の温度に下がるのを待

って、あるいは所定の時間間隔をおいて、燃料領域へ

制御棒を挿入することにより、臨界未満を維持できる

ようにする。 

なお、過渡状態が収束したのちキセノン濃度が変化

しても、十分に臨界未満を維持できるように設計す

る。 

 

方針 16. 原子炉停止系の反応度停止余裕（設計方

針） 

原子炉停止系の１つである制御棒系は、最大の反

応度価値をもつ１対の制御棒が完全引き抜かれ炉心

に挿入できない場合でも、0.01Δk/k 以上の反応度

停止余裕を与えることができるように設計する。 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

２ 制御棒の最大反応度価値及び反応度

添加率は、想定される反応度投入事象

に対して原子炉冷却材圧力バウンダリを

破損せず、かつ、炉心の冷却機能を損

なうような炉心、炉心支持構造物又は

原子炉圧力容器内部構造物の損壊を

起こさないものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 原子炉停止系統は、反応度制御系統

と共用する場合には、反応度制御系統

を構成する設備の故障が発生した場合

においても通常運転時、運転時の異常

な過渡変化時及び設計基準事故時に

試験研究用等原子炉を未臨界に移行

することができ、かつ、低温状態におい

て未臨界を維持できるものでなければ

ならない。 

 

 

２ について【追加要求事項なし】 

反応度が大きく、かつ、急激に投入される事象とし

ては、制御棒の浮き上がり又は飛び出しがある。制御

棒の浮き上がりに対しては原子炉内における冷却材

の流れを下降流とする流体力学的な対策により、ま

た、制御棒の飛び出しに対してはスタンドパイプ及び

スタンドパイプ固定装置の構造的な対策により、制御

棒の浮き上がり又は飛び出しが起こらない設計とす

る。 

万一、制御棒系を収納、支持しているスタンドパイプ

及びスタンドパイプクロージャが破損したとしても、スタ

ンドパイプ固定装置によりスタンドパイプ及びスタンドパ

イプクロージャの飛び上がりを防止し、過大な反応度

が添加されるような制御棒の飛び出しを防止できる

設計とする。 

また、反応度が急激に投入される事象である制御

棒の連続引き抜きに対しては、制御棒パターンインタ

ーロックで制御棒引き抜きパターンを規制することに

より、制御棒の最大反応度添加量を制限し、かつ、

制御棒引き抜き最大速度を制限することにより、過

度の反応度添加率とならない設計とする。 

更に、制御棒パターンインターロック等のインターロッ

ク機能を考慮せず、制御棒が最大速度で連続的に

引き抜かれたと仮定しても、制御棒系の作動により速

やかに原子炉を臨界未満にし、炉心及び炉内構造

物は大きく損傷することなく、冷却形状が維持できる

設計とする。 

 

３ について【追加要求事項なし】 

反応度制御設備のうち、制御棒系は反応度制御

系及び原子炉停止系統を供用している。制御棒系

は、フェイルセーフの設計とし、反応度制御系統の想

定される故障を考慮しても、原子炉停止系統として

の機能を損なうことのない設計とする。 

 

 

方針 14. 反応度制御系（設計方針） 

制御棒の浮上がりに対しては原子炉内における

冷却材の流れを下降流とする流体力学的な対策に

より、また、制御棒の飛出しに対してはスタンドパイプ

及びスタンドパイプ固定装置の構造的な対策によ

り、制御棒の浮上がり又は飛出しが起こらない設計

とする。 

万一、制御棒系を収納、支持しているスタンドパ

イプ及びスタンドパイプクロージャが破損したとして

も、スタンドパイプ固定装置によりスタンドパイプ及び

スタンドパイプクロージャの飛上がりを防止できるよう

にする。即ち、このように設計することにより、過大な

反応度が添加されるような制御棒の飛出しを防止

する。 

また、制御棒引抜きによる反応度添加について

は、制御棒パターンインターロックで制御棒引抜き

パターンを規制することにより、制御棒の最大反応

度添加量を制限し、かつ、制御棒引抜き最大速度

を制限することにより、過度の反応度添加率となら

ない設計とする。 

更に、制御棒パターンインターロック等のインター

ロック機能を考慮せず、制御棒が最大速度で連続

的に引抜かれたと仮定しても、制御棒系の作動によ

り速やかに原子炉を臨界未満にし、炉心及び炉内

構造物は大きく損傷することなく、冷却形状が維持

できる設計とする。 

 

 

 

添付書類八 3.2.5 反応度制御設備（設計方針） 

反応度制御設備は、原子炉の反応度を次のとおり

制御する 

制御棒系は、出力変化、キセノン濃度変化、高温

から常温までの温度変化、燃料の燃焼と反応度調整

材の減少等によって生じる反応度変化を制御する。

（中略）。また、制御棒系は、原子炉を未臨界未満に

でき、かつ、臨界未満を維持できるようにする。（中

略） 

制御棒系は、フェイルセーフであるようにする。 

（原子炉制御室等） 

第五十条 試験研究用等原子炉施設に

は、次に掲げるところにより、原子炉制御

第５０条（原子炉制御室等） 
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備考 

室を設けなければならない。 

 

一 試験研究用等原子炉施設の健全

性を確保するために必要なパラメータ

を監視できるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 試験研究用等原子炉施設の安全

性を確保するために必要な操作を手

動により行うことができるものとするこ

と。 

 

 

 

三 設計基準事故が発生した場合に試

験研究用等原子炉の運転の停止そ

の他の試験研究用等原子炉施設の

安全性を確保するための措置をとる

ため、従事者が支障なく原子炉制御

室に入り、又は一定期間とどまり、か

つ、当該措置をとるための操作を行う

ことができるよう、遮蔽その他の適切

な放射線防護措置、気体状の放射

性物質及び原子炉制御室外の火災

により発生する燃焼ガスに対する換気

設備の隔離その他の適切に防護する

ための設備を設けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第１項第１号に規定する「必要なパラメ

ータを監視できる」とは、計測制御系統

施設において監視が要求されるパラメ

ータのうち、連続的に監視する必要のあ

るものを原子炉制御室において監視で

きることをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第１項第２号に規定する「必要な操作

を手動により行う」とは、手動による試験

研究用等原子炉の急速な停止及び停

止後の試験研究用等原子炉の冷却の

確保のための操作を行うことをいう。 

 

 

３ 第１項第３号に規定する「一定期間」と

は、放射線業務従事者が制御室で事

故対策操作を行う必要のある期間をい

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 について 

一【追加要求事項なし】 

中央制御室には、原子炉及び主要な関連施設の

運転状況並びに主要なパラメータの監視ができるよ

う、次の機能を有する設備を設ける設計とする。 

(1) 制御棒の動作状態の表示 

(2) 原子炉及び原子炉冷却系に係る主要な循環

機及びポンプの起動・停止状態の表示 

(3) 原子炉及び原子炉冷却系に係る主要な弁の

開閉表示 

(4) 原子炉の炉心、原子炉冷却材圧力バウンダ

リ、原子炉格納容器バウンダリ及びそれらに関連

する系統並びに実験設備等の健全性を確保す

るために必要なパラメータを監視するための指

示又は記録 

 

二【追加要求事項なし】 

原子炉の安全を確保するために、原子炉停止系

統、原子炉冷却系の手動操作を中央制御室におい

て、速やかに行える設計とする。 

 

 

 

三【追加要求事項なし】 

 中央制御室において火災が発生する可能性を

極力抑えるように、制御室内のケーブル、制御盤等

は、不燃性又は難燃性の材料を使用するとともに、

中央制御室には消火設備を設置する。ただし、不燃

性又は難燃性の材料が使用できない場合は、金属

製の盤に格納し、火災の延焼を防止するための措置

を講ずる。 

設計基準事故が発生した際には、従事者が原子

炉の停止、補助冷却設備の起動、原子炉格納容器

の隔離等必要な安全機能の作動確認などを含む事

故時の対策に必要な各種の操作を行えるよう、中央

制御室に接近でき、かつ、留まることができるよう、室

内に留まる運転員等の線量が「線量告示」に定めら

れた緊急作業に係る線量限度を十分下回るように、

遮蔽を設ける。 

また、中央制御室系換気空調装置は、設計基準

事故時には外気としゃ断でき、フィルタを通る閉回路

循環運転を行うことにより、運転員等を放射線被ばく

 

 

方針 40. 制 御 室（設計方針） 

中央制御室には、原子炉及び主要な関連施設

の運転状況並びに主要なパラメータの監視ができる

よう、次の機能を有する設備を設ける設計とする。 

(1) 制御棒の動作状態の表示 

(2) 原子炉及び原子炉冷却系に係る主要な循環

機及びポンプの起動・停止状態の表示 

(3) 原子炉及び原子炉冷却系に係る主要な弁の

開閉表示 

(4) 原子炉の炉心、原子炉冷却材圧力バウンダ

リ、原子炉格納容器バウンダリ及びそれらに関連

する系統並びに実験設備等の健全性を確保す

るために必要なパラメータを監視するための指示

又は記録 

 

方針40. 制 御 室（設計方針） 

原子炉の安全を確保するために、原子炉停止系、

原子炉冷却系の手動操作を中央制御室において、

速やかに行える設計とする。 

 

 

 

方針 42. 制御室の居住性に対する考慮（設計方針） 

中央制御室において火災が発生する可能性を極

力抑えるように、制御室内のケーブル、制御盤等

は、実用上可能な限り不燃性又は難燃性の材料を

使用するとともに、中央制御室には消火設備を設置

する。 

更に、事故が発生した際には、従事者が原子炉の

停止、補助冷却設備の起動、原子炉格納容器の隔

離等必要な安全機能の作動確認などを含む事故時

の対策に必要な各種の操作を行えるよう、中央制御

室に接近でき、かつ、留まることができるよう、室内に

留まる運転員等の線量が「試験研究の用に供する

原子炉等の設置、運転等に関する規則等の規定に

基づき、線量限度等を定める告示」（第８条）に定め

られた緊急作業に係る線量限度を十分下回るよう

に、遮蔽を設ける。 

また、中央制御室系換気空調装置は、事故時に

は外気としゃ断でき、フィルタを通る閉回路循環運転

を行うことにより、運転員等を放射線被ばくから防護
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四 従事者が、設計基準事故時に、容

易に避難できる構造とすること。 

 

 

２ 試験研究用等原子炉施設には、火災

その他の異常な事態により原子炉制御

室が使用できない場合において、原子

炉制御室以外の場所から試験研究用

等原子炉を停止させ、崩壊熱を除去

し、及び必要なパラメータを監視する装

置を設けなければならない。 

 

 

４ 第１項第４号に規定する「避難できる構

造」とは、必要に応じて制御室又はその近

傍に、非常口又は脱出口を設けることをい

う。 

 

 

 

 

から防護する設計とする。 

 

四 

中央制御室の近傍には、通常の出入口以外に直

接原子炉建家外に退避可能な非常口を設ける。 

 

２ について【追加要求事項なし】 

原子炉は、中央制御室外の適切な場所から停止

することができるように、次の方針により設計する。 

(1) 継電器室の原子炉スクラムしゃ断器を開くこと

により、原子炉を停止できるようにする。 

(2) 中央制御室外の適切な場所に中央制御室外

原子炉停止盤を設け、崩壊熱を除去するために

必要な機器の操作及び必要最小限のパラメー

タの監視が行えるようにする。 

 

する設計とする。 

 

 

 

 

 

方針 41. 制御室外からの原子炉停止機能（設計方

針） 

原子炉は、中央制御室外の適切な場所から停止

することができるように、次の方針により設計する。 

(1) 継電器室の原子炉スクラムしゃ断器を開くこと

により、原子炉を停止できるようにする。 

(2) 中央制御室外の適切な場所に中央制御室外

原子炉停止盤を設け、原子炉の停止時に操作

頻度が高いか、原子炉スクラム後短時間に操作

が必要とされる機器の操作及び必要最小限のパ

ラメータの監視が行えるようにする。 

 

（監視設備） 

第五十一条 試験研究用等原子炉施設

には、必要に応じて通常運転時、運転

時の異常な過渡変化時及び設計基準

事故時において、当該試験研究用等原

子炉施設における放射性物質の濃度

及び放射線量並びに周辺監視区域の

境界付近における放射線量を監視し、

及び測定し、並びに設計基準事故時に

おける迅速な対応のために必要な情報

を原子炉制御室その他当該情報を伝

達する必要がある場所に表示できる設

備を設けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５１条（監視設備） 

１ 第１項に規定する「放射性物質の濃度

及び放射線量並びに周辺監視区域の

境界付近における放射線量を監視し、

及び測定し」とは、通常運転時及び運転

時の異常な過渡変化時において原子

炉建屋内、放出口又は試験研究用等

原子炉施設の周辺監視区域周辺にお

いて、サンプリングや放射線モニタ等に

より放射性物質の濃度及び空間線量率

を測定及び監視し、かつ、設計基準事

故時に迅速な対策処理が行えるように

放射線源、放出点、試験研究用等原

子炉施設周辺、予想される放射性物質

の放出経路等の適切な場所において放

射性物質の濃度及び空間線量率を測

定及び監視することをいう。 

 

２ 第１項において、通常運転時における

環境へ放出される気体及び液体廃棄

物の測定及び監視については、「発電

用軽水型原子炉施設における放出放

射性物質の測定に関する指針」（昭和５

３年９月２９日原子力委員会決定）を参

考とすること。 

 

１ について 

通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び

設計基準事故時における原子炉施設及び敷地周

辺の放射線モニタリングを行うために、作業環境モ

ニタリング設備、排気モニタリング設備及び周辺環

境モニタリング設備により、次に示すとおりモニタリン

グできる設計とする。なお、設計基準事故時用の放

射線監視設備は、商用電源喪失時において監視で

きる設計とする。 

原子炉格納容器内雰囲気のモニタリングは、通

常運転時及び運転時の異常な過渡変化時には、

室内空気モニタによって連続的に行い、設計基準

事故時には原子炉格納容器内のガンマ線エリアモ

ニタ及び事故時ガンマ線モニタによって連続的に行

い、中央制御室で監視及び測定できる設計とする。

また、原子炉格納容器内の空気をサンプリングする

ことによって行い、放射性物質の濃度等を知ること

ができる設計とする。 

放射性物質の放出経路については、排気筒及

び排気管並びに使用済燃料貯蔵建家排気筒にモ

 

方針 57. 放射線監視（設計方針） 

通常運転時及び異常状態時における敷地周辺の

放射線モニタリングを行うために、作業環境モニタリン

グ設備、排気モニタリング設備及び周辺環境モニタリ

ング設備により、次に示すとおりモニタリングできる設

計とする。 

原子炉格納容器内雰囲気のモニタリングは、通常

運転時及び運転時の異常な過渡変化時には、室内

空気モニタによって連続的に行い、事故時には、原子

炉格納容器内の空気をサンプリングすることによって

行い、放射性物質の濃度等を知ることができる設計と

する。 

放射性物質の放出経路については、排気筒及び

排気管並びに使用済燃料貯蔵建家排気筒にモニタ

を設置するほか、排気空気及び排水をサンプリングで

きる設計とする。 

原子炉施設の周辺監視区域周辺の放射線監視

は、別途設けてある周辺環境モニタリング設備により

行う。 

また、これら必要な情報を中央制御室又は適当な

場所に表示できる設計とする。 
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２ 周辺監視区域の境界付近における放

射線量を監視し、及び測定し、並びに設

計基準事故時における迅速な対応のた

めに必要な情報を原子炉制御室その

他の当該情報を伝達する必要がある場

所に表示できる設備のうち常設のものに

は、前項の規定によるほか、非常用電

源設備、無停電電源装置又はこれらと

同等以上の機能を有する電源設備を

設けなければならない。 

 

 

３ 第１項において、設計基準事故時にお

ける測定及び監視については、「発電用

軽水型原子炉施設における事故時の

放射線計測に関する審査指針」（昭和５

６年７月２３日原子力安全委員会決定）

を参考とすること。 

 

４ 第５１条において、設計基準事故時に

おける迅速な対応のためにモニタリングポ

ストの必要な情報を伝達する伝送系は多

様性を確保したものとすること。 

ニタを設置するほか、排気空気及び排水をサンプリ

ングできる設計とする。また、これら必要な情報を中

央制御室又は適当な場所に表示できる設計とす

る。 

原子炉施設の周辺監視区域の境界付近の放射

線量の監視及び測定は、14基のモニタリングポスト

により行う設計とする。 

固定モニタリング設備のうち設計基準事故時に

おける迅速な対応のためのモニタリングポスト6基に

ついて、必要な情報を中央制御室、現地対策本部

等に表示するとともに、伝送系は有線及び無線によ

り多様性を確保した設計とする。 

 

 

２ について 

固定モニタリング設備は、無停電電源装置及び

非常用発電機（可搬型含む。）を設ける設計とし、

無停電電源装置は非常用発電機（可搬型含む。）

の稼働が整うまでの一定時間（90 分）を給電できる

設計とする。 

なお、これらの電源が枯渇した場合は、サーベイ

メータを用いて、モニタリングポスト 14 基による測定

を代替できるものとする。 

 

（原子炉格納施設） 

第五十二条 試験研究用等原子炉施設

には、次に掲げるところにより、原子炉格納

施設を設けなければならない。 

 

一 通常運転時において、その内部を負

圧状態に維持し得るものであり、かつ、

所定の漏えい率を超えることがないも

のとすること。 

 

 

 

 

 

二 設計基準事故時において、公衆に放

射線障害を及ぼさないようにするため、

第５２条（原子炉格納施設） 

 

 

 

 

１ 第１項に規定する「原子炉格納施設」

とは、通常運転時において負圧を維持

し、また、事故時において施設外への放

射性物質の放出を抑制するための施設

であり、ガス冷却型原子炉においては原

子炉建屋（サービスエリアを含む。）、原

子炉格納容器及びその附属施設から

構成される。 

 

２ 第１項第２号に規定する「放射性物質

を低減するもの」とは、気体状の放射性

 

 

 

 

 

１ について【追加要求事項なし】 

一 通常運転時において、サービスエリアは負圧状

態に維持し得る設計とし、かつ、原子炉格納容器

は所定の漏えい率を超えることがない設計とする。 

 

 

 

 

 

二 想定される減圧事故時等においては、核分裂生

成物を原子炉格納容器内に閉じ込めることにより、

 

 

 

 

 

方針 28. 原子炉格納容器の機能（設計方針） 

原子炉格納容器は、想定される減圧事故及び気

象変化のもとでの圧力、温度並びに地震荷重に耐

え、格納容器バウンダリの健全性を保つように設計す

る。また、上記の荷重条件下においても、原子炉格

納容器の隔離機能とあいまって、原子炉格納容器全

体の漏えい率を許容値以下に保つように設計する。 

 

 

方針 32. 格納施設雰囲気の制御に関する設計上の

 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  57/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

原子炉格納施設から放出される放射

性物質を低減するものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 原子炉格納容器バウンダリを構成する

設備は、通常運転時、運転時の異常な

過渡変化時及び設計基準事故時に瞬

間的破壊が生じないよう、十分な破壊じ

ん性を有し、かつ、適切に作動する隔離

機能と併せて所定の漏えい率を超える

ことがないものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 原子炉格納容器を貫通する配管に

は、隔離弁を設けなければならない。た

だし、計測装置又は制御棒駆動装置に

関連する配管であって、当該配管を通

じての漏えい量が十分許容される程度

に抑制されているものについては、この

限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物質についてはチャコールフィルタ等を

設けた非常用換気設備等により、原子

炉格納施設からの放射性物質の放散

を抑制することをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 第３項に規定する「隔離弁」とは、自動

隔離弁（設計基準事故時に十分な隔

離機能を発揮するように配慮された逆

止弁を含む。）、通常時にロックされた閉

止弁及び遠隔操作閉止弁等をいう。 

上記の「設計基準事故時に十分な隔

離機能を発揮するように配慮された逆

止弁」とは、原子炉格納容器の壁を貫

通する配管に、原子炉格納容器内外い

ずれかの位置で破損が生じ、その逆止

弁に対する逆圧が全て喪失した条件に

おいても、必要な隔離機能が重力等に

よって維持された逆止弁をいう。 

 

４ 第３項の「隔離弁」については、例え

ば、以下によるものであること。 

一 主要な配管に設ける原子炉格納容

器隔離弁は、事故の収束に必要な系

統の配管を除き、設計基準事故時に

環境に放出される濃度を低減する。減圧事故時

等において、原子炉格納容器からの漏えい気体中

に含まれるよう素及び粒子状放射性物質を除去

し、環境に放出される核分裂生成物の濃度を低減

させるために、非常用空気浄化設備を設ける。即

ち、原子炉格納容器から漏えいした放射性物質を

直接外気へは放出せず、フィルタを通して排気管

へ導く設計とする。 

 

 

２ について【追加要求事項なし】 

原子炉格納容器バウンダリは、通常運転時及び異

常状態時において、原子炉格納容器バウンダリの非

延性破壊を防止するために、フェライト系鋼材で製作

する部分に対しては、切欠じん性を考慮した材料選

択、設計及び製作を行う。原子炉格納容器バウンダ

リは、非延性破壊を防止するため、最低使用温度

（-12.7℃）を考慮した破壊じん性試験を行い、規定

値を満足した材料を使用する。 

また、原子炉格納容器は、隔離機能とあいまっ

て、原子炉格納容器全体の漏えい率を許容値以下

に保つように設計する。 

 

 

３ について【追加要求事項なし】 

原子炉格納容器隔離弁は、原子炉格納容器に接

近して設け、次の方針に基づき設置する。 

(1)  原子炉格納容器内で開口しているか、又は

原子炉冷却材圧力バウンダリに連結している配

管系のうち、原子炉格納容器外部で閉じていな

い配管系については、原子炉格納容器の内側

に 1 個、外側に 1 個の原子炉格納容器隔離弁

を設ける。ただし、物理的あるいは環境条件から

隔離弁の設置が困難である場合には、外側に 2

個の隔離弁を設ける。 

なお、通常閉、かつ、事故時隔離されている

配管系には原子炉格納容器の外側に 1 個の原

子炉格納容器隔離弁を設ける。 

隔離弁は、 

a. 自動隔離弁又はロック付閉止弁とする。 

b. 隔離弁に逆止弁を用いる場合には、事

故時に十分な隔離機能を発揮し得る設

計のものとする。 

考慮（設計方針） 

想定される減圧事故時等においては、核分裂生

成物を原子炉格納容器内に閉じ込めることにより、環

境に放出される濃度を低減する。減圧事故時等にお

いて、原子炉格納容器からの漏えい気体中に含まれ

るよう素及び粒子状放射性物質を除去し、環境に放

出される核分裂生成物の濃度を低減させるために、

非常用空気浄化設備を設ける。即ち、原子炉格納

容器から漏えいした放射性物質を直接外気へは放

出せず、フィルタを通して排気管へ導く設計とする。 

 

方針 29. 原子炉格納容器バウンダリの破壊防止（設

計方針） 

(1) 原子炉格納容器バウンダリは、通常運転時、

保修時、試験時及び異常状態時において、原子

炉格納容器バウンダリの非延性破壊を防止する

ために、フェライト系鋼材で製作する部分に対して

は、切欠じん性を考慮した材料選択、設計及び

製作を行う。 

(2) 原子炉格納容器バウンダリは、非延性破壊を

防止するため、通商産業省告示等を参考に最低

使用温度（-12.7℃）を考慮した破壊じん性試験

を行い、規定値を満足した材料を使用する。 

 

方針 31. 原子炉格納容器隔離弁（設計方針） 

1. 原子炉格納容器隔離弁は、実用上可能な限り原

子炉格納容器に接近して設ける。 

2. 原子炉格納容器隔離弁は、次の方針に基づき設

置する。 

(1) 原子炉格納容器内で開口しているか、又は原

子炉冷却材圧力バウンダリに連結している配管系

のうち、原子炉格納容器外部で閉じていない配管

系については、原則として原子炉格納容器の内側

に１個、外側に１個の原子炉格納容器隔離弁を設

ける。 

ただし、通常閉、かつ、事故時隔離されている配

管系には原子炉格納容器の外側に１個の原子炉

格納容器隔離弁を設ける。 

隔離弁は、 

a. 自動隔離弁又はロック付閉止弁とする。 

b. 外側隔離弁には原則として逆止弁は用いな

い。用いる場合には、事故時に十分な隔離機

能を発揮し得る設計のものとする。 



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 

 

※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  58/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

隔離機能の確保が必要となる事態に

際して、自動的、かつ、確実に閉止さ

れる機能を有するものであること。な

お、自動的に閉止される原子炉格納

容器隔離弁も事故後の必要な処置

のため隔離解除が考慮されているこ

と。 

イ 「主要な配管」とは、原子炉格納

容器隔離弁を設けなければならない

配管のうち、運転時に原子炉格納

容器隔離弁が閉止されているように

設計された配管を除き、通常運転

状態のまま放置すれば原子炉格納

容器からの許容されない放射性物

質の漏えいの原因となるおそれのあ

る配管をいう。 

ロ 「自動的、かつ、確実に閉止され

る機能」とは、安全保護回路からの

原子炉格納容器隔離信号等により

自動的に閉止され、かつ、原子炉格

納容器隔離弁以外の隔離障壁とあ

いまって、単一故障の仮定に加え、

外部電源が利用できない場合にお

いても原子炉格納容器からの放射

性物質の漏えいを低減し得る機能を

いう。 

ハ 「事故の収束に必要な系統の配

管を除き」とは、非常用冷却設備の

配管等、その系統に期待される安全

機能を阻害しないために、自動隔離

信号によって閉止することを要しな

いことをいう。ただし、その場合であっ

ても、それらの配管により、原子炉格

納容器の隔離機能が失われないこ

と。 

二 原子炉格納容器隔離弁は、原子炉

格納容器に接近して設けること。 

三 原子炉格納容器隔離弁は、閉止後

駆動動力源の喪失によっても隔離機

能が喪失することがないこと。 

四 原子炉格納容器の内側において開

口しているか又は原子炉冷却材圧力

バウンダリに連絡している配管のうち、

c. ２つの自動隔離弁の駆動動力源は、互

いに独立なものとし、その系統を構成する

いかなる機器の単一故障によっても隔離機

能を喪失することのないように設計する。 

(2) 上記の(1)以外の配管系のうち、原子炉格納

容器の内側又は外側において閉じている配管系

については、原子炉格納容器の外側に１個の原

子炉格納容器隔離弁を設ける。 

隔離弁は、 

a. 自動隔離弁又はロック付閉止弁とする。 

b.  隔離弁に逆止弁を用いる場合には、事

故時に十分な隔離機能を発揮し得る設

計のものとする。 

また、原子炉格納容器隔離弁は、閉止後

駆動動力源の喪失によっても隔離機能が喪

失することがないように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. ２つの自動隔離弁の駆動動力源は、互いに

独立なものとし、その系統を構成するいかなる

機器の単一故障によっても隔離機能を喪失す

ることのないように設計する。 

(2) 上記の(1)以外の配管系のうち、原子炉格納容

器の内側又は外側において閉じている配管系につ

いては、原子炉格納容器の外側に１個の原子炉

格納容器隔離弁を設ける。 

隔離弁は、 

a. 自動隔離弁又はロック付閉止弁とする。 

b. 外側隔離弁には原則として逆止弁は用い

ない。 

3. 原子炉格納容器隔離弁は、閉止後駆動動力源の

喪失によっても隔離機能が喪失することがないよう

に設計する。 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 試験研究用等原子炉施設には、一次

冷却系統の配管の損壊その他の一次

冷却系統内の圧力が降下する設計基

準事故時に生ずる可燃性ガス及び酸素

により原子炉格納容器の健全性を損な

うおそれがある場合は、当該可燃性ガ

ス及び酸素の濃度を低下させる設備を

設けなければならない。 

 

 

 

 

５ 試験研究用等原子炉施設には、設計

基準事故その他の原子炉格納容器か

ら気体状の放射性物質が漏えいするこ

とにより公衆に放射線障害を及ぼすおそ

れがある場合は、原子炉格納施設内の

放射性物質の濃度を低下させる設備を

設けなければならない。 

 

原子炉格納容器の外側で閉じていな

い配管については、原子炉格納容器

の内側に一個及び外側に一個とする

こと。ただし、物理的あるいは環境条

件から隔離弁の設置が困難であるこ

とが示される場合には、外側に二個の

原子炉格納容器隔離弁を設けること

ができる。 

五 上記一のハの配管以外の配管のう

ち、原子炉格納容器の内側又は外側

において閉じている配管については、

原子炉格納容器の外側に一個の隔

離弁を設けること。ただし、原子炉格

納容器の内側に一個の隔離弁を設け

ることについて、妥当性が示される場

合には、この限りでない。 

 

５ 第４項に規定する「可燃性ガス及び酸

素の濃度を低下させる設備」とは、原子

炉格納容器内の可燃性ガス、空気等の

濃度を制限し燃焼限界以下に抑制する

ための設備をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

６ 第５項に規定する「放射性物質の濃度

を低下させる設備」とは、試験研究用等原

子炉内の燃料体の破損等による多量の

放射性物質が放出される事故時におい

て、原子炉格納容器からの漏えい気体中

に含まれるヨウ素等を除去し、排気筒へ

導くような非常用換気設備等をいう。ま

た、当該設備を構成する機器の単一故障

の仮定に加え、外部電源が利用できない

場合にも、その安全機能が達成できること

が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ について【追加要求事項なし】 

想定される減圧事故後に、原子炉圧力容器内に

ある黒鉛構造物の酸化により発生する可燃性ガスの

燃焼を防止するため、原子炉格納容器内の自由体

積を小さくする。即ち、事故後酸化に寄与する空気の

総量を制限することにより、原子炉格納容器内での

可燃性ガス、空気及びヘリウムの濃度割合を制限

し、可燃性ガスが燃焼しないようにする。これにより、

設計基準事故時に生ずる可燃性ガス及び酸素により

原子炉格納容器の健全性を損なうおそれがない設

計とする。 

 

５ について【追加要求事項なし】 

非常用空気浄化設備の動的機器は多重性を持た

せ、また、非常用発電機から給電して、十分にその

機能を果たせる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針 32. 格納施設雰囲気の制御に関する設計上の

考慮（設計方針） 

想定される減圧事故後に、原子炉圧力容器内に

ある黒鉛構造物の酸化により発生する可燃性ガス

の燃焼を防止するため、原子炉格納容器内の自由

体積を小さくする。即ち、事故後酸化に寄与する空

気の総量を制限することにより、原子炉格納容器内

での可燃性ガス、空気及びヘリウムの濃度割合を

制限し、可燃性ガスが燃焼しないようにする。 

 

 

 

方針 32. 格納施設雰囲気の制御に関する設計上の

考慮（設計方針） 

非常用空気浄化設備は、信頼性の高いものとする

ため、次のような設計上の考慮を払う。 

(1) 動的機器は、多重性を持たせ、また、非常用

発電機から給電して、十分にその機能を果たせ

るようにする。 

（多量の放射性物質等を放出する事故の

拡大の防止） 

第５３条（多量の放射性物質等を放出す

る事故の拡大の防止） 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

第五十三条 試験研究用等原子炉施設

は、発生頻度が設計基準事故より低い

事故であって、当該施設から多量の放

射性物質又は放射線を放出するおそれ

があるものが発生した場合において、当

該事故の拡大を防止するために必要な

措置を講じたものでなければならない。 

 

１ 第５３条の要求は、ガス冷却型原子炉

に係る試験研究用等原子炉施設につい

ては、設計基準事故より発生頻度は低い

が、敷地周辺の一般公衆に対して過度

の放射線被ばく（実効線量の評価値が発

生事故当たり５ミリシーベルトを超えるも

の）を与えるおそれのある事故についての

評価及び対策を求めるものである。 

 

２ 事故の想定に当たっては、自然現象等

の共通原因となる外部事象や施設の特

徴を踏まえた内部事象に起因する多重

故障を考慮すること。 

 

３ 具体的な事故としては、例えば、以下

が挙げられる。 

一 燃料体の損傷が想定される事故 

イ 設計基準事故時の想定を超える空

気侵入又は水侵入による炉内構造

物（黒鉛）の酸化、可燃性ガスによる

爆発等 

二 使用済燃料貯蔵設備の冷却機能が

失われ、使用済燃料の損傷が想定され

る事故 

イ 使用済燃料貯蔵設備の冷却系統が

故障した際に、水補給にも失敗し、冷

却水の蒸発により使用済燃料の冠水

が維持できなくなり、使用済燃料の破

損に至る可能性がある事故 

ロ 冷却系統配管が破断した際に、サイ

フォン現象等により、使用済燃料の冠

水が維持できなくなり、使用済燃料の

破損に至る可能性がある事故 

ハ 空気により使用済燃料を冷却する

使用済燃料貯蔵施設にあっては、建

屋の換気空調設備の停止により冷却

機能が失われ、使用済燃料の破損に

至る可能性がある事故 

 

４ 第５３条に規定する「当該事故の拡大

を防止するために必要な措置」とは事故

の発生及び拡大の防止、放射性物質の

放出による影響の緩和に必要な常設又

1 について 

原子炉施設は、発生頻度が設計基準事故より低

い事故であって、当該施設から多量の放射性物質

又は放射線を放出するおそれがあるものが発生した

場合において、当該事故の拡大を防止するために

必要な措置を講じる設計とする。 
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※ 旧設計方針との対比を下線にて示す。  61/68 
 

許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

は可搬型設備の設置及び手順の策定等

であり、例えば、以下に示す措置又はこ

れらと同等以上の効果を有する措置をい

う。 

一 燃料の損傷が想定される場合 

イ 可燃性ガス排出等による、設計基準

事故の想定を超える空気や水の原子

炉圧力容器への侵入による爆発の防

止対策 

二 使用済燃料貯蔵設備の冷却機能が

失われ、使用済燃料の損傷が想定さ

れる場合 

イ 代替注水設備（注水ライン、ポンプ

車等）等による、使用済燃料等の破損

防止対策 

ロ 放射線の遮蔽に水を使用する貯蔵

施設にあっては、代替注水設備による

遮蔽を維持できる水位の確保対策 

ハ 使用済燃料等の未臨界維持対策 

ニ 使用済燃料等の損傷時に、できる

限り環境への放射性物質の放出を低

減させる対策 

 

５ 第５３条で準用するナトリウム冷却型高

速炉については、上記３及び４にかかわら

ず、以下によること。 

一 具体的な事故としては、例えば、以

下が挙げられる。 

イ 燃料体の損傷が想定される事故 

冷却材漏えい時の主冷却系統、補

助系等による強制循環冷却の失敗、

電源喪失時の冷却の失敗による燃料

損傷事故等 

ロ 使用済燃料貯蔵設備の冷却機能が

失われ、使用済燃料の損傷が想定さ

れる事故 

（１）使用済燃料貯蔵設備の冷却系統

が故障した際に、水補給にも失敗

し、冷却水の蒸発により使用済燃料

の冠水が維持できなくなり、使用済

燃料の破損に至る可能性がある事

故 

（２）冷却系統配管が破断した際に、サ



許可基準規則の適合性（追加要求事項のない条項に対する適合性） 
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許可基準規則 

（H25.12.6 公布/H25.12.18 施行） 

解釈 

（H25.11.27 制定） 

設置許可申請書 

適合のための設計方針 

旧設計方針（高温工学試験研究炉に関する安全設

計方針）の記載 

備考 

イフォン現象等により、使用済燃料

の冠水が維持できなくなり、使用済

燃料の破損に至る可能性がある事

故 

二 第５３条に規定する「当該事故の拡

大を防止するために必要な措置」とは

事故の発生及び拡大の防止、放射性

物質の放出による影響の緩和に必要

な設備及び手順の策定等であり、例え

ば、以下に示す措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置をいう。 

イ 燃料の損傷が想定される場合 

代替冷却による炉心の損傷防止対

策、燃料から原子炉容器内に漏れた

放射性物質の貯留等による環境へ

の放出防止対策 

ロ 使用済燃料貯蔵設備の冷却機能

が失われ、使用済燃料の損傷が想定

される場合 

（１）代替注水設備（注水ライン、ポンプ

車等）等による、使用済燃料等の破

損防止対策 

（２）放射線の遮蔽に水を使用する貯

蔵施設にあっては、代替注水設備に

よる遮蔽を維持できる水位の確保対

策 

（３）使用済燃料等の未臨界維持対策 

（４）使用済燃料等の損傷時に、できる

限り環境への放射性物質の放出を

低減させる対策 

 

 

 

 

 

 

 



 

63/68 
 

補足 

「追加要求事項なし」とした考え方について 

 

１．はじめに 

今般施行された試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則（以下

（「試験炉許可基準規則」）という。）は、従来、各種の指針類として制定されていた「水冷却型試験研究

用原子炉施設に関する安全設計審査指針」（以下「研究炉の設計指針」）や、「水冷却型試験研究用原

子炉施設の安全評価に関する審査指針」（平成３年７月１８日原子力安全委員会決定）（以下「研究炉

の安全評価指針」という。）などを、規則条文として一体的に取り込んだ体系となっている。 

このような規則体系を踏まえ、従来からの安全設計及び安全評価の考え方を整理し、本資料において

追加要求事項無しとしたものの考え方を以下に説明するとともに、研究炉の指針類を取り込んだ許可基

準規則に対しても満足できる設計及び評価になっていることを以下に説明する。 

 

２．安全設計について 

HTTRの設計に当たっては、「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針（昭和52年6月 

原子力委員会、平成元年 3月改訂 原子力安全委員会）」を参考として、高温工学試験研究炉の特徴

を踏まえて作成した「高温工学試験研究炉に関する安全設計方針」（以下「HTTR安全設計方針」という。）

を作成し、これに適合するよう原子炉施設の設計を行ってきた。 

一方、制定された試験炉許可基準規則では、ガス冷却型原子炉に対する要求事項が明確になったこ

とから、申請している原子炉設置変更許可申請書では、これまでの HTTR 安全設計方針を削除し、許可

基準規則へ適合するための設計方針として新たに設計方針を定めている。 

その際、HTTR 安全設計方針等で同等の要求事項を課していたものについては、本資料において追加

要求事項無しとして整理した。これにより従来の HTTR 安全設計方針はもとより、許可基準規則の要求に

ついても満足できるものと考えている。 

 

３．安全評価について 

HTTR の安全評価（第 53条の多量の放射性物質等を放出する事故の拡大防止に関する評価を除く。）

（以下「安全評価」という。）に当たっては、「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針に

ついて（昭和53年9月 原子力委員会 平成元年3月改訂 原子力安全委員会）」（以下「軽水炉の安

全評価指針」という。）を参考とし、これに HTTR の固有の特性及び設計上の特徴を考慮して評価を行っ

てきた。 

一方、研究炉の安全評価指針においては、評価の目的、評価すべき範囲、解析に当たって考慮すべ

き事項などの基本的な考え方は、軽水炉の安全評価指針と同等と考えられ、また、評価に必要な判断基

準は、許可基準規則第13条の解釈に定められているが、従来の安全評価から変わるものはない。なお、

研究炉の安全評価指針では、線量評価上参考とすべき事項は軽水炉の安全評価指針を参考とすること

とあり、線量評価において参考とする指針は軽水炉と研究炉では変わらない。 

従って、HTTR の安全評価は、試験炉許可基準規則に則っとり評価しても満足できるものと考えており、

追加要求事項無しとして整理した。 
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確認事項 

 

【回答】 

原子炉格納容器バウンダリの非延性破壊を防止するため、フェライト系鋼材で製作する部分については、

最低使用温度（-12.7℃）を考慮した温度で破壊じん性試験（衝撃試験）を行い、規定値を満足する材料

を使用する。 

具体的には、原子炉格納容器（本体胴、上鏡、下鏡）については炭素鋼（JIS G 3118（SGV480））、原

子炉格納容器附属設備（ハッチ類）についても炭素鋼（JIS G 3118（SGV480））としており、使用前検査に

おける材料検査で衝撃試験を行い合格している。 

また、原子炉格納容器附属設備（配管貫通部貫通配管、隔離弁等）については炭素鋼（JIS G 3456

（STPT370）、JIS G 3106（SM400B））としており、使用前検査における材料検査で衝撃試験を行い合格

している。 

  

「(CV の)フェライト系鋼材で製作する部分については、切欠じん性を考慮した材料選択、設計、製作をす

る」としているが、具体的な設計について説明すること。 
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確認事項 

 

【回答】 

1. 非常用発電機の概要 

図 1 に非常用発電機の構造図、図 2に非常用発電機の配置図を示す。非常用発電機は、ガスタービ

ンエンジン 2台及び発電機1台で構成され、ガスタービンエンジン 2台からの動力により発電機 1台を運

転する構造となっている。非常用発電機は 2 台設けられており、独立性・多重性を考慮し、それぞれ別の

室に設置している。商用電源が喪失した場合には、非常用低圧母線の主幹遮断器を遮断するとともに非

常用発電機が自動起動し、電圧が確立した後に負荷先に投入する。この際、非常用低圧母線の電圧変

動を考慮し、７段階に分けて順次負荷先に投入する。 

 

 

2. 非常用発電機の容量 

設計基準事故に対処するための設備は、第 28条に関する重要安全施設として抽出（表 1）されている。

非常用発電機の容量は、「第 4 回設工認申請書（平成 4年 8月）非常用発電機設備の容量計算書」で

算出している。上記の設備を含めた非常用電源のA系統の負荷は、最大2330.0 kVA、非常用電源のB

系統の負荷は最大2318.9 kVAであり、非常用発電機の容量は2500 kVAであることから、余裕をもった

設計となっている。 

非常用発電機の 1系統の燃料消費量は設計上 1060ℓ/ｈであり、主燃料槽の容量は 100000ℓである。

これにより、非常用発電機からの最大負荷の受電時は設計上約3.9日間（94.3時間）の運転が可能であ

る。なお、実際の非常用発電機の運転では、負荷時での燃料消費量は約 600ℓ/h であり、約 7 日間

（166.6 時間）の運転が可能である。 

 

3. 非常用発電機の動作 

非常用発電機はガスタービンエンジン2台で1台の発電機を運転している。非常用発電機の始動時に

ガスタービンエンジンの 1 台が起動できない場合は回転数の不足を検知し、非常用発電機が停止するロ

ジックを組んでいるため、非常用発電機は運転できない。また、非常用発電機の運転中にガスタービンエ

ンジンの1台が停止した場合にも、発電機の電圧不足を検知し、非常用発電機が停止するロジックを組ん

でいるため、非常用発電機は運転できない。 

非常用発電機は、非常用発電機本体、始動用空気系統及び燃料系統で構成されている。 

始動用空気系統は、非常用発電機の始動に必要な圧縮空気が蓄積されている始動用空気槽等で構

成されている。燃料系統は、非常用発電機の運転に必要な燃料を貯留する燃料槽等で構成されてい

る。 

非常用発電機は始動用空気槽に貯留されている圧縮空気により始動し、その後、燃料槽から送られる

燃料により運転する。 

設計基準事故に対処するための設備を明確にした上で、非常用発電機の容量が負荷に対して十分かを

定量的に説明すること。また、燃料油の容量は最大負荷に対して何日分か。 

「非常用電源として、非常用発電機２台及び２組の蓄電池を設置する。」としているが、非常用発電機とし

ては、ガスタービン１台と発電機１台で構成される系統が２系統あるのか又はガスタービン２台と発電機１

台で構成される系統が２系統あるのか。後者の場合ガスタービン１台でも発電機は機能するのか説明す

ること。 
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ガスタービン発電機である非常用発電機は、冷却水系統のような機関等を強制冷却する冷却系統を

必要とせず、空冷方式を採用している。 

 

表１ 設計基準事故に対処するための設備（第 28条に関する重要安全施設） 

No. 安全機能 構築物・系統・機器 

1 原子炉冷却材圧力バウンダリ 原子炉冷却材圧力バウンダリの一部を形成する弁 

2 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止 1 次冷却設備の安全弁 

3 
原子炉の緊急停止 

未臨界維持 
制御棒系 

4 

工学的安全施設及び原子炉停止系への起動信号の発生 

安全保護系(停止系) 

5 安全保護系(工学的安全施設) 

6 炉心冷却 
補助冷却設備 

炉容器冷却設備 

7 
放射性物質の閉じ込め、放射線の遮蔽及び放出低減 

原子炉格納容器隔離弁 

8 非常用空気浄化設備 

9 事故時のプラント状態の把握 事故時監視計器の一部 

10 

安全上特に重要な関連機能 

非常用発電機 

11 補機冷却水設備 

12 制御用圧縮空気設備 

13 直流電源設備 

14 安全保護系用交流無停電電源装置 
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図 1 非常用発電機の構造図 

 

 

図２ 非常用発電機の配置図（1階平面図） 
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コメント事項 

「３．非常用発電機の動作」について、ガスタービンの起動方法、必要となる附属設備、冷却方法の説明

を追加すること。 

 

【回答】 

非常用発電機は、非常用発電機本体、始動用空気系統及び燃料移送系統で構成されている。 

図３に示す始動用空気系統は、非常用発電機の始動に必要な圧縮空気が蓄積されている始動用空

気槽及び配管等で構成されている。図４に示す燃料移送系統は、非常用発電機の運転に必要な燃料を

貯留する燃料槽、燃料移送ポンプ及び配管等で構成されている。 

非常用発電機は始動用空気槽に貯留されている圧縮空気により始動し、その後、燃料槽から送られる

燃料により運転する。 

ガスタービン発電機である非常用発電機は、冷却水系統のような機関等を強制冷却する冷却系統を

必要とせず、空冷方式を採用している。 

 

 

 


